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本調査は、これまでの施策の効果を検証し、他都市や過去調査との比較で、地域特性や経年変化を把握、強

みと見直しを明確化して、今後の効果的な施策の実施に繋げていくことを目的とする

はじめに｜背景・目的

< Confidential >

本業務の背景と目的

札幌市では、2016年から5か年計画を策定し、人口減少対策に資する取組

を進めてきた。 直近の第3期計画では、「質の高い雇用創出と魅力的な都市

づくり」「結婚・出産・子育てを支える環境づくり」に加え、新たに「若い世代へ向

けたアプローチの強化」を柱として掲げた。

しかし、2021年をピークとして人口減少局面に入るとともに、合計特殊出生率

は右肩下がりであり、その数値は、政令指定都市の中でも低位に位置し、令

和5年は、「0.96」と過去最低という非常に厳しい状況にある。

この他、札幌市は道内各市町村からの転入により社会増加を続けているが、

20代の道外への転出超過数は依然として2,000人を超えている状況にあり、

若い世代の道外への流出が続いている。

今後の効果的な施策の推進に当たっては、これまでの人口減少対策に資する

施策について、ある施策がどのような分野や属性に対してどういった効果を示し

ているのかといった調査・分析を行い、札幌市の強みとして伸ばすべき部分や

施策のあり方を見直す部分を明確化することで、今後の効果的な施策の構築

につなげていくことが重要 である。

本業務は、これまでの札幌市における人口減少対策に資する取組の効果的

なモニタリングのための各種調査を実施し、その調査結果を分析したうえで、今

後の効果的な施策の在り方を検討・構築するための基礎資料を作成する。

※引用元：「これまでの人口減少対策に関する効果的なモニタリング調査及び分析等業務」業務仕様書

平成28年 ( 2016年 ) ： 「さっぽろ未来創生プラン」 策定

令和 2年 ( 2020年 ) ： 「第2期さっぽろ未来創生プラン」 策定

令和 7年 ( 2025年 ) ： 「第3期さっぽろ未来創生プラン」 策定
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貴市の強みとして伸ばすべき部分や、施策のあり方を見直す部分を明確にすることで、今後の効果的な施策の構

築に繋げていくことを目的に、各種調査と結果分析を行う

はじめに｜業務の実施概要

業務の実施概要

1. 調査・分析による現状の把握

◼ 施策の調査・分析

・ 成果指標、数値目標、事業

◼ 他都市の調査・分析

・ 他都市分析

◼ 子育て費用に関する調査・分析

・ 子育て費用の分析

2. 解決すべき課題の把握

◼ 市民に向けて広く課題を把握

・ アンケート調査

◼ アンケートで抽出した課題を深堀り

・ インタビュー調査

◼ 課題の整理

・ 調査から抽出した課題の整理

3. 打ち手 ( 施策 ) の指針を導出する

◼ 現状と課題から方向性を導出

・ 施策の方向性

◼ 施策の方向性の検証・補強

・ 有識者インタビュー

◼ あるべき成果指標管理のあり方

・ KPIツリー定義

他都市の分析

施策の分析

アンケート調査 インタビュー調査 施策の方向性

共通課題

施策の方向性

・インタビュー調査結果

・ 深堀り課題

・ アンケート調査結果

・ 抽出課題

成
果
物

分
析
・
調
査

子育て費用分析

インタビュー

調査結果

アンケート

調査結果

子育て

費用分析

施策

分析

共通

課題

子育て費用分析結果

施策の分析結果

( 数値目標, KPI, 事業 )

あるべきKPIツリー

有識者インタビュー

アンケート

調査結果

札幌市が手掛ける施策の方向性を「現状把握」→「課題抽出」→「施策の方向性の導出」の各ステップで調査・分析を通して導出する。

これまでの調査・分析

結果、またそれらをふま

えた「施策の方向性」を

「報告書」にまとめる

最終報告施策の方向性の導出課題抽出現状把握

最終報告書

< Confidential >
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貴市は人口減少に繋がる4つの壁があり、施策の方向性を検討するには、これらの壁にぶつかっている市民をペル

ソナを通じて解像度を高め、共感することで、その要因の把握を正しく理解する

< Confidential >

札幌市の人口減少に繋がる「4つの壁」とその要因（提案書再掲）

6

将来の親となる20代の若者、特に高

い専門性を持つ人材が、より良いキャ

リアと経済的機会を求めて札幌を離

れる…

【 第1の壁 】 若者の市外流出

（産む世代の流出）

【 第2の壁 】 未婚・晩婚化

（結婚への壁）

【 第3の壁 】 第一子の壁

（既婚非出産の壁）

【 第4の壁 】 第二子の壁

（非複数子の壁）

第一子を授かった後、伸び悩む所得

と高騰し続ける住宅・教育費という経

済的圧迫が、第二子以降の出産を

断念…

結婚後も、特に女性がキャリアを中断

せざるを得ない職場環境や家庭内に

偏る育児負担が子どもを持つことへの

躊躇い…

市内に残った若者も、経済的な不安

や出会いの機会の減少により、結婚

というライフステージに進むことが困難

になる…

➢ 20代の若者が、毎年2,000人以

上が道外へ転出超過

➢ 特に男性の理系大卒者の6割以

上が道外へ就職

➢ 札幌市は、第二子以上の子ども

を持つ世帯の割合が全国21大都

市で最下位

➢ 理想の子ども数を持てない最大の

理由は養育費

➢ M字カーブが全国平均以下に落ち

込んでいる

➢ 6歳未満の子を持つ母親の家事・

育児時間は父親の5倍以上と負

担が偏っている

➢ 結婚の最大の障壁として男女とも

に「経済的な不安」が一貫して挙

げられている

➢ 「適当な相手にめぐり会わない」こ

とが主な独身理由

➢ 20代の若者が、毎年2,000人以

上が道外に転出超過

➢ 特に男性の理系大卒者の6割以

上が道外へ就職

➢ 停滞する所得

➢ 不透明な子育て費用

➢ 高騰し続ける住宅価格

➢ キャリアとジェンダーの壁

1. 深刻なM字カーブ問題

2. 女性のキャリアの中断

3. 女性に偏る家事育児負担

4. 男性の育児参加の障壁

5. 職場・社会の無意識の偏見

1. 不安定な男性の雇用

2. 経済的な将来不安

3. 若年層の男女比不均衡

4. 出会いの機会の構造的減少

5. 結婚価値観の多様化

少子化への

影響

貴市の現状

現状を引き起こ

している

主な要因

はじめに｜業務の実施概要
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調査・分析結果と課題

(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

(2) 子育てに係る費用の経年変化の整理・分析

(3) アンケート調査の実施・分析

(4) インタビュー調査の実施・分析

(5)  課題を抱える市民像 (ペルソナ)

8
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人口減少対策に関する施策の分析結果｜数値目標 (1/2)

札幌市の合計特殊出生率（TFR）は全国と同様に低下傾向にあり、特に市内で進行する晩婚・晩産化が顕著

である。背景には、所得の伸び悩みや住宅費の高騰といった経済的障壁に加え、女性の正規雇用化と父親の育

児参加の伸び悩みという、就労・育児環境の変化が見られる。

< Confidential >

数値目標：「合計特殊出生率」に関する分析

➢ 婚姻動向

• 全国の妻の初婚年齢が横ばい傾向であるのに対し、札幌市では2020年以降上昇。第2子出生時の

平均年齢も2015年比で「+0.6歳」以上上昇し、晩婚・晩産化が進行している。

➢ 世帯形成における経済的障壁

• 夫婦が理想の子ども数を持たない最大の理由は「子育てや教育にお金がかかりすぎる（52.6%）」。

また、男性が結婚しない理由として「結婚資金が足りない」が多く挙げられている。

• 単身世帯の可処分所得が伸び悩む（2014年比+4.6%）一方、不動産価格は高騰（同

+31.8%）しており、若年層の世帯形成における経済的ハードルが高まっている。

➢ 女性の就労と育児環境の変化

• 女性の大学進学率の上昇に伴い正規雇用化が加速しており、札幌市でも専業主婦・非正規の割合

が減少し、正規雇用の割合が増加している。

• 全国的・主要都市で上昇傾向にある中、札幌市の父親の育児参加率は横ばい状態である。

示唆調査結果サマリー

➢ 札幌市で他都市以上に進行する

晩婚化の背景には、結婚・子育て

期にあたる30代男性の年収が特に

低いという経済的事情がある。この

所得の問題が、男性が結婚を躊躇

する「資金的懸念」を強め、世帯形

成の遅れや断念に直結していると考

えられる。

➢ 札幌市では女性の正規雇用化が

進む一方、男性の育児参加が伸び

悩んでいる。このギャップは、共働き

世帯における母親の負担増につな

がり、二人目以降の出産をためらわ

せる一因となっている可能性がある。

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の人口減少対策に関する施策の分析
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人口減少対策に関する施策の分析結果｜数値目標 (2/2)

札幌市では、就職期・キャリア形成期にあたる20代を中心とした首都圏への人口流出が継続している。道内から

の転入も頭打ちとなる中、他都市と比較して低い賃金水準が若者の定着を妨げる大きな要因となっている

< Confidential >

数値目標：「20～29歳の道外への転出超過数」に関する調査

➢ 若年層を中心とした人口流出入の動向

• 20代の転出超過が全体の約8割を占め、近年は「25-29歳」男性のキャリアアップを目的とした転出

が顕著になっている。

• 20代の転入が年間4,000人を超える市の人口の受け皿となってきたが、道内全体の人口減少を背

景に、近年は減少・頭打ち傾向にある。

➢ 他都市比較で見る札幌市の課題

• コロナ禍で一時的に減少した首都圏への転出超過数は回復傾向にあるが、札幌市はその戻りが他

の地方都市に比べて緩やかである。

• 福岡市がUターン等により30代で転入超過に転じているのに対し、札幌市は転出超過が続いており、

若者の定着力に課題が見られる。

➢ 流出の背景にある賃金水準

• 札幌市の男性年収は全世代で東京・福岡を下回り、特に結婚・子育て期と重なる「30-34歳」でそ

の格差が大きい。

• 東京や福岡と異なり、札幌市の女性年収は「30歳手前」で賃金カーブがピークを迎える構造となって

おり、キャリア志向を持つ女性の市外流出の一因と考えられる。

示唆

➢ 札幌市と福岡市の差は、キャリア形

成期にあたる25-29歳男性と就職

期の20-24歳女性の定着力にある。

キャリアアップを目指す若手人材を

受け止めるだけの魅力ある産業の

質・量において、札幌市が福岡市に

劣後している可能性がある。

➢ 札幌市の男性年収は、特に結婚・

子育て期と重なる30-34歳で他都

市との格差が大きい。

これがキャリア志向層の市外流出を

促すと同時に、市内に残った男性

の経済的な理由による未婚化・少

子化を引き起こす要因となっている

と考えられる。

調査結果サマリー

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の人口減少対策に関する施策の分析
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人口減少対策に関する施策の分析結果｜事業分析（1/4）

1～2期に実施された人口減少対策事業の平均達成率は、1期は71.5%だったが2期に44.9%へ低下した。特に合計特殊出生率

関連施策の低下が顕著であり、子どもへの支援等は34.6%に留まる。競争力強化関連事業を除く全ての項目において達成率が

1期を下回っており、施策の実行・運用における課題が顕在化している。

< Confidential >

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の人口減少対策に関する施策の分析

※事業の達成率は、該当事業の総数のうち、活動目標を達成した数で除して算出。

※「大学発ベンチャー企業数」は、第1期さっぽろ未来創生プランにKPIとして記載されていたが第2期さっぽろ未来創生プランでの第1期さっぽろ未来創生プランの評価対象となっていない。また、KPI実績も入

手できていないため、KPI及び事業の分析対象外としている

※2期事業の活動目標の達成率は、2022～2024年度の実績報告が入手できなかったため、2022年度の目標を達成したか否かで判断。詳細は、人口減少対策指標一覧を参照

75.0
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74.4 71.5

60.0
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66.7

54.5

32.7

45.3 46.9 46.2

34.6
40.0

46.7
41.7 45.3

0

20

40

60

80

100

産業の基

盤づくり

競争力強化 働きやすい

環境づくり

人材育

成・確保

地域の魅

力づくり

適切なKPI

設定なし

小計 結婚・出

産・子育

ての

切れ目の

ない支援

子どもへの

支援の充

実等

子育てを

支える社

会の形成

適切なKPI

設定なし

小計 総計

1期 2期

20～29歳の道外への転出超過数 合計特殊出生率

40 11 6 31 80 67 235 46 46 30 28 150 385事業数

• どちらの数値目標においても、2期の事業は、達成率が大幅に低下している。コロナ禍の影響である可能性がある。

• KPIが紐づけられていないKPIが両方の数値目標とも多数あり、これらの事業の達成率が全体の事業達成率を押し下げている。

• KPIが設定されていない事業を除けば、20～29歳の道外への転出超過数に関連する事業は、地域の魅力づくり以外の達成率は、1期とほぼ同等

である。

• 一方、合計特殊出生率に関連する事業は、全項目で達成率が4割程度と、事業の推進・運用が計画通りに進捗していない。
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人口減少対策に関する施策の分析結果｜事業分析（2/4）

一方で、人口減少対策事業として実施された95事業は適切なKPIが設定されていない。このうち、13事業は人口減少対策として

適切なKPIを設定すべき事業であり、残る82件は重要な市の施策ではあるものの、人口減少対策としての位置づけを見直す必要

があると考えられる。

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の人口減少対策に関する施策の分析

< Confidential >

42%

58%

KPI設定あり

71%

29%

KPI設定なし

290 952
0

～2
9

歳
の
道
外
へ
の
転
出
超
過
数

合
計
特
殊
出
生
率

67事業

28事業
C.子ども・子育て環境系

（6件）

B.出会い・婚活支援系（2件）

児童会館の地域多世代交流機能の拡充、

地域子育て支援拠点事業、地域子育て支援事業、

保育人材確保緊急対策事業、乳児院等多機能化
推進事業

出会いの場創出事業、若者出会い創出事業

A.女性就労・若者定着系

（5件）

さっぽろ国際人材育成事業、留学生誘致促進事業、

女性起業家育成事業、子育てママ再就職支援事業、

女性社員の活躍応援事業

➊産業振興関連事業（13件）

❺健康・高齢者・介護（26件）

❹子ども関連・社会的養護系（14件）

❷都市基盤・インフラ・環境（25件）

❸防災・安全（4件）
D.人口減少対策としての

位置づけを見直すべき事業

（82件）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

168事業

122事業

※「大学発ベンチャー企業数」は、第1期さっぽろ未来創生プランにKPIとして記載されていたが第2期さっぽろ未来創生プランでの第1期さっぽろ未来創生プランの評価対象となっていない。また、KPI実績も

入手できていないため、KPI及び事業の分析対象外としている

20～29歳女性の

市内就業継続率

KPI設定例対象事業事業テーマ

20～30代の婚姻率

第二子以上の

有配偶出生率
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人口減少対策に関する施策の分析結果｜事業分析（3/4）

実施された事業効果として、経済的支援や就職マッチング事業は一定の成果を上げたが、賃金水準の引き上げや結婚支援セン

ターの認知向上など、若者の定着・結婚決断に直結する課題への対応が不十分であると考えられる。

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の人口減少対策に関する施策の分析

< Confidential >

解決テーマ
解決に向けた

ポイント

事業

対応状況
事業評価

20代

転出抑制・

転入促進

就職機会の

質・量の拡充 ●
• 「企業立地促進事業」「ローカルマッチプロジェクト事業」「フレッシュスタート塾事業」「若年層ワークトライアル事

業」などの事業は、企業誘致・地元就職マッチングの基盤として機能

• キャリア形成の観点で首都圏と競合できる質の高い求人を生み出す事業、特に理系・専門職の地元就職を

実現する産学連携型の受け皿整備の事業が必要

若年層の

賃金水準の引き上げ ●
• 賃金水準の引き上げを直接目的とした事業が存在しない。「中小企業採用力等強化事業」「さっぽろ女性

活躍・働き方改革応援事業」はいずれも未達成。中小企業の生産性向上・高付加価値化を通じた賃上げ

促進や、企業誘致条件に賃金水準を組み込む仕組みづくりの事業が必要

UIJターン促進のための

情報・住居支援 ●

• 「首都圏シティプロモート推進事業」「奨学金返還支援事業」「札幌UIターン就職支援事業」などの事業は、

首都圏への認知向上と若年層の経済的負担軽減として事業効果あり

• Uターン希望者が最も求める住居情報・冬季生活コスト情報をワンストップで提供する事業が存在しない。求

人情報と生活情報をセットで届ける一元的な情報発信の仕組みづくりの事業が必要

結婚 出会い機会の創出 ●
• 「出会いの場創出事業」は、出会いの機会創出という方向性は市民ニーズ（独身継続の最大理由が「出会

いのなさ」）と合致

• 長期的な関係構築を可能にするコミュニティ型の出会いの場を市全体に拡充する事業が必要

若年男性の

経済的障壁の解消 ●

• 「奨学金返還支援事業」は、インタビューにて「月3万円の返済がなければ子どもはすぐにでも持っていた」という

声が示すように若年層の経済的負担軽減として事業効果あり

• アンケートで独身正規男性の40.5%が「結婚後の生活費」を最大障壁に挙げているが、結婚資金・結婚後の

生活費という結婚固有の経済的障壁に対応する直接的な給付・補助事業が欠落

さっぽろ結婚支援センターの

認知度向上 ●
• 「さっぽろ結婚支援センター」はインタビューにて「身元確認がしっかりしている点に安心感がある」と高評価

• 若者の85.4%が「知らない」という深刻な認知不足に対し、SNS・プッシュ型広報・利用体験の改善を目的とし

た専用の周知事業が存在しない。センターの強みを活かした認知拡大と利用ハードル低減の事業化が必要

女性のキャリアと

結婚の両立支援 ●
• 「テレワーク・業務管理システム普及促進事業」「女性の多様な働き方支援窓口運営事業」などの事業は、

就業継続の選択肢拡大として機能

• キャリアの節目と結婚を天秤にかける心理的葛藤や、家事分担の対等性に関する価値観転換に直接アプ

ローチする事業が必要

●ポイントに対する事業が充足している

●ポイントに対して一部・あるいは間接的に対応する事業がある

●ポイントに対する事業がない
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人口減少対策に関する施策の分析結果｜事業分析（4/4）

子育て世代に対する事業では、保育料無償化・医療費助成など経済的支援は多子世帯に効果が確認された一方、復職制度

の改善や職場文化の変容、支援情報のプッシュ型整備など、出産・多子の意思決定を直接後押しする事業が課題である。

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の人口減少対策に関する施策の分析

< Confidential >

※「大学発ベンチャー企業数」は、第1期さっぽろ未来創生プランにKPIとして記載されていたが第2期さっぽろ未来創生プランでの第1期さっぽろ未来創生プランの評価対象となっていない。また、KPI実績も

入手できていないため、KPI及び事業の分析対象外としている

解決テーマ
解決に向けた

ポイント

事業

対応状況
事業評価

出産

（第一子）
経済的不安の解消

（妻収入減×育児費用増） ●
• 「子ども医療費助成制度の拡充」「妊娠・出産包括支援事業」は子育て世帯の経済的安心感に貢献

•  第一子出産時に固有の妻の収入減という一時的リスクに対応する所得補填・出産祝い金や、「費用の見

通しが立たないこと自体が判断のブレーキ」という漠然とした不安を解消するシミュレーション提供の事業が必要

職場文化の実質変容

（育休取得・就業継続） ●
• 「男女が共に活躍できる職場づくり応援事業」などの事業は、制度整備の裾野拡大として機能

• 「男性育休取得が当たり前」の職場はわずか22.8%という実態が示すように制度整備が職場文化変容に至っ

ていない。育休取得実績の可視化・評価や、取得を促す実効性ある手段が必要

復職制度の改善 ●
• 保育園入園から職場復帰まで2週間以内という札幌市独自のルールが「他市では1～2か月の猶予がある」と

比較されており、この制度的障壁の改善を正面から検討する事業・制度見直しが必要

行政支援情報の

プッシュ型アクセス整備 ●
• 「妊娠・出産包括支援事業」「区保育・子育て支援センター整備事業」などの事業は相談窓口としての機能

• 支援を必要なタイミングで当事者に届ける属性別プッシュ型情報配信の専用事業が必要

多子

（第二子以降）
経済的負担の軽減

（教育費・食費） ●

• 「第2子以降の保育料無料化事業」「子ども医療費助成制度の拡充」「私立幼稚園等補助事業」などの事

業は、インタビューにて必要な事業として評価されており、多子世帯の経済的後押しとして機能

• 理想の子ども数断念理由の52.6%を占める「学校外教育費・食費の増大」に対応する事業が不足しており

年収400～600万円帯の中間層への追加支援が次の課題

職場理解・連続育休への

障壁解消 ●
• 「仕事と子育ての両立支援事業」は、育休取得促進の基盤として機能

• 「職場の雰囲気でもう一人はあきらめた」（インタビューD・女性）という声が示すように、連続育休・復帰後再

産休への職場の暗黙の抵抗を解消する、企業文化変容に踏み込んだ事業が必要

夫婦協力・

コミュニティ形成支援 ●

• 「地域子育て支援拠点事業」「地域子育て支援事業」などの事業は、子育てサロンが「精神的支えになった」

（インタビューD・女性）と評価されコミュニティ形成の核として機能

• 「子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）」は「登録したが活用できなかった」（インタ

ビューD・女性）という手続き煩雑さの問題が継続。登録から利用までのハードルを下げる改善事業が必要

保育・支援サービスの

使いやすさ改善 ●
• 「一時預かり事業の拡充」は1期・2期ともに活動目標を達成しており、量的整備として機能

• 「産後は体力・メンタルへの負荷が高く予約・利用まで至らない」（インタビューD・女性）という声が示すように、

当日対応・電話予約・訪問型サポートなど即応性の高い利用形態への転換事業が必要

若年層の

多子希望意欲の醸成 ●
• 「育児は大変というSNSの先入観が若い世代に植え付けられている」（インタビューC・女性）という課題に対

し、育児の楽しさ・多子家庭のロールモデルを若年層に届ける広報・啓発事業の新設が必要

●ポイントに対する事業が充足している

●ポイントに対して一部・あるいは間接的に対応する事業がある

●ポイントに対する事業がない
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人口減少対策に関する施策の分析結果｜KPI分析（1/2）

第1・2期において設定されたKPIについて、KGIとの論理的・統計的相関性の評価結果をもとに5つに分類した。各分類の意味合

いと今後の方針は以下のとおりである。統計的な相関性が認められるKPIは少なく、人口減少対策の有効性のモニタリングが難し

い施策体系となっている。

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の人口減少対策に関する施策の分析

< Confidential >

• 誘致施策を活用した立地企業数（累計）

• 20～29歳の首都圏からの転入者数

• 子どもを生み育てやすい環境だと思う市民

の割合

• 仕事と生活の調和がとれていると思う人の

割合

• PR活動等により立地した企業数（累計）

• 開業率

• 仕事と生活の調和がとれていると思う人の

割合

• 札幌市ワークライフバランスplus認証企業数

• 「父親と母親がともに子育ての担い手であ

る」と答えた保護者の割合

• 保育所等待機児童数

• 希望に応じた保育サービスを利用することが

できた人の割合

• 札幌市内のIT産業売上高

• 医療・福祉産業の従業者数

• クリエイティブ産業の従事者数

• IT・コンテンツを活用して高付加価値をつけようと思っている企業の割合

• 難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦している子どもの割合（小5、中2）

• 将来の夢や目標をもっている子どもの割合（小5、中2）

数値目標（KGI）との相関性が確認できたKPI（5件*）

データ不足で相関性を判断が難しいKPI（3件）

論理的な相関性

KGIへの論理経路は存在し、論理的相関性も中程度と評価されているが、実績値の取得が2～3時点に

とどまっており、統計的評価に必要なデータが蓄積されていない。

人口減少対策に必要なKPIであれば、実績値を蓄積しモニタリングを継続

KPI改善がKGI改善に繋がる論理経路がシンプルで、統計上も

相関性が確認できるKPI

人口減少対策のKPIとして適切に機能していたと評価できる

ため、第3期においても引き続きモニタリングを継続

モニタリングが困難なKPI ② （4件）

KPI改善がKGI改善に繋がるまでに複数の介在要因が必要で

あるが、統計上の連動は確認できたKPI

KGIと現KPIの間にある介在要因をKPIとして設定し、第3期

においても引き続きモニタリングを継続（次頁参照）

「弱」 「中」以上

「中」

以上

「弱」

Or

「ー」

参考

扱い

統
計
的
な
相
関
性

KGIとの相関が認められないKPI（33件）

KPI改善がKGI改善に繋がるまでに複数の介在要因が必要で

あり、統計上の相関性もない/弱いKPI（人口減少対策のKPI

ではなく、産業振興やまちづくり、子ども支援として設定された

KPIである可能性が高い）

適切な計画でモニタリングを継続

モニタリングが困難なKPI①（7件）

KPI改善がKGI改善に繋がる論理経路が間違っている可能性の

あるKPI

KGI改善に求められる本質的な課題に対してKPIを再設定し、

人口減少対策としての適切なKPIか否かを検証（次頁参照）

• 産業の競争力強化(全KPI）

• 地域の魅力づくり(全KPI）

• 子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実 など
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人口減少対策に関する施策の分析結果｜KPI分析（2/2）

モニタリングが困難なKPIは、今後も人口減少対策のKPIとするのであれば、現行KPIの問題点を踏まえ、より具体的なKPIを再設

定設定することを推奨する。

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の人口減少対策に関する施策の分析

< Confidential >

KGI 現行KPI 現行KPIの問題点 新KPI案

20～29歳の

道外への

転出超過数

IT・コンテンツを活用して高付加価値をつけよう

と思っている企業の割合
企業の意欲のKPIであり、企業経営が伴っているか測っ

ていない

それら企業と若者定着の関係性が不透明

企業の意欲別の付加価値増加率

当該企業の20代雇用者数

PR活動立地企業数（累計）
事業の実施量（何社誘致活動したか）を測っており、

若者定着への波及を測っていない

立地企業における20～29歳の新規採用者数

立地企業の平均賃金水準（市内平均との比較）

立地企業への市内新卒就職者数・割合

子育ての

ソフト的支援・意識
個人事業主・小規模開業を含む全開業を一律に計

上しており、若者定着へのインパクトが小さい開業も同

等に評価されている

従業員5人以上の新規創業企業数

スタートアップ企業の20～29歳雇用者数

創業5年後の企業存続率

仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合 道外に流出している20代にとって、ワークライフバランス

は転出理由ではない可能性が高い

20～29歳の市内平均賃金水準

20～29歳の正規雇用率

札幌市ワークライフバランスplus認証企業数 認証取得数はアウトプット指標に近く、実際に働く人

のWLBが改善されているかを測っていない

認証企業における育休取得率（男女別）

認証企業における20～29歳の離職率

市内企業の年次有給休暇取得率

合計特殊出生率 「父親と母親がともに子育ての担い手である」と

答えた保護者の割合
実際の育児負担分担の実態を測っていない

男性の育児休業取得率（中小企業含む）

第2子出産後の母親の就労継続率

難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦している

子どもの割合（小5、中2）

将来の夢や目標をもっている子どもの割合（小

5、中2）

子どもの意識・意欲のKPIであり、親世代の子どもを持

つことに対する意識や行動変容を測っていない

子どもをもつことへの希望人数（市民調査）

保育所等待機児童数

希望に応じた保育サービスを利用することができ

た人の割合

利用割合が高まるほど、合計特殊出生率が低下して

いる状況であり、保育サービスの充足は本質的課題で

はなくなったことを統計上も示している

KPI管理の終了（第3期さっぽろ未来創生プランの

KPIから除外済み）
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調査・分析結果と課題

(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

(2) 子育てに係る費用の経年変化の整理・分析

(3) アンケート調査の実施・分析

(4) インタビュー調査の実施・分析

(5)  課題を抱える市民像 (ペルソナ)
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公的統計に基づいて子育て費用の経年変化を試算し、消費者物価指数の地域差やインフレ率といった経済動

向を反映させることで、札幌市における実質的な子育て費用の変化を試算した

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(2) 子育てに係る費用の経年変化の整理・分析
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子育てに掛かる費用の試算手順

試算方針の決定と

調査項目の特定
データ取得 費用試算 各種補正 累積費用の試算

実
施
事
項

使
用
し
た
統
計

• 本分析における「子育て

費用」の範囲を定義する

• 先行調査を参考に、教

育ステージごとに主要な費

用項目を特定する

特定した費用項目について、

信頼性の高い公的統計

データから基準となる金額を

取得する

• 取得したデータに基づき、

各種補正を行う前の段

階として教育ステージごと

の各費用項目を試算す

る。

• 調査対象外とした費用

負担割合が小さい費用

項目は、その他費用とし

て物価上昇分を子育て

費用に織り込む

step3で試算した金額に対し

て、消費者物価指数の地域

差を考慮した「地域補正」と

インフレ率を考慮した「実質

化」の2つの補正を行い、より

実態に即した費用を試算

する

全ての補正が完了した数値

を基に、子ども一人を育てる

ための累積費用を積算し、

10年前との比較分析を行う

より詳細な分析を行うため、

公立または私立などの進学

課程に応じた、複数のパター

ンで比較分析を行う

子育てに係る費用の試算方針の決定

• 総務省 「小売物価統計調査（構造編）」
• 総務省 「消費者物価指数」
• 総務省 「家計調査 家計収支編 二人以上の世帯」
• 文部科学省 「子供の学習費調査 年次統計」
• 独立行政法人日本学生支援機構 「学生生活調査・高等専門学校生生活調査・専門学校生生活調査」
• 北海道保健福祉部 「北海道若者生活実態調査 結果報告書」 等

内閣府

 「平成21年度インターネット

による子育て費用に関する

調査」

step1 step5step4step3step2

< Confidential >
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◼ 子育てに係る費用の範囲：

生まれてから大学卒業までの22年間にかかる費用を子育てに係る費用とした。

なお、大学卒業までに要する年数は4年間とし、進学準備等により、卒業までの期間が延長する場合は考慮していない。

また、中学校卒業後、あるいは高等学校卒業後に就職する場合についても同様に考慮していない。

子育てに係る費用の試算にあたって、「子育て」に係る期間を大学卒業までの22年間とした。各教育ステージごとに

係る費用を試算し、教育ステージごとの費用を積算することで子育て費用を試算した

用語定義と試算方針

子どもの年齢

子どもの年齢

対応する

教育ステージ

対応する

教育ステージ

未就園児 保育所・幼稚園児 小学生

中学生 高校生 大学生

21歳 22歳12歳 13歳 14歳 15歳 16歳 17歳 18歳 19歳 20歳

12歳6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳０歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

◼ 試算方針：

各教育ステージごとで1年間にかかる費用を試算した後に、教育ステージごとの費用を積算することで子育て費用を試算した。

教育ステージとそれに対応する子どもの年齢は以下の通り。

本分析における保育施設の利用期間は、3歳から6歳までの3年間とした。

< Confidential >
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子育て費用に関する調査・分析結果

子育て費用は増加傾向だが、大学生への親の負担は減少傾向にある。これは奨学金等の形で子どもへ負担が

引き継がれていることが伺える。また親の雇用形態が教育機会や子どもを持つ意思決定に影響すると考えられる

< Confidential >

概観

• 子育てに係る費用は、公立校に通う場合、2014年は「24,783千円」であったが、2024年

では、「25,930千円」に増加している。他の進学ケースについても同様に、2014～2024年

の間で費用は増加している。

• 大学卒業まで、全て公立校に進学するケースと、全て私立校に進学するケースでかかる費

用の差額は、10年間で「1,194千円」拡大している。

• 中高生に係る学校教育費、および学校外教育費は、年平均成長率が「2.4%~3.7%」で

あり、これは他の費目と比較して高い数値である。

• 大学生に係る子育て費用は減少しているが、大学生の収入源の内訳としてアルバイト代

や奨学金の割合が上昇している。

① 子育て費用の高騰が

もたらす負担の連鎖

➢ 大学の学費など、子育てに係る費用の一

部を子ども自身のアルバイト代や奨学金に

頼るケースが増えている。

➢ 上記に伴い、子ども世代に奨学金という

形で負担が引き継がれ、次世代のライフ

プランにも影響があるのではないか

調査結果サマリー

• 「正規×正規」および「正規×非正規」の夫婦では、第一子育成後も経済的な余力を有

すると考えられる。

• 「非正規×非正規」の夫婦では、第一子の育成に伴う経済的負担は大きく、交際費等の

裁量的な費用を調整するなど、家計全体の収支バランスを確保することが求められると考

えられる。

第一子の

経済的負担

• 「正規×正規」の夫婦は、年齢階層の上昇に伴う昇給を見込むと、進学ケースによらず、

第二子を第一子と同様の条件で育成するための経済的余力を有すると考えられる

• 「正規×非正規」の夫婦で昇給を見込んだ場合、全て公立または平均的な進路であれば、

第二子も第一子と同様の条件で育成できる経済的余力が見込まれる。一方、全て私立

校に進学する場合は経済的負担が大きく、家計全体の収支バランスを確保することが求

められると考えられる。

• 「非正規×非正規」の夫婦の場合は、、進学パターンに関わらず第二子の育成に伴う経済

的負担は大きく、家計全体の収支バランスを確保するなど、より一層の費用管理が求め

られると考えられる。

第二子の

経済的負担

② 雇用形態がもたらす教育機会や

子どもを持つことの意思決定への影響

➢ 公立と私立の費用差額が拡大しているこ

とから、教育機会の格差が生まれている。

➢ 何人の子どもを持つかというライフプランの

実現にあたっては、雇用形態や年収という

社会経済的な要因が大きい

得られた示唆

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(2) 子育てに係る費用の経年変化の整理・分析
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調査・分析結果と課題

(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

(2) 子育てに係る費用の経年変化の整理・分析

(3) アンケート調査の実施・分析

(4) インタビュー調査の実施・分析

(5)  課題を抱える市民像 (ペルソナ)
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アンケートは、調査の目的が異なる4つの個別アンケートが相互に補完し合う形で構成。各仮説を検証する形で実

施している

< Confidential >

アンケート全体像（提案書再掲）
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アンケート名称 アンケートの目的

対象者
仮説

性別 年齢
婚姻

状況

子供

有無

ア. 10年間の

ライフコース変化

→  時間軸

10年前の希望と現在の現実の間に

ギャップが生じた（あるいは生じな

かった）理由を深掘りし、ライフイベ

ントの転換点における意思決定の背

景を探る

男女
30歳

以上
全て 全て

✓ 所得伸び悩み・住宅価格高騰を実感する層ほど、理想の子

ども数や結婚を実現できていない

✓ 子育て支援は負担感を緩和したが、働き方の課題が解消さ

れず第二子以降に繋がりにくかった

✓ 既婚化の要因は経済的安定であり、独身継続は価値観の

変化も影響している

イ. 子育てに係る費用

→  経済的負担

家計における各費用項目がどの程

度の「負担」として認識されているか

を測定し、国や市の経済的支援策

の「実感値」を評価する

男女 全て 全て 有

✓ 最も圧迫感があるのは支援が手薄な「学校外教育費」や「食

費・日用品費」である

✓ 費用高騰に対応するため「親自身の支出」を削減しており、親

世代の生活の質が犠牲になっている

✓ 市の支援策は「あって当たり前」と認識され、第二子出産など

の積極的な意思決定には至っていない

ウ. 若い世代

→  未来軸

若者の視点から見た札幌で「働く」

「暮らす」ことの魅力と不満点を聴取

し、彼らが将来のライフプランについて

どのような希望や不安を抱いているの

かを確認する

男女
29歳

以下
全て 全て

✓ 転出理由は「暮らしやすさ」でなく「給与水準の低さ」と「希望

職種の不足」である

✓ キャリアや自己実現を優先し、ライフスタイルの選択として結

婚・出産を選ばない層が存在する

✓ 市の支援策や企業魅力の情報が届いておらず、子育てへの

漠然とした不安がある

エ. 女性

→  ジェンダー軸

結婚や出産によるキャリア中断の経

験、家庭内での役割分担、職場で

の見えない壁まで、女性のライフコー

スを一気通貫で捉え、男性とは異な

る特有の障壁を明らかにする

女性 全て 全て 全て

✓ キャリア中断の理由は「保育所不足」より「長時間労働文化」

や「ワンオペ育児」である

✓ 無意識の偏見による機会損失が、女性の就業継続意欲を削

いでいる

✓ 身近に両立するロールモデルが少なく、キャリアパスを描きにくい

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(3) アンケート調査の実施・分析
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以下調査概要に基づき、札幌市在住の計5,866名からアンケート回答を収集

< Confidential >

調査目的
札幌市の人口減少対策が市民の意識や行動に与えた

影響を多角的に検証し、主観的な障壁を明らかにする

調査方法
札幌市公式LINE、公式X（旧Twitter）、郵送、調査会社パネル

等、複数方法で配信し、アンケートを実施した

回答方式 WEB（オンラインアンケートツール）

合計 5,866件 (市外回答者を含めた場合5,900名)

属性

回答数

調査対象
• 札幌市内在住の市民

• 18歳以上

調査期間 令和7年10月24日 (金)～令和8年2月8日 (日)

調査概要

基本情報

 性別/年齢

 現在の家族構成

 10年前の状況

 収入/就業状況

 出身地

 居住形態

 最終学歴

ア. 10年間のライフコース変化

 キャリアの変化

 ライフスタイルの変化

 結婚・出産に関する意思決定

 札幌市の「暮らしやすさ」の変化実感

 市の施策との関わり

イ. 子育てに係る費用

 日々の費用の主観的負担感

 教育・住居費の負担感

 家計の防衛策と行動変容

 将来の費用への不安

 市の支援策の評価と影響

ウ. 若い世代

 札幌への定着・流出意向

 職業観とキャリアプラン

 結婚観・子ども観

 「暮らしの場」としての札幌の評価

 市の若者向け施策の認知度とニーズ

エ. 女性

 ライフイベントとキャリアパス

 ワーク・ライフ・インテグレーションの制度と実態

 職場におけるジェンダー環境

 家庭内での役割分担

 育児期の社会的サポート

セクション 設問概要

調査概要 設問項目概要

年齢 18-24 25-29 30-34 35-40 40-45 45-50 50-

男 210 432 578 576 522 414 931

女 239 387 371 451 130 135 490

男性には、その他・回答なしも含む

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(3) アンケート調査の実施・分析
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市民アンケート調査の結果

札幌市民へのアンケート調査実施により、結婚・出産への様々なハードル、若い世代を支配する漠然とした不安、

そして、仕事と結婚や家事・育児の板挟みにあう女性像が明らかになった

< Confidential >

ア・

ライフコース

• 30代以上では結婚への最大の障壁は”出会い”である一方、結婚について現実味をもって検

討した際の第２のハードルとして経済的要因が存在する可能性を確認。

• 晩婚化の影響や、出産・子育てを機に現実味を帯びて膨らむ経済不安が、複数子も含む

出産への障壁になっていると分析。

• 結婚等の各種施策も理解・評価共に限定的。うまく周知できていない可能性も示唆された。

深掘りすべき課題

• 子育て費用としては、全体的に食費、教育費の負担意識が強い。これらは複数子世帯でよ

り強くなり、削減しにくい性質もあり、負担意識を抱きやすいと考えられる。

• また費用補填の考えでも、そもそも子育てとの両立で、正規労働での勤務は難しいということ

も明らかになった。

イ. 

子育費用

• 結婚への最大の障壁は、”出会いの有無“から”金銭的余裕”に変化している。結婚は金銭

的余裕がある人向けと認識されている可能性も考えられる。

• 独身・正規雇用の男性でも、結婚の主障壁は費用。定住意向は半数程度にとどまり、

移住意欲の主因は就労。重回帰分析では教育満足が流出を招くジレンマの可能性も示唆。

• 施策評価は都市機能・観光は高いが、就職・企業誘致は限定的。定住に寄与する施策は、

男性-正規は奨学金返済・非正規で就職支援、子育て世帯では住宅支援が評価される。

ウ. 

若い世代

• 結婚を機に、働き方を変える女性が多く、ある程度、出産や家事の負担増

に備えての自主的に行動をとっている可能性が高い。

• 一方で、非正規でも職場での融通が利きにくいという回答もみられ、キャリアアップの機会に

不平等感を抱いていることも明らかとなった。

エ. 

女性

A) 出会いの不足（特に女性）

B) 現実味を帯びて膨らむ経済不安

C) 晩婚化

D) 知らない、見つからない施策

E) 不透明な子育て費用

F) 複数子での食費・教育費負担

G) 子育てで減ってしまう給与

H) 漠然とした将来（経済）不安

I) 限定的な定住意向

J) 学んでも活躍できない環境

K) 育児期間の働きにくさ

L) 女性にかかる育児・家事負担

調査結果サマリー

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(3) アンケート調査の実施・分析



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

調査・分析結果と課題

(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析
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人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(4) インタビュー調査の実施・分析

< Confidential >

アンケート調査でインタビュー対応可と回答した方の中から対象者を選定し、以下の要領でインタビューを実施

形式 １対１のデプスインタビュー

場所 オンライン（Microsoft Teams）、デロイト新札幌オフィス（SSIH）

時間 60～90分 ※平日夜や土日も含め、候補者の希望に合わせて設定

人数
・合計：34名

・内訳：A：独身継続（14名）B：夫婦のみ（5名）C：第一子誕生（8名）D：第二子以降誕生（7名）

謝礼 Amazonギフトカード5,000円分（総額17万円）

インタビュアー 畑中、加川、大槻、渡邊 ※ 基本はインタビュー対象者と年齢・性別が近い人が担当

実施概要

■A：独身継続（14名）

男性 18～24歳 1名 (※)

25～29歳 6名

30～34歳 3名

女性 25～29歳 4名

■C：第一子誕生（8名）

男性 35～39歳 2名

40～44歳 1名

45～49歳 1名

女性 30～34歳 2名

35～39歳 1名

45～49歳 1名

■B：夫婦のみ（5名）

男性 25～29歳 1名

30～34歳 2名

女性 30～34歳 2名

■D：第二子以降誕生（7名）

男性 30～34歳 1名

35～39歳 2名

女性 30～34歳 1名

35～39歳 2名

40～44歳 1名

インタビュイーの属性内訳

※ 有益な聴取が困難であったため参考情報として分析対象外
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主な

属性

A:独身継続
（独身→独身）…④

B:夫婦のみ
（独身/既婚→既婚）…①⑤

D:第二子以降誕生
（独身/既婚→既婚複数子）…④⑦

男性(31歳)

正規雇用:IT企業

年収400万円

C:第一子誕生
（独身/既婚→既婚出産）…②⑥

女性(28歳)

契約社員:サービス業

年収320万円

男性(35歳) ・正規雇用:公務員

女性(33歳) ・正規雇用:サービス業

世帯年収750万円

男性(38歳)・正規雇用:建設業

女性(36歳)・無職

子1人(4歳)、世帯年収520万円

男性(40歳)・正規雇用:サービス業

女性(39歳)・パート勤務

子2人(8歳・4歳)、世帯年収720万円

【男性】札幌は好きだが、首都圏で成功

する友人との比較で、結婚や家庭を持つ

ことに自信が持てないでいる。

【女性】自分のライフスタイルを理解してく

れる相手との出会いや、結婚によるキャリ

アへの影響に葛藤している。

夫婦二人の生活に満足しつつも、年齢

的なリミットや親からの期待にプレッシャー

を感じている。しかし、出産によるキャリア

中断や経済的負担を考えると、決断に

踏み切れない。

「一人っ子では可哀想」という思いと、経

済的な現実との間で葛藤があったが、家

計の見直しや行政の子育て支援制度の

活用、両親のサポートを受けながら、最終

的に第二子を持つ決断をした。現在は、

日々忙しくも充実した生活を送っている。

経済的な不安を乗り越え、親になる決断

をした。子どもの可愛さに喜びを感じる一

方、本当に家族を支えていけるのか、親と

しての責任の重さに日々向き合っている。

• 地元札幌で安定した生活を送りたい

• 友人や家族との繋がりも大切にしたい

• 自分の仕事や趣味、自由な時間を大

切にし、自分らしい生き方を重視したい

• パートナーと対等な関係を築きたい

• 将来的なキャリアアップも諦めたくない

• 仕事も家庭も大切にしたい

• パートナーとの時間や趣味も充実させた

い

• 子どもがいる生活にも興味はあるが、現

状に大きな不満はない

• 兄弟姉妹がいることで子どもの社会性

や成長に良い影響があると考えている

• 家族みんなで協力し合い、幸せな家庭

を築きたい

• 限られた予算でも工夫して豊かな子育

てをしたい

• 家族の幸せや、子どもの成長を第一に

考えたい（子供の数より、今いる子を

大切に育てたい）

• 安定した生活を維持し、親としての役

割をしっかり果たしたい

• 夫婦で協力し子育てをしていきたい

価
値
観

人
物
像

未婚層の障壁は「経済不安」と「価値

観」が主だが、どちらが真のボトルネックか、

またどう相互作用しているか

第一子の壁の主因は、女性の「キャリア

中断リスク」か、夫婦共通の「経済的負

担」か、その葛藤の実態はどうか？

第二子の壁を越える層は、単純な所得

の高さだけでなく、「時間的・精神的サ

ポート」という無形の資産が豊富なのでは

ないか

多くの人が不安を感じる中での出産には、

経済合理性を超えた「決断のトリガー」が

あるはずだが、それは何か

深
堀
ポ
イ
ン
ト

インタビューで深堀りするポイント

⚫ 社会の変化

⚫ 経済的不安と生活設計

⚫ 家族観と社会からの影響

⚫ 行政に対する認識と期待

⚫ 経済的な負担と今後の見通し

⚫ 育児サポート

⚫ 高齢出産と家族計画・周囲の影

響

⚫ 行政に対する認識と期待

⚫ 出産後のマインドの変化

⚫ 無形資産の価値

⚫ 壁を乗り越えた要因

⚫ 多子家庭の経済的不安

⚫ 行政に対する認識と期待

⚫ 第二子以降出産後のマインドの

変化

( 男性 )

⚫ 経済不安とお金の使い道

⚫ 家族形成と価値観

⚫ 札幌の暮らしと雇用

⚫ 行政に対する認識と期待

( 女性 )

⚫ 不安定な雇用と結婚意欲

⚫ 結婚と仕事の両立

⚫ 家族形成と価値観

⚫ 行政に対する認識と期待

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(4) インタビュー調査の実施・分析
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インタビュー調査の結果サマリー｜A：独身継続 (男性)

独身男性は、キャリアの上限感や賃金水準の低さが、結婚・出産の意思決定だけでなく道外転出の判断にも影

響している。更に、奨学金返済等も可処分所得を圧迫し、経済的な不安が結婚意欲を阻害している

< Confidential >

◼ 生活環境

• 都市機能がコンパクトで、交通・医療・福祉などの集積による安心感があり、住みやすい。

• 首都圏と比べても大きな不便が少なく、日常生活の利便性が高い。

• バス路線の本数など改善の期待もあるが、公共交通の利便性への満足度も高い。

• 人混みが少なく、落ち着いて暮らすことができ、定住の意向が強い。

• 雪は、生活前提として受容されており、それより暮らしの魅力の方が上回る。

• 札幌の暮らしやすさを理由に、Uターン・移住を選ぶ人が見られる。

• 交通、除雪など基盤サービスの弱体化 ( バス本数減、混雑、雪による通勤・通学の不便 ) への不安がある。

◼ 経済

• 賃金水準の低さと物価高による強い経済的不安がある。

• 奨学金返済の負担が重く、結婚や子供を持つことの意思決定をためらわせる要因になっている。

• 子育て・教育費など将来の固定費の見通しが不透明で、結婚・出産に踏み出しにくい。

◼ 仕事

• 高付加価値なキャリアの機会不足や本社機能の不足、首都圏の本社所属と比較して地方だと昇進機会に差があると考えら

れており、若者の道外流出を招いている。

◼ 結婚

• 結婚、育児に伴い、趣味が制約されることが心理的なハードルになっている。

• 住居費が上昇していることに懸念はあるが、結婚の決定的障害とまでは捉えていない。

• 育休取得時の代替負担など、仕事と育児の両立に関する職場の受容性・体制が不十分で、制度の実効性に課題がある。

◼ 情報

• 行政施策の周知が、当事者にタイムリーに届きにくく、情報断絶や成果が見えにくさがある。

• 観光者が優遇されており、街の混雑や物価の上昇など市民のメリットが見えにくい。

※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(4) インタビュー調査の実施・分析
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インタビュー調査の結果サマリー｜A：独身継続 (女性)

独身女性は、気軽に出会える場を求めている。また、将来の経済的不安に加え、仕事と家庭を両立する良いロー

ルモデルがおらず、結婚や子どもを持つことに前向きなイメージを描けないことが意思決定の阻害要因になっている

< Confidential >

◼ 生活環境

• 首都圏のような混雑がなく、暮らしやすい。

• 札幌で暮らし続けたいという定住志向である。

• 公共交通の利便性や都市機能への満足度は総じて高い

• 若者向けの娯楽・交流拠点の減少や冬期の排雪遅延が、生活満足度を下げている。

◼ 経済

• 子育て費用や教育費を中心とした 将来の固定費の見通しが不透明で、強い経済的不安がある。

• 奨学金返済の負担が重く、結婚や子供を持つことをためらわせる要因になっている。

◼ 仕事

• 非正規雇用のため、妊娠・育児期の契約終了リスクが高く、安心感がない。

• 在宅やハイブリッド勤務など、柔軟な働き方の選択肢が乏しく、就業の継続に不安がある。

• 高付加価値なキャリア機会や本社機能が不足している

◼ 結婚

• 職場等、出会いの機会が不足しており、婚活アプリの利用にも疲弊感がある。気軽な交流の場が求められている。

• 育休や時短勤務の取りにくさ、男性の定時退社が進まないなど、仕事と育児・家事の両立への協力的な職場文化・体制が不十分である。 

• SNS等の影響で「結婚＝苦労」という負のイメージが先行している。結婚や子育てのポジティブなロールモデルに触れる機会や独身生活を上回るメ

リットの提示の必要性を感じている

• 家事・育児に対する固定的な役割分担への拒否感が強く、男女が平等に担える環境整備を求めている

◼ 情報

• SNS等のプッシュ型発信の不足など、行政支援の情報が当事者にタイムリーに届きにくい

※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(4) インタビュー調査の実施・分析
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インタビュー調査の結果サマリー｜B：夫婦のみ

夫婦のみ世帯では、出産・育児に伴う経済負担への漠然とした不安がある。背景には、職場での柔軟な働き方の

実現性への懸念がある。加えて、子どもと暮らすための広い間取りの住宅供給が不足していると感じている

< Confidential >

◼ 生活環境

• 都会過ぎず不便が少ない。治安が良く、交通や買い物の利便性が高く、住みやすい。

• 少し収入が増えるくらいでは、道外への移住は検討しない。定住志向が強い

• 広めの間取りの住宅供給不足、また受託ローン負担への不安がある。

子育て世帯向け広めの住宅供給を求めている。

• 雪による都市機能の麻痺や、車が必要な環境による移動、維持費の負担が重い

◼ 経済

• 出産前後に妻が働けなくなる時期や産育休や時短勤務により収入減。

また、乳幼児の消耗品や冬の電光熱費の負担等、経済的な不安がある。

• 奨学金返済が家計を圧迫し、出産の意思決定を遅らせる要因になり得る。

• 子育てや教育に必要な費用が不透明で、具体的に試算、収支シミュレーションできると良い。

• 夫婦で共働きが前提になるため、妊娠、出産、子育て時期の就業継続に不安がある。

◼ 仕事

• 病児の対応や急な休みが必要になった際に、職場における休みづらい空気や罪悪感、同僚に負担をかける懸念が強く、仕事と家事・育児の両立

に協力的な職場風土の醸成されていない。

• 男性の定時退社や育休の取得など、働き方の改善が必要。テレワークやハイブリッド勤務など、柔軟な働き方の選択肢の拡充してほしい。

◼ 行政支援

• 子供の「医療費補助」「保育料の無償化」等、子育て施策は手厚い。

• 第二子以降も見据えた保育、教育支援の拡充、必ず必要となる支出への支援、祝い金・奨学金返還支援など手触り感のある支援を求めている。

◼ 情報

• 行政情報が当事者にタイムリーに届かず、どんな施策があるのかわからない。個々の属性に応じてプッシュ通知するなど情報が見える化されると良い。

※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(4) インタビュー調査の実施・分析
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インタビュー調査の結果サマリー｜C：第一子誕生

第一子誕生世帯では、子育て・教育費、物価高による実質賃金の目減り、冬季の光熱費負担など、経済的負

担を具体的に実感。更に、家事・育児分担の偏りや高齢出産への不安が、第二子以降のハードルになっている

< Confidential >

◼ 生活環境

• 都市機能がコンパクトで、交通、買い物の利便性、治安など、総合的に住みやすい。

• 家賃が東京より低く、広さを確保しやすいなど、住居コスト面の優位性が感じられる。

• 道内では札幌の就業機会は多く、札幌への愛着と定住志向が強い。

• 除雪、暖房費負担や公共交通の利便性には改善の期待もあるが、総体としては生活満足度は高い。

◼ 経済

• 子育て費、教育費への将来不安が強い。

• 給付や金券より、電光熱費、ガソリン代、乳幼児消耗品等の減税や必ず必要な支出への支援を求めている。

• 一時保育の枠不足、当日や短時間での預かり保育等、保育の受け皿の柔軟性の不足が

安心な出産・育児計画の妨げになっている。

• 不妊治療、出生前検査の高額負担が、負担感を高めている。

• 物価高による実質賃金の目減り、冬の電光熱費の高騰 等、経済的な不安が第二子以降の判断に影響している。

◼ 仕事と家庭

• 仕事と育児の両立では、休みづらい空気、休むことで同僚に負担が掛かることに対する罪悪感、男性育休や定時退社の浸透不足など、職場文

化や制度の運用面の壁が大きい。

• 夫の協力体制や正社員で共働きすることによる雇用安定性が、二人目以降の意思決定に影響している一方、女性ワンオペ化への懸念が強い。

• 高齢出産やキャリアの節目と出産適齢期の重なりが、第二子以降の心理的・制度的ハードルになっている。

◼ 行政支援

• 子供の医療費助成、保育の無償化、子育てサロン、公園の充実など、子育て関連施策の恩恵を実感する声が多い。

• 病児保育やファミリーサポート等は、手続きが煩雑で即応性が低く、利便性が低い。訪問型の家事や育児支援への助成の拡充に期待がある。

• 特別支援や放課後デイサービスの利便性不足（午前中の開所や送迎等）、支援級からの進学する際の受け皿不足が課題。

• 近隣の自治体に比べて、札幌市の子育て支援が見劣りするとの認識もある。

◼ 情報

• 行政の情報は分散しており、当事者にタイムリーに届きにくい。公式LINE等による属性別プッシュ配信が必要なのではないか。
※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(4) インタビュー調査の実施・分析
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インタビュー調査の結果サマリー｜D：第二子以降誕生 [1/2]

第二子以降誕生の世帯でも、第一子誕生世帯と同様に経済的不安や仕事と家庭の両立の難しさ、広い間取り

の住宅供給不足を実感している。また、高齢出産不安や出産に伴う母親の身体的・精神的負担を懸念している

< Confidential >

◼ 生活環境

• 都市機能がコンパクトで利便性が高く、子育て時期に暮らしやすい。

• 首都圏と比べて家賃が低く、広さを確保しやすい。

• 第二子以降の保育料の無償化、子供の医療費の助成、子育てサロン、公園等の子育て施策が役に立っている。

• 道内では就業機会が多く、道内に住む親族の支援も得やすいこともあり、定住志向が強い。

• 除雪は概ね良好である。移動手段は車中心だが、地下鉄等で補完できている。

• 総じて生活満足度は高いが、固定費負担の軽減と子育て関連サービスの利便性向上には、

継続的な改善を期待する。

• 札幌市内の広い間取りの住宅不足、住宅費の負担が、多子化のハードルになっている。

◼ 経済

• 物価高による実質賃金目減り、冬の暖房費高騰、教育・習い事等の固定費の増加が、二人目の子供を持つことの壁になっている

• 教育費を含む、将来の費用の見通しが不透明である。

◼ 仕事と家庭

• 夫婦間における家事や育児の負担の偏りやワンオペ化、男性育休や定時退社の浸透不足等、旧来の意識・職場文化の壁が、仕事と育児・家事と両立の障

害になっている

• 父親の実践的育児スキル習得機会の不足が、家庭における育児の分担と多子化のボトルネックになっている。

◼ 行政支援

• 保育料、医療費、電光熱費、乳幼児の消耗品等の恒常的な費用の軽減を重視する。

• 保育園受け入れの点数制、空き枠の不確実、一時保育、当日保育、短時間預かり、利用時間帯の柔軟化等、保育の受け皿と柔軟性が不足している。

• こども園の受け皿拡充、放課後の居場所、学習サポート、子供の送迎の負担軽減など、就学期以降の支援が不足している。

• 特別支援学級の選択肢が少なく、進学先の受け皿が不足している。

• 病児保育、ファミリーサポートは手続きが煩雑で即応性が低く、訪問型のシッターや家事代行への助成の拡充が望まれる。

• 産後ケア、産後うつ傾向等、母親の身体的・精神的負担が大きく、三人目の壁になっている。高齢出産への不安も強い。

◼ 情報

• 行政の支援情報は届いていない。UI/UX改善やスマホ完結、属性別配信等を要望。 ※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析結果と課題｜(4) インタビュー調査の実施・分析
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調査・分析結果と課題

(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

(2) 子育てに係る費用の経年変化の整理・分析

(3) アンケート調査の実施・分析

(4) インタビュー調査の実施・分析

(5)  課題を抱える市民像 (ペルソナ)

33
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●

本報告では、アンケート・インタビュー調査で把握した札幌市の「独身継続者(男性) 」の課題を踏まえ、以下の象

徴的な市民像（ペルソナ）を設定し、今後貴市が講じるべき施策の方向性を示す

課題を抱える象徴的な市民像｜独身継続 ( 男性 )

34

独
身
継
続

①-1 都会への憧

れと遊び・学べる

環境を求めて道外

の大学進学を望む

男子高生

18歳, 男性, 高校3年生( 市内の進学

校 )

札幌生まれ、札幌育ち

・家族構成：両親、弟の4人家族

・将来目標：総合商社の企画職でグ

ローバルで働き活躍する

・希望の進学先：首都圏にある国際教

養系の難関大学

渋谷の交差点の人波や夜景、深夜まで開く本屋やカ

フェ、週末の展示会やライブに触れるたびに、「都会は楽

しそうだ」と強く惹かれてきた。

札幌は好きだが、学べる分野の幅や就職まで見据える

と、本社直結の研究や長期インターンの選択肢は首都

圏に集中している。最先端のイベントや企業カンファレン

スに足を運べる環境で、遊びも学びも全力で吸収したい。

奨学金を借りて進学する以上、将来はできるだけ給与

水準の高い企業に就職したい。

①-2 希望する職

種が道内の企業に

はなく、首都圏で

の就職を考えてい

る男子大学生

22歳, 男性, 市内の国立大学4年生

札幌生まれ、札幌育ち

・家族構成：両親, 妹の4人家族

・将来目標：先端企業の研究開発職

で人の生活に影響を与えるような価値あ

る商品を生み出し社会に貢献する

・希望の就職先：首都圏本社の先端

テック企業 ( 半導体, AI, デジタルプロダ

クト ) の研究開発職

高校の頃から、東京のスピード感と最先端への近さに強

く惹かれてきた。

就職活動の企業説明会やOB訪問を通じて、道内は支

社業務中心で裁量が限られる一方、首都圏の企業で

は企画・R&D職があり、意思決定の中枢に早くから関

われると確信した。首都圏本社でジョブ型配属や長期

インターンに挑み、一流の人材に揉まれて実力とネット

ワークを最速で伸ばしたい。奨学金の返済を考えると、

報酬水準と成長機会の差は無視できない。最も厳しい

環境に身を置き、自分を鍛えたい。

①-3 将来の経済

的不安から結婚を

考えられない独身

男性

29歳, 男性, 独身, 会社員

札幌生まれ、札幌育ち

・賃貸 ( 北区の1LDKマンション )

・東京に本社を置くIT企業の札幌支社

( 営業職 )

・年収380万円

札幌の大学を卒業後、暮らしやすさから現在の会社に

就職し7年目。仕事には慣れたが給与は伸び悩み、東

京本社勤務の同期との差を感じている。

毎月の奨学金返済と、冬の光熱費高騰が家計を圧迫。

札幌は好きだが、このままでは結婚して家族を養う経済

的自信が持てず、キャリアの先行きも見えないため、将

来への漠然とした不安を抱えている。

※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析の結果と課題｜(5) 課題を抱える市民像 (ペルソナ)
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●

状況の詳細

35

課題を抱える象徴的な市民像｜独身継続 ( 男性 )｜課題分析と施策方針

< Confidential >

①-1、①-2の人口減少は、ペルソナの挑戦意欲に起因。挑戦意欲は尊重しつつも、札幌での暮らしの魅力を継

続的に発信すべき。①-3は、課題解決が人口減抑制に直結する為、更なる施策方向性の検討余地がある

①-3 将来の経済

的不安から結婚

を考えられない独

身男性

独
身
継
続

①-1 都会への憧

れと遊び・学べる

環境を求めて道

外の大学進学を

望む男子高生

①-2 希望する職

種が道内の企業

にはなく、首都圏

での就職を考えて

いる男子大学生

社会増

流出 ( 進学 )

学びたい専門分野だけでなく、将来のキャリアや自己成長に繋

がる刺激的な機会の全てが都心に凝縮されていると感じ、自

分の可能性を最大限に試すためには、札幌を離れ都心へ行く

ことが最適解だと考えている状態。

社会増

流出 ( 就職 )

社会増

流出 ( 転職 )

どれだけ成果を上げても、重要な役職が限られており、キャリア

に停滞感を感じている。仕事に熱を入れるなら、本社のある首

都圏への移住を考えざる負えない状態。

出会い

のハードル

日々に忙殺され、新たな出会いを求める意欲がそがれている。

「いい人」がほしいとは考えるものの、行動に移せず、恋愛や結

婚への第一歩を踏み出せずに社会的に孤立してしまっている状

態。

意思決定

のハードル

自
然
増(

結
婚
の
ハ
ー
ド
ル)

市民像 人口減少要因（課題） 施策方針

都会への憧れと

進学の魅力

都会特有の

職種の多さ

都会就職の魅力

年齢を経て感じる

キャリア停滞感

結婚への受け身

の姿勢と自信の

無さ

最先端の分野やグローバルな舞台で自分の専門性を試したい

という強い想いから、挑戦の機会に溢れる首都圏の企業に惹

きつけられている状態。

専門性や能力が、首都圏の高い給与水準も含め、正当に評

価されると感じ、 強い魅力を感じている状態。

先が見えないキャ

リアと孤独な未来

結婚に踏み出す

資金力不足

自身の昇進や結婚費用の見通しが立たず、社会全体の先行

きにも希望を持てない。パートナーの人生をも背負う結婚は選択

できないと感じてしまっている状態。

結婚の前段階の結婚式、同棲費用などに、必要な費用を捻

出することすら負担に感じてしまう。そのため、結婚を現実的な

選択肢として捉えらない状態。

道外流出の主因はペルソナの

挑戦意欲にあり、その意欲自

体は尊重すべきである。

一方で、札幌での暮らしの魅

力を継続的に発信し、転出抑

制を目指す施策は進める必要

がある。

独身継続（男性）の課題が

道外流出の要因。

課題解消により人口減抑制

に繋げる。具体施策の方向性

をさらに検討する余地がある。

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析の結果と課題｜(5) 課題を抱える市民像 (ペルソナ)
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●

アンケート・インタビュー調査で把握した札幌市の「独身継続者 (女性) 」の課題を踏まえ、以下の象徴的な市民像

（ペルソナ）を設定し、今後貴市が講じるべき施策の方向性を示す

課題を抱える象徴的な市民像｜独身継続 ( 女性 )

36

独
身
継
続

②-1 都会への憧

れと将来の就職を

見据えて首都圏の

大学に進学したい

女子高生

18歳, 女性, 高校3年生( 市内の進学

校 ), 北見市生まれ, 札幌育ち

・家族構成：会社員の父、フルタイム勤

務の母、妹の4人家族

・将来目標：有名企業の本社でマーケ/

プロダクト職でバリバリ働くキャリアウーマ

ン。若手から裁量を持ち、海外案件にも

挑戦したい

・希望の進学先：首都圏の難関総合

大学 ( 経済・経営, データサイエンス系 )

高校2年の夏、首都圏の大学のオープンキャンパスと学

外の勉強会に参加し、夜まで議論が続く熱気に圧倒さ

れた。都会は刺激的で学びの機会も多くあると感じ、憧

れが芽生えた。また、首都圏の有名大学のブランドにも

惹かれ、OB訪問などを通じて、魅力的な就職先は道内

の企業より首都圏の方が圧倒的に多いと実感した。

大学4年間は勉強も遊びも全力で、都会のカルチャーに

触れながら多様な人脈を築きたい。将来はキャリアウー

マンとして活躍するため、その基盤づくりとして首都圏の

大学に進学したい。

②-2 より高い成長

環境を求めて首都

圏での就職を検討

している女子大学

院生

24歳, 女性, 市内の大学院生2年生

・家族構成：両親と妹の4人家族

・将来目標：若手から責任あるポジショ

ンで働くキャリアウーマンとして活躍する

・希望の就職先：首都圏本社の大手

IT・コンサル/デジタル系企業 ( プロダクト

マネジメント/データアナリスト職 ) ,女性

活躍できる会社 ( えるぼし等 )

大学生のとき旅行で触れた都会の光と雑踏、毎週開か

れる展示やライブなど、都会の刺激に胸が躍った。

札幌は好きだが、道内の企業は支社機能が中心で、

先端職種や報酬水準に差があると実感している。

奨学金を早く返すには、高待遇と成長機会の両立が不

可欠。

女性が活躍でき、成長を実感できるレベルの高い環境

に挑戦し、成果で正当に評価される企業で若手のうち

から裁量を持って働きたい。

②-3 結婚後の生

活に前向きなイメー

ジが持てない独身

女性

27歳, 女性, 独身, 派遣社員

札幌生まれ, 札幌育ち, 一人暮らし

・賃貸 ( 中央区の1Kマンション )

・IT関連企業 ( 事務職 )

・年収280万円

地元の専門学校を卒業後、事務職の派遣社員として

市内の数社で勤務。

正社員を目指したが叶わず、現在の会社で3年目。札

幌の暮らしやすさは気に入っているが、派遣という立場上、

いつ契約が終了するか分からない不安が常にある。結

婚願望はあるものの、自分の収入の低さと、出産・育児

でキャリアが途絶えることへの恐怖から、一歩踏み出せ

ずにいる。

※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析の結果と課題｜(5) 課題を抱える市民像 (ペルソナ)
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●

状況の詳細

37

課題を抱える象徴的な市民像｜独身継続 ( 女性 )｜課題分析と施策方針

< Confidential >

②-1、②-2の人口減少は、ペルソナの挑戦意欲に起因。挑戦意欲は尊重しつつも、札幌での暮らしの魅力を継

続的に発信すべき。②-3は、課題解決が人口減抑制に直結する為、更なる施策方向性の検討余地がある

②-3 結婚後の生

活に前向きなイ

メージが持てない

独身女性

独
身
継
続

②-1 都会への憧

れと将来の就職

を見据えて首都

圏の大学に進学

したい女子高生

②-2 より高い成

長環境を求めて

首都圏での就職

を検討している女

子大学院生

社会増

流出 ( 進学 )

学費や生活費といった現実的な負担は認識しつつ、都会への

憧れと将来の選択肢や成長機会を広げたいという気持ちが上

回り、困難を前提にしながらも首都圏での進学を志向している

社会増

流出 ( 就職 )

社会増

流出 ( 転職 )

市内で正社員を目指しても結果が出ない中、27歳というタイミ

ングでキャリアが固定される前に環境を変える必要性を感じ、

将来の選択肢を広げるために都心でキャリアに挑戦しようと考

え始める

出会い

のハードル

• 不安定な収入と限られた生活余力の中で、出会いは時間・

金銭・感情を消費する高コストな行為と認識

• どこで理想の相手に出会えるかわからないまま一人一人を見

極める負担が大きく、さらにミスマッチに終わる不確実性が重

なり、出会い自体が消耗的と感じ消極的になる

意思決定

のハードル

• 出会いがあっても、自身の収入やキャリアの不安定さから将来

を前提とした判断に確信が持てず、相手が適切かどうかだけ

でなく「今の自分が選んでいいのか」と迷いが生じる

• 一度の選択ミスが生活全体に影響するという認識から意思

決定を先送りにしている状態

自
然
増(

結
婚
の
ハ
ー
ド
ル)

市民像 人口減少要因（課題） 施策方針

都会への憧れと

進学の魅力

都会の高い

給与水準

都会特有の

職種の多さ

正社員雇用の機

会の壁によるキャ

リア不安

出会うためのコス

トとミスマッチリス

クの高さ

リスク耐性の低さ

により選択が難し

くなる

地元企業で評価を得ているが、奨学金返済も続く中、東京本

社勤務の同年代と比べて給与や昇給スピードに差を感じている

女性が活躍しやすいマーケや企画などの本社機能や先端職種

は首都圏に集中していて、地元では機会が限られている

独身継続（女性）の課題が

道外流出の要因。

課題解消により人口減抑制

に繋げる。具体施策の方向性

をさらに検討する余地がある。

道外流出の主因はペルソナの

挑戦意欲にあり、その意欲自

体は尊重すべきである。

一方で、札幌での暮らしの魅

力を継続的に発信し、転出抑

制を目指す施策は進める必要

がある。

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析の結果と課題｜(5) 課題を抱える市民像 (ペルソナ)
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●

アンケート・インタビュー調査で把握した札幌市の「夫婦のみ」「第一子誕生」「第二子以降誕生」世帯の課題を踏

まえ、以下の象徴的な市民像（ペルソナ）を設定し、今後貴市が講じるべき施策の方向性を示す

課題を抱える象徴的な市民像｜夫婦のみ・第一子誕生・第二子以降誕生

38

夫
婦
の
み

③ 子供を持つこと

による経済的負担

に漠然とした不安

を抱える夫婦

【夫】32歳, 市内食品メーカー ( 技術職 )、

年収500万円

【妻】31歳, サービス業 ( 事務職 ), 年収

350万円

・賃貸 ( 2LDKマンション )

・世帯年収850万円

夫婦ともに道内出身で、大学卒業後から札幌で就職。

結婚3年目で、そろそろ子供が欲しいと考え始めている。

しかし、夫の奨学金返済が月3万円あり、家計に余裕は

ない。妻の産休・育休による収入減と、将来の教育費

など具体的な金額が見えない子育て費用の増加という

「ダブルパンチ」を考えると、漠然とした不安から妊活に踏

み切れないでいる。今の2LDKでは手狭になる懸念もあ

るが、住宅購入はローンが怖くて決断できない。

第
一
子
誕
生

④ 家事・育児の

役割分担、仕事と

の両立に悩む母親

【夫】40歳, 教員, 年収550万円

【妻】37歳, 市内の総合病院 ( 看護師・

時短勤務 ), 年収400万円

【子】3歳 ( 保育園児 )

・分譲 ( 市内の3LDKマンション )

・世帯年収950万円

道内の大学看護学部を卒業後、現在の病院に就職。

32歳で結婚し、34歳で第一子（現在3歳）を出産。1

年間の育休を経て時短勤務で復職した。夫は協力的

だが仕事が多忙で不在がち、両親も遠方のため頼れな

いワンオペで育児している状態である。

仕事と育児の両立に日々奮闘しており、心身ともに余

裕がない。理想は子供二人だが、今の状況では難しい

と感じている。

第
二
子
以
降
誕
生

⑤ 今後の経済的

不安を抱きつつ、

共働きでどうにかや

りくりして生活して

いる夫婦

【夫】39歳, ITエンジニア,年収600万円

【妻】38歳, メーカー ( 事務職・時短勤

務 )、年収380万円

【子】7歳 ( 小学生 ),  3歳 ( 保育園児 )

・分譲 ( 市内の3LDKマンション )

・世帯年収980万円

夫婦ともに札幌近郊出身。夫は転職で年収が上がった

ことを機に結婚。共働きで住宅ローンを返済しながら、7

歳と3歳の子供を育てている。

夫は育児に協力的なつもりだが、平日は妻がワンオペ状

態。保育料無償化や医療費助成に助けられつつも、

日々の食費や冬の光熱費、将来の教育費を考えると

常に不安がつきまとう。NISAなどで必死に資産形成をし

ているが、生活はギリギリである。

※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析の結果と課題｜(5) 課題を抱える市民像 (ペルソナ)
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アンケート・インタビュー調査で把握した札幌市の「道外転出者」の課題を踏まえ、以下の象徴的な市民像（ペル

ソナ）を設定し、今後貴市が講じるべき施策の方向性を示す

課題を抱える象徴的な市民像｜道外転出者

39

道
外
転
出
者

⑥ 将来は札幌で

結婚・子育てした

いと考えている独

身者

28歳, 男性, 独身, 札幌生まれ, 札幌育

ち,年収650万円

・大手コンサル企業のIT職

・都内在住

・賃貸 ( 都内1Kマンション ) 

東京の大手コンサルティング会社に就職して5年。仕事

では案件のリードを任されるようになり、成長を実感して

いる。そろろそ結婚して家庭を築きたい。

将来、自分の子供は自然豊かな環境で伸び伸びと育

てたい と思い、地元の札幌の求人を見ると、運用・受

託色が強く、本社級の裁量や年収を維持できるポスト

は稀で、給料も2～3割下がる可能性が高い。

道内で本社直轄のポジションに就き、リモートで東京案

件に関われ、移住支援があるなら踏み切れるが見つか

らない。Uターンの支援情報も集めたいが、日々の忙しさ

に追われ、何となく時間だけが過ぎている。

※ 本資料の画像はAIにて作成

人口減少対策に関する施策の方向性｜調査・分析の結果と課題｜(5) 課題を抱える市民像 (ペルソナ)
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人口減少対策に関する施策の方向性

・ 調査・分析結果と課題

・ 施策の方向性

・ 成果指標の管理
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施策の方向性

・ 独身継続 ( 男性 )

・ 独身継続 ( 女性 )

・ 夫婦のみ

・ 第一子誕生

・ 第二子誕生以降

・ 道外転出者

・ 有識者インタビュー

41
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課題の全体像｜独身継続 ( 男性 )｜①-3 将来の経済的不安から結婚を考えられない独身男性

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

年齢を経て感じるキャリア停滞感
1

2
結婚への受け身の姿勢と自信の無さ

4
先が見えないキャリアと孤独な未来

3
結婚に踏み出すための資金力不足

独身継続者 (男性) は、キャリアの停滞などによる将来不安と、将来費用の不透明感もあいまり、漠然とした将

来不安を抱えて、出会い・結婚に踏み出せずにいる

どれだけ成果を上げても、重要な役職が限られており、キャリアに停滞感を感じている。

仕事に熱を入れるなら、本社のある首都圏への移住を考えざる負えない状態。

日々に忙殺され、新たな出会いを求める意欲がそがれている。「いい人」がほしいとは考えるものの、

行動に移せず、恋愛や結婚への第一歩を踏み出せずに社会的に孤立してしまっている状態

結婚の前段階の結婚式、同棲費用などに、必要な費用を捻出することすら負担に感じてしまう。

そのため、結婚を現実的な選択肢として捉えらない状態。

自身の昇進や結婚費用の見通しが立たず、社会全体の先行きにも希望を持てない。

パートナーの人生をも背負う結婚は選択できないと感じてしまっている状態。
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課題の詳細｜独身継続 ( 男性 )｜①-3 将来の経済的不安から結婚を考えられない独身男性

独身継続者 (男性) は、キャリアに停滞感を感じており、定住意向がぼやけている。また、出会いに対しても気力を

失い、前のめりにはなれないでいる可能性が高い

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

1.  年齢を経て感じるキャリア停滞感

No 課題詳細 概要 調査結果

1-1 本社機能がないことによ

る昇進機会の不足

本社機能といった高付加価値な部門が道内に

不足している。現在の職場で経験を積んでも、市

場価値の向上や将来的なキャリアアップへの展

望が描きづらく、成長が頭打ちになることへの強

い不安と焦りを抱えている。

【インタビュー】旅行会社勤務（本社東京）で、全国同水準の給与制度だが、拠

点規模によりキャリア機会に差が出る可能性がある。（A：男性30-34歳）

【インタビュー】札幌が好きだが、キャリアを考えると一度は東京で働くのも面白いと

思っている。特に、現在の会社の本社 (東京) でしか経験できない「本社業務」に

魅力を感じている。（A：男性25-29歳）

2-2 職種の質の不足 若者が志向する、職業選択における魅力的な選

択肢そのものが不足。若者は自身の能力や興味

を活かせる場を求めて市外へ流出せざるを得なく

なっていると思料。

【アンケート】独身の正規労働者では、「刺激のある環境で自己成長したい」という

回答がTOP回答（移住意向の27.6％）であり、非正規でも「魅力的な仕事が

ないから」という回答がTOP回答（移住意向の25％）としてあげられる。

【インタビュー】札幌に誘致される企業はコールセンターなどが多く、キャリア形成にお

ける「質」の面で魅力が低い（A：男性25-29歳）

2. 結婚への受け身の姿勢と自信の無さ

2-1 出会いに受け身な姿勢 傷つくことを恐れ、理想の相手が現れるのを待つ

だけの姿勢。主体性の欠如が、貴重な出会いの

機会そのものを奪ってしまっている。

【インタビュー】結婚したい気持ちは強い。若い頃は周囲に流されていたが、今は親

がいなくなった後の将来を考えた時に、一人でいることに不安を感じる。（A：男

性30-34歳）

【インタビュー】「いい人がいれば結婚したい」と考えている。周囲の友人は結婚して

いる人の方が多い印象。（A：男性25-29歳）
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課題の詳細｜独身継続 ( 男性 )｜①-3 将来の経済的不安から結婚を考えられない独身男性

独身継続者 (男性) は、キャリアと将来費用の不透明さから漠然とした不安を抱き、そもそもの資金不足もあいま

り、結婚を考えられないでいる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

3. 結婚に踏み出すための資金力不足

No 課題詳細 概要 調査結果

3-1 所得に対する不満 自身の所得が将来的に増加するという展望を描

けない状態。これが消費や自己投資、ライフイベ

ントへの前向きな意思決定を抑制していると思

料。

【インタビュー】人間関係・環境・やりがいは良好だが、賃金に不安があり将来的に

転職も検討する可能性がある。（A：男性25-29歳）

【インタビュー】一番の不安は金銭面であるため、「結婚祝い金」や「出産祝い金」

のような、ライフイベントに直結する直接的な金銭支援をアピールしてもらえれば、結

婚への判断を踏み切りやすくなる。（A：男性25-29歳）

3-2 奨学金返済等の

固定費の圧迫

現下の賃金水準に対し、固定債務である奨学

金返済が重荷となり、将来に向かうべき経済的・

精神的余力を奪っている。

【インタビュー】自身は受給していないが、もし毎月3万円の奨学金返済があれば、

貯金を優先して結婚を遅らせるか、返済完了後に結婚を考えるなど、ライフプラン

に影響が出るだろうと推測している。 （A：男性25-29歳）

【インタビュー】若者の道外流出という課題を踏まえると、自身も返済している「奨

学金」への支援策を拡充し、その周知を徹底してほしい。それが若者の札幌定着

に繋がると思う。（A：男性25-29歳）

4. 先が見えないキャリアと孤独な未来

4-1 将来費用への漠然とし

た不安

特に経済における断片的な情報に惑わされ、自

身に合った将来像を描き切れず、結果として解

像度の低いまま漠然とした不安だけが増幅。これ

が主体的な意思決定を困難にしていると思料。

【インタビュー】具体的な政策要望を強く持っているわけではないが、将来の不安と

して大きいのはやはり教育費である。（A：男性25-29歳）

【インタビュー】結婚・子育て後に現在収入で十分賄えるか、具体額は示せないが

「漠然とした不安」を抱える。（A：男性25-29歳）

4-2 キャリア形成への行き詰

まり

自身のキャリアが停滞し、昇進や昇給による経済

基盤の安定が見通せない。パートナーの人生まで

背負う結婚は、共倒れのリスクに感じてしまう。

【インタビュー】札幌は首都圏より給与水準が低いという認識があり、将来の結婚・

子育てに対する不安の主要因である。（A：男性25-29歳）
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施策の方向性｜独身継続 ( 男性 ) ｜①-3 将来の経済的不安から結婚を考えられない独身男性

本調査を通して、将来への不安に悩む独身男性像が明らかになった。今後の施策方向性としては、結婚の後押し

や、将来不安を解消できるような環境創りといった背景・きっかけ創りを目的とした施策が求められる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

※ 本資料の画像はAIにて作成

抱える課題 目指すべき姿 ( CSF ) 施策の方向性

29歳, 男性, 独身, 会社員

札幌生まれ, 札幌育ち

賃貸 ( 北区の1LDKマンション )

東京に本社を置くIT企業の札幌支社

( 営業職 )

年収380万円

札幌の大学を卒業後、暮らしやすさか

ら現在の会社に就職し7年目。仕事に

は慣れたが給与は伸び悩み、東京本

社勤務の同期との差を感じている。毎

月の奨学金返済と、冬の光熱費高騰

が家計を圧迫。札幌は好きだが、このま

までは結婚して家族を養う経済的自信

が持てず、キャリアの先行きも見えない

ため、将来への漠然とした不安を抱え

ている。

年齢を経て感じる

キャリアの停滞感

特定業界・業種の

移転優遇支援

市内に求める魅力的な産業・企

業が十分に存在し、地元で挑戦

し、成長できるというキャリア展望

を具体的に描ける状態

結婚への受け身の姿勢

と自信の無さ
出会いに前向

きになれる場の提供

「いい人がいれば」という漠然とし

た状態から脱し、自分が望む関

係性を言語化できる状態

先が見えないキャリア

と孤独な未来

将来不安を考える

タイミングの提供

と不安可視化

結婚に踏み出すための

資金力不足

カップルの

結婚を後押しする

経済支援

経済的な支援によって結婚の行

動を具体的に検討できる状態

漠然とした不安が解消し、結婚を

前向きな選択肢として描ける状

態
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施策の方向性｜独身継続 ( 男性 ) ｜①-3 将来の経済的不安から結婚を考えられない独身男性

将来の経済的不安から結婚をためらう独身男性には、安定した雇用やキャリア形成につながる支援が不可欠で

ある。また、将来設計やライフプランについて情報提供を行い、不安に寄り添ったサポートを進めることが重要となる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策の方向性 対応方針

特定業界・業種の

移転優遇支援

インタビュー調査の結果、市内の独身男性からは、拠点規模によるキャリア機会の差や本社でしか得られない経験

への関心、さらに高付加価値部門が少ないことへの不安が示された。

札幌市内では、昇進や専門的なスキルアップの機会が限られていると感じており、都市部や本社勤務との格差を強

く意識していることがうかがえた。こうした声を踏まえ、道内でのキャリア形成を支援するために、特定業界・業種の

移転優遇支援が有効である。

出会いに前向きに

なれる場の提供

インタビュー調査の結果、出会いを求めるものの、理想の相手をただ待つ姿勢に留まる傾向が見られた。

「いい人がいれば結婚したい」といった声も多く周囲の結婚状況を意識しながらも、一歩を踏み出せずにいる様子がう

かがえた。こうした現状から、安心して参加でき、出会いに前向きになれる場の提供が重要である。

カップルの

結婚を後押しする

経済支援

インタビュー調査の結果、将来的な所得増加が見込めないことや奨学金等の固定費の圧迫が、結婚などのライフイ

ベントへの前向きな意思決定を妨げている可能性が明らかとなった。

「賃金に不安があり転職も考えている」「結婚祝い金など直接的な支援があれば結婚を決断しやすい」「奨学金返

済が結婚を遅らせる要因になる」といった声もあり、カップルの結婚を後押しする経済支援が重要である。

将来不安を考える

タイミングの提供

と不安可視化

札幌で生活する独身男性のなかには、断片的な経済情報や将来の見通しの不透明さから、漠然とした不安に支

配され、具体的な将来像を描き切れていない人がいることが確認された。

また、「教育費や生活費など、将来の具体的な金額は分からないが不安がある」といった声も確認された。こうした現

状を踏まえ、不安を可視化し、将来について主体的に考えるタイミングを提供することが有効である。
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施策の方向性｜独身継続 ( 男性 ) ｜①-3 将来の経済的不安から結婚を考えられない独身男性

各種調査で抽出した課題への対策は、現行の施策で一定程度は対応できているものの、市民の意思決定や行

動変容を促すという施策方向性では更なる改善の余地がみられる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策方向性 現状 ※ 「さっぽろ未来創生プラン3期」参照
対応方針

新設 維持 改善

特定業界・業種の

移転優遇支援

第3期プランがでの「GX投資の推進事業」や「半導体関連産業集積促進事業」は、札幌市

次世代産業の集積を図る上で評価できる。しかし、人材が首都圏に流出している現状をふま

えると、彼らが求める「本社機能」や「高付加価値な業務」といった受け皿そのものを創出・誘

致する視点が不可欠である。また、業種選定が非常に重要であり、難易度は高い施策だが

根源施策として重要。

- - 〇

出会いに前向きに

なれる場の提供

第3期プランにおける「若者出会い創出事業」を実施。「さっぽろ結婚支援センター」の運営が

行われており、これは、行政が主体となることで生まれる信頼性や安心感を土台に、出会いを

求める若者へ具体的な「場」と「機会」を提供するという点で、非常に重要な一歩として評価

できる。既存のセンターの機能は評価しつつも、多くの若者が抱える「そもそも自分がどんな関係

性を望んでいるのか分からない」という、行動以前の根本的な課題に対してのサポートする仕組

みを強化することも一案として、改善と評価。

- - 〇

カップルの

結婚を後押しする

経済支援

第3期プランでは、結婚前支援として「不妊治療費助成事業」などが講じられており評価できる。

一方、カップルの結婚そのものの意思決定を直接後押しする支援は手薄である。同棲費用補

助など、経済的・心理的障壁を軽減する施策のさらなる強化が求められる。

- - 〇

将来不安を考える

タイミングの提供

と不安可視化

第3期プランでは、「さっぽろ未来創生プラン推進事業」や「次世代育成支援事業」などで、将

来に前向きになれるライフデザイン支援を志向しており評価できる。一方、若年男性が抱く将

来不安は漠然としているため、単なる情報提供に留まらず、大学や職場と連携してキャリア等

を具体的に考える「きっかけ」を創出するアプローチを増やす方向性も検討しうる。

- - 〇

※ ◎ … 特に注力すべき施策の方向性
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・ 第一子誕生

・ 第二子誕生以降

・ 道外転出者

・ 有識者インタビュー
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課題の全体像｜独身継続 ( 女性 )｜②-3 結婚後の生活に前向きなイメージが持てない独身女性

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

出会いの構造的欠如
1

2
自分への自信と経済的見通しの不足

4
結婚後に求められる役割とキャリア継続の両立不安

3
充実した独身生活と結婚のメリット比較における逆転

独身女性は、出会いの場の乏しさだけでなく、子育て費用や奨学金の負担、結婚・子育てに対するマイナスイメー

ジ、産育期の就業不安、職場の両立理解不足が重なり、将来の決断を躊躇させている

「良い相手との出会いがなかった」は独身継続層の女性で40.4%と最多であり、社会構造的な欠如である。

社会人になると出会いの場が職場に限定され、かつその職場自体が女性偏在職であるケースが多い。

「相手に出会えたとしても、自分が結婚できる状態にある・すべき状態にあるという確信が持てない」という

内向きの障壁が存在する。これは心理的自信の問題と経済的根拠の欠如が絡み合って形成されている。

「結婚したい」という意向はあるが、「今の生活を上回るメリットが結婚には見えない」という構造的なメリット認識の逆転が起き

ている。SNSが「結婚＝苦労・制限」というイメージを増幅させ、独身生活のポジティブな現実と比較したときに、結婚への能動

的な動機を消失させている。

「結婚は家事役割の押し付けと転勤追従を意味する」という根拠のある恐れが、特にキャリア志向の強い女性の結婚決断を

遅らせている。これはSNSの思い込みではなく、実際のデータに裏付けられた合理的な懸念である。
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課題の詳細｜独身継続 ( 女性 )｜②-3 結婚後の生活に前向きなイメージが持てない独身女性

誰もが気軽に安心して参加できる場を増やし常設し、誇張情報で膨らむ子育て費用の不安は実コストを可視化、

支援情報を一元提示し、段階的に踏み出せるステップを設計することが重要である

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

1. 出会いの構造的欠如

No 課題詳細 概要 調査結果

1-1 職場コミュニティの女性

偏在による出会いの構

造的欠如

女性の正規就業率の上昇に伴い、女性比率の

高い専門職へ就職した場合、学生時代と比較

して職場の性別構成が偏る構造になる。加えて、

社会人のコミュニティが職場に限られることから、

出会いの機会が年々構造的に消失している

【アンケート】独身継続 (女性) の結婚しなかった最大の理由は、「良い相手との出

会いがなかったため ( 40.4% ) 

【インタビュー】出会う機会があれば結婚はしたいと思っているが、社会人、特に職

場の女性比率が非常に高い保育士という職業柄、職場での出会いが皆無

（A：女性25-29歳）

【インタビュー】 社会人になるとコミュニティが職場に限られ、学生当時のように男性

と会う機会がそもそも少ない（A：女性25-29歳）

1-2 マッチングアプリへの疲

弊と婚活への心理的

ハードル

既存の代替手段は「婚活」として意識的・目的

的な行動を前提としており、「気軽に自然に異性

と関わる」機会を提供するものではない。「婚活」

という文脈に乗ること自体への抵抗感が、出会い

の機会を消失させている

【インタビュー】マッチングアプリは、「同時並行の連絡が面倒」「浅い関係が増えるだ

け」と疲弊感があり、結婚相談所などは、本格的に出会いを求める人が登録する

イメージがあり、登録への心理的ハードルが高い（A：女性25-29歳）

2. 自分への自信と経済的見通しの不足

2-1 自身の経済力・生活水

準への自己評価の低さ

「自分が結婚するに値する状態か」という自己評

価は経済的見通しと強く連動しており、低賃金・

貯蓄不足の社会人初期においては「今はまだそ

の段階ではない」という先送り構造が形成される

【アンケート】経済的障壁があると回答した独身継続 (女性) の最多年収帯は、

200～400万円未満（41.0%）。独身→既婚に移行した層では、400万円以上

が多く、「400万円が一つの心理的境界線」を示唆

【インタビュー】自身の給与水準が低いという認識があり、相手には少なくとも自分

以上の収入を求めている。今のままでは裕福な暮らしはできないと予測している。

今よりランクを下げざるを得ないのではないかという懸念が強い ( A:女性25-29歳 )

2-2 子育て費用への漠然と

した不安

SNS・メディア上の「子育てにかかるコスト」情報は

金額の上限値が独り歩きしており、行政支援を

差し引いた「現実的な手取りコスト」が当事者に

届いていないことで、結婚そのものへのハードルが

過剰に高まっている

【インタビュー】子供一人につき「2,000万-3,000万円かかる」という情報を耳にして

いるが、その内訳や条件が不明確なため、実態のわからない巨大な不安として蓄

積されている。具体的に何にいくら必要なのかが分からないことが、将来への「もや

もやした不安」に直結している（A：女性25-29歳）

【インタビュー】子育て費用への強い不安から、共働き可能な相手が必須条件。市

の公助を含めた現実的な収支シミュレーションなど、具体的な情報提供が不安解

消につながる（A：インタビューサマリー）
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課題の詳細｜独身継続 ( 女性 )｜②-3 結婚後の生活に前向きなイメージが持てない独身女性

結婚が選ばれにくいのは、独身の利点は見えるが、結婚の利点は見えにくいことにある。働き方を柔軟にし、公平

な評価と家事・育児の外部化・公的支援により、両立コストを下げることが必要である

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

3. 充実した独身生活と結婚のメリット比較における逆転

No 課題詳細 概要 調査結果

3-1 充実した独身生活と結

婚のメリット比較におけ

る逆転

現代の都市型独身生活は趣味・収入・コミュニ

ティにおいて高い充実度を持っており、結婚はその

充実を制約するものとして位置づけられている。こ

の構造を変えるには「結婚後も今の自分の生活

が維持・発展できる」という具体的な根拠の提示

が必要

【アンケート】既婚化の要因が「経済的安定」である一方、独身継続の要因には

「価値観の変化（ライフスタイルを優先）」が含まれることが示唆されている。独身

継続 (女性) の「7.5%」が「ライフスタイルを優先したかったため」と回答

【インタビュー】今の生活は趣味や推し活で十分に楽しく、わざわざ面倒な思いをし

てまで結婚相手を探す熱量がない。( A：女性25-29歳 )

3-2 SNSが形成する「結婚

＝苦労・制限」というネ

ガティブ情報環境

SNSはネガティブ情報が炎上・拡散しやすい構造

を持ち、幸せな結婚生活は「発信されない」という

非対称性がある。行政・公的機関がこのバランス

を是正する情報を発信することが必要

【インタビュー】ネットやSNSを開けば、旦那への不満や育児の過酷さ、DVの相談な

どマイナスな情報ばかりが目に入ってしまう。昔のような『お嫁さんへの憧れ』は消え、

「結婚＝苦労・制限」というイメージが刷り込まれているように思う。結婚の幸福な

側面やポジティブなロールモデルに触れる機会が極端に少ない ( A:女性25-29歳 )

4. 結婚後に求められる役割とキャリア継続の両立不安

4-1 結婚を機にした「望まな

い働き方の変更」と現

実的リスク

結婚を機に家事・育児や配偶者の転勤同伴と

いった期待が女性に偏ることで望まない就業調

整（時短・転職・離職）が生じやすく、他方で

経済的制約から働き方を変えられない層も存在

する二極化が、結婚のリスクとして認識されている

可能性がある

【アンケート】結婚を機に働き方を変えた女性が「約34%」（「変えたくなかったが

変えた」10.5%、「変えた」24.8%）。働き方を変えた理由TOP3は、①子供のため

②家庭の事情 ③家事 である

【インタビュー】結婚したからといって相手の転勤についていくようなことはしたくない。

自分のキャリアやコミュニティを捨ててまで結婚するメリットを感じない。「札幌から

離れずに自立して働き続けられること」が結婚の前提（A：女性25-29歳）

4-2 家事役割の固定化へ

の強い拒否感

共働きが前提となっているが、家事・育児を女性

が担うべきという暗黙の期待が残る中で、結婚が

キャリアや自己決定権の制限につながる可能性

への懸念が強まり、結婚に対して後ろ向きな認

識が生まれている可能性がある

【インタビュー】料理や洗濯などの家事は「女性がやって当たり前」とされる文化に

は強く抵抗感がある。固定的な役割分担ではなく、互いの状況を見て困っている

時に自然と助け合える関係を求めており、日常的な家事労働に対して「感謝や評

価」を示してくれる相手であることを重視している（A：女性25-29歳）

4-3 キャリアの節目とライフイ

ベントの時間的競合

女性のキャリア進出が進むほど、「今はキャリアの

重要な時期」という判断で結婚が後回しになるタ

イミングが複数生じる。この時間的競合は個人の

選択の問題ではなく、職場設計の問題でもある

【インタビュー】結婚は30歳ぐらいまでを目途にしたいと考えているが、仕事における

昇格を目指しており、合格後の2年間にわたる研修を人生設計の重要なポイント

と捉えている。それを終えてから地元に戻ってからでないと、本格的な結婚生活に

は踏み切れない（A：女性25-29歳）
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施策の方向性｜独身継続 ( 女性 )｜②-3 結婚後の生活に前向きなイメージが持てない独身女性

漠然とした経済的不安、仕事と家庭の両立懸念、家事・育児の負担など、結婚後の生活に負のイメージが蔓延

していることが結婚の意思決定を遅らせる強い要因であり、そこにアプローチする施策が求めれる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

27歳, 女性, 独身, 派遣社員

札幌生まれ, 札幌育ち

賃貸 ( 中央区の1Kマンション )

IT関連企業 ( 事務職 )

年収280万円

地元の専門学校を卒業後、事務職の

派遣社員として市内の数社で勤務。

正社員を目指したが叶わず、現在の会

社で3年目。札幌の暮らしやすさは気に

入っているが、派遣という立場上、いつ

契約が終了するか分からない不安が

常にある。結婚願望はあるものの、自

分の収入の低さと、出産・育児でキャリ

アが途絶えることへの恐怖から、一歩

踏み出せずにいる。

※ 本資料の画像はAIにて作成

抱える課題 目指すべき姿 ( CSF ) 施策の方向性

出会いの構造的欠如

札幌で働く女性の

コミュニティー創出

「婚活」を意識せずとも、日常の中

で自分のライフスタイルを理解して

くれる相手と自然に出会える機会

が十分にある状態

自分への自信と

経済的見通しの不足

カジュアルな

出会いの場の創出

結婚・育児にかかる現実的なコス

トと行政支援の全体像が手元に

あり、「今の自分でも大丈夫」とい

う根拠のある自信を持てている状

態

結婚の意味・メリットが現状の

独身生活を下回るという認識

生活コストの見える化と

支援情報の一本化

「結婚後も今の自分のキャリア・生

活が継続・発展できる」という具体

的なモデルが見えており、結婚が

「制限」ではなく「拡張」として認識

されている状態

結婚後に求められる役割と

キャリア継続の両立不安

ジェンダー平等なキャリア支援

( 企業支援 )

結婚相手に「家事を平等に担い、

キャリアを共に支える」意識と行動

が備わっていることが、パートナー選

択の現実的な条件として機能して

いる状態
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施策の方向性｜独身継続 ( 女性 )｜②-3 結婚後の生活に前向きなイメージが持てない独身女性

SNS等のメディアを通じて浸透する結婚・子育てのネガティブなイメージを払拭するには、身近で等身大のロールモデ

ルの可視化が不可欠である。キラキラ過ぎず現実的な将来像に触れることが、漠然とした不安の軽減に繋がる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策の方向性 対応方針

安心して参加できる

出会いの場の常設

インタビュー調査の結果、独身女性は出会いの機会不足を感じており、結婚相談所のように結婚を強く意識した場

よりも、カジュアルな出会いの場を求める傾向が確認された。2026年2月に「さっぽろ結婚支援センター」が実施した

「さっぽろ雪恋プロジェクト」のような取組を、参加者の声を反映して改善し、定期的に開催することが有効である。

生活コストの見える化と

支援情報の一本化

子育て費用に関する調査では、子どもを持つことの経済的負担が大きく、インタビュー調査でも漠然とした不安の主

要因となっていることが確認された。低賃金・貯蓄不足の社会人初期においては「今はまだその段階ではない」という

先送り構造が形成されるため、実コストを可視化し支援情報を一元提示することによって、「今の自分でも大丈夫」

と合理的に確信できる状態を形成し、段階的に踏み出せるステップを設計することが重要である。

札幌で働く女性の

コミュニティ創出

インタビュー調査の結果、結婚意向はあるものの、SNSなどの情報の影響で結婚や子育てに対してネガティブなイメー

ジを抱き、心理的障壁になっていることが分かった。札幌で働く女性が情報交換・意見交換・相談できる場を整備し、

結婚・出産後も仕事と家庭を両立しているロールモデルに触れられる機会を提供することで、「自分にもできそうだ」と

いう見通しを持てるようにし、結婚や子育てへの漠然とした不安を軽減する。

ジェンダー平等なキャリア支援

( 企業支援 )

アンケート調査の結果、女性の４割超が「キャリアアップの機会は男性が優位」と感じている。その背景には、出産・

子育て期に女性がキャリアを中断せざるを得ない実情がある。出産や育児で一時的に休業しても、性別にかかわらず

平等にキャリア機会が与えられる環境の整備が求められる。

総務省「令和4年就業構造基本調査」によると、札幌市の30～39歳男性で週60時間以上働く人は「10.4%」と

他都市より高く、育児参加の意欲があっても時間を確保しにくい実態が伺える。男性の育児参加など個人の意識

改革にとどまらず、企業との連携による施策の強化が求められる。
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施策の方向性｜独身継続 ( 女性 )｜②-3 結婚後の生活に前向きなイメージが持てない独身女性

現行プランでは、結婚支援が出産・子育て支援に比べて手薄であり、強化が求められる。特に独身女性が抱く結

婚・子育てへのネガティブなイメージが大きな障壁であり、対応施策が求められる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

施策方向性 現状 ※ 「さっぽろ未来創生プラン3期」参照
対応方針

新設 維持 改善

安心して参加できる

出会いの場の常設

第3期プランでは、「若者出会い創出事業」など出会い支援策はあるものの、結婚支援は出

産・子育て支援に比べて手薄である。結婚支援の重点施策として、多様な出会いの場の創

出を強化する必要がある。

- - 〇

生活コストの見える化と

支援情報の一本化

第3期プランでは、「子ども医療費助成事業」や「妊婦のための支援給付及び伴走型相談支

援の一体的実施事」など、子育てに関する施策が講じられており評価できる。

一方、結婚・出産後の生活コストと支援制度を分断して提示するのではなく、現実的な生活

モデルに支援を組込む形で一体的に可視化し、ライフイベントに応じた導線を整備することで

「自分でもなんとかやっていけそう」と判断できる状態を創出することが重要である。

○ - -

札幌で働く女性の

コミュニティ創出

現行プランにはない新規施策案である。SNS等の制御しづらい外部情報の影響で結婚・出産

にネガティブなイメージを抱きがちな独身女性に対し、自身の結婚・出産・子育てに関する価値

観や将来像を前向きに見直す機会を提供する。負のイメージを払拭するには、身近なロールモ

デルとの継続的な接点づくりが効果的である。

〇 - -

ジェンダー平等なキャリア支援

( 企業支援 )

3期プランには「男女がともに活躍できる環境づくり応援事業」などの関連施策が含まれている。

制度整備にとどまらず、職場風土の改善にまで結び付くよう、継続的に実施・強化していく必

要がある

加えて、「育児休業等取得助成事業」や「父親による子育て推進事業」などの施策が講じら

れている。これらは子育て世帯向けの施策であると同時に、独身女性が結婚後の家庭におけ

る役割分担を前向きに捉えるきっかけにも繋がる。

- - 〇
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・ 独身継続 ( 男性 )
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・ 夫婦のみ

・ 第一子誕生

・ 第二子誕生以降

・ 道外転出者

・ 有識者インタビュー
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課題の全体像｜夫婦のみ｜③子供を持つことによる経済的負担に漠然とした不安を抱える夫婦

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

男性が育休を取得しづらい職場風土とそれに伴う女性への育児負担の偏り
1

2
産休・育休取得による女性のキャリア停滞や復職への不安

4
出産時期の後ろ倒しに伴う妊娠・出産そのものへの経済的・心理的な不安

3
子育て費用の不透明さと、それに伴う将来設計の難しさ

キャリア継続を阻む職場意識や総額が見えない子育て費用への不安は、出産時期が後ろ倒しになる一因となっ

ている。これにより年齢に伴う妊娠・出産自体の身体的・経済的リスクが増大する等、複合的な課題を抱えている

育休や時短勤務などの子育てのための制度は企業として存在しているものの、特に男性において取得しづらい雰囲気があると

感じている。それに伴い、育児負担が女性寄り、不公平感が生まれている。

男女とも産休・育休取得期間における所得減収に対する不安がある。

加えて、特に女性においては復帰後のキャリア停滞を懸念する声が大きい。

アンケートより、出産をしなかった、躊躇った理由として、経済的な理由は全年齢に共通して多くあげられた。

一方で、インタビューで深掘りをすると、経済的負担あるもののその中身は漠然としたものであり、具体的な将来設計に至ってい

ない実態が明らかになった。

アンケートでは30代以上の女性において、年齢や健康上の理由により出産を躊躇ったと回答した人の割合が最も高い。その背

景には、年齢に伴う母子の健康リスクという身体的な懸念と、妊娠に至るまでの不妊治療費という経済的な負担が存在する。

さらに、仮に妊娠できたとしても、出産そのものにかかる費用も障壁となっており、妊娠前から出産時に至るまで、経済的な不安

が継続している実態がうかがえる。
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課題の詳細｜夫婦のみ｜③子供を持つことによる経済的負担に漠然とした不安を抱える夫婦

産休・育休制度はあるが、男性は職場の空気、女性は復帰後のキャリアを中断することになる不安で取得しづらく、

安心して使えないことが大きな壁になっている

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

1. 男性が育休を取得しづらい職場風土とそれに伴う女性への育児負担の偏り

No 課題詳細 概要 調査結果

1-1 制度の利用しやすさに

関する男女間のギャップ

企業の子育て支援に関する施策について、女性

は利用しやすいと回答した人が7割弱である一方

で、男性が育児休業を取得することに対して、取

得が当たり前で推奨されていると回答した人は

23%に留まり、男女間で制度の利用しやすさに

ギャップがある。

【インタビュー】同僚には、育休が取りづらいことを理由に退職した例があり、男女と

も、完全には休めない雰囲気を感じる。顧客先でも男性育休の長期取得は稀

（A：女性25~29歳）

【インタビュー】以前の職場で、年配の職員から心ない言葉（産休や育休の取得

を批判するような言葉）を受けた経験があり、職場の「休みづらい空気」や「周囲

への負担」に強い心理的障壁を感じている。（B：女性30代）

1-2 同僚への負い目による

取得のしづらさ

制度として産休や育休が存在していて、企業側

に取得を推奨されていても、同僚に迷惑をかける

ことを懸念して取得することに心理的負担が生ま

れている。

【インタビュー】育休制度を普及させるには、休む本人への支援だけでなく、その業

務をカバーする「周りの同僚」へ手当を出すなど、負担を軽減・評価する仕組みが

ないと本当の意味で使いやすくはならない（A：男性25~29歳）

【インタビュー】「若い頃に自分が育休・産休を取得している人の穴を埋めた苦労を

知っているからこそ、「今度は自分が迷惑をかける側になる」ことに申し訳ない気持

ちを感じてしまう」（B：女性25~29歳）

2. 産休・育休取得による女性のキャリア停滞や復職への不安

2-1 産休・育休によるキャリ

ア断絶への不安

キャリアを求める女性が約35%、出産を機に不本

意ながら働き方を変えた人は約16%に留まる。し

かし、インタビューを深掘りすると「本当は続けた

かったが両立は不可能だと思った」といった声が数

多く聞かれ、キャリア継続を望みながらも、様々

な事情から現状を受け入れざるを得なかった「潜

在的キャリア希望層」が存在することが伺える。

【インタビュー】子育てについて考えれば考えるほど、時間の喪失やキャリアの停滞が

思い浮かび論理的なメリットがみつからず産もうと思えない。（A：女性30代）

【インタビュー】派遣という雇用形態ゆえに、妊娠・育児期の時短や長期休業で契

約終了となる不安が大きい。（A：女性25~29歳）

2-2 産休・育休取得による

減収への不安

産休・育休をしやすい雰囲気や仕組みがあったと

しても、取得による減収と今後発生する子育て

費用を考えると取得することを躊躇うという意見

がある。

【インタビュー】産休・育休を取ると給与が減ってしまうというジレンマがあり、経済的

に不安を感じる（B：女性30代）

【インタビュー】子どもが生まれた場合、妻の収入が途絶えること、さらに子育て費

用が増えることが、現在の家計にとって「マイナス」となり、生活が成り立たないので

はないか（B：女性30代）
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課題の詳細｜夫婦のみ｜③子供を持つことによる経済的負担に漠然とした不安を抱える夫婦

総額が見えない将来の子育て費用への漠然とした不安に加え、不妊治療や出産そのものにかかる費用、さらに年

齢的な身体リスクも重なり、出産への経済的・心理的障壁となっている

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

3. 子育て費用の不透明さと、それに伴う将来設計の難しさ

No 課題詳細 概要 調査結果

3-1 現在の生活における余

裕のなさ

インタビューを通して、物価上昇などを背景に、現

在の夫婦二人だけの生活ですでに経済的余裕

がない実態が明らかになった。このため、今後子ど

ものための費用が追加でかかることに対し、生活

水準の維持が困難になる、という不安を抱えてい

る。

【インタビュー】月3万円の奨学金返済がなければ子どもを作っていた（B：男性

20代）

【インタビュー】 おむつやミルク等の乳幼児の消耗品や冬季の伝光熱費（4万円前

後）、ガソリン代など、必ず必要な支出が重い。（B：男性30代）

3-2 総額が見えないことによ

る漠然とした不安

インタビューでは、子育てに「具体的にいくら必要

なのか」をイメージできている人は少数派であった。

この「分からない」こと自体が不安を増幅させ、資

金計画を立てる以前に、漠然とした不安に思考

を支配されてしまっている実態が明らかになった。

【インタビュー】具体的な安心する収入ラインは定めにくく、漠然とした不安がある

（B：男性30代）

【インタビュー】具体的に子育て費用がどの程度かかるのか分からず漠然とした不

安がある（B：女性30代）

4. 出産時期の後ろ倒しに伴う妊娠・出産そのものへの経済的・心理的な不安

4-1 妊娠に至るまでの医療

費への不安

晩婚化・晩産化を背景に、そもそも妊娠に向けた

医療的サポートを必要とするケースは増加傾向に

ある。インタビューからは、実際に通院する当事者

が、高額になりがちな治療費に経済的負担を感

じている。

【インタビュー】健康上の問題から、通院しながら出産に向けて行動している状況で

ある（B：女性30代）

【インタビュー】不妊治療で通院しながら準備を進めており、評判の病院が中心部

に偏在して待ち時間が長い中、通院と仕事の両立、費用に大きな負担を感じて

いる（B：女性30代）
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施策の方向性｜夫婦のみ｜③子供を持つことによる経済的負担に漠然とした不安を抱える夫婦

家計、キャリア、住環境など、将来への複合的な不安を抱える夫婦像が明らかになった。経済的・社会的な障壁

を包括的に取り除くことで、安心して子どもを育てられる環境整備が求められる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

【夫】32歳, 市内食品メーカー ( 技術職 )、

年収500万円

【妻】31歳, サービス業 ( 事務職 ), 年収

350万円

賃貸 ( 2LDKマンション )

世帯年収850万円

結婚3年目、妻は31歳になり、子供が欲

しいと考え始めている、家計に余裕はなく、

妻の産休・育休による世帯収入の減少

と、将来の具体的な金額が見えない子

育て費用という「ダブルパンチ」が懸念され

る。 また、妻には、産休・育休取得によっ

て自身のキャリアが中断してしまうのでは

ないかという不安がある。年齢的に不妊

治療も視野に入れているが、それにかかる

費用やキャリアへの影響を考えると、キャ

リアとお金に関する漠然とした不安から

妊活に踏み切れないでいる。

※ 本資料の画像はAIにて作成

抱える課題 目指すべき姿 ( CSF ) 施策の方向性

夫婦の「継続的な育児参加」を

促す、実効性ある職場環境整備
性別問わず制度利用が可能であ

り、家事育児の偏りによるキャリア

断絶を懸念しなくてよい状態

男性が育休を取得しづらい職場

風土とそれに伴う女性への

育児負担の偏り

家事育児負担を軽減する社会的

サポートの選択肢拡充

子育て費用の不透明さと、それに

伴う将来設計の難しさ

将来見通しが立つ

ライフデザイン支援

必要な産後ケアや医療サービスに、

経済的・心理的負担なくアクセス

できる状態

出産時期の後ろ倒しに伴う妊娠・

出産そのものへの経済的・心理的

な不安
産むことを諦めないための妊娠出

産に向けた支援の拡充

子育ての現実的な収支が明確に

なり、将来の家計に見通しが立っ

ている状態

子育てvsキャリア構築という

二項対立の解消に向けた

職場環境の整備
産休・育休取得による女性のキャ

リア停滞や復職への不安

単に「休める」だけでなく、復帰後

も給与の高さや仕事の内容を重

視し職を選択できる状態
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施策の方向性｜夫婦のみ｜③子供を持つことによる経済的負担に漠然とした不安を抱える夫婦

出産に伴う女性のキャリア中断や漠然とした経済不安という課題に対し、育児負担の一方的な偏りを是正し、納

得のいくキャリアを選択できる環境を整備することが求められる。あわせて、経済的な不安を具体化し、将来の見

通しを立てられるよう後押しすることも重要である

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策の方向性 対応方針

夫婦の「継続的な育児参加」

を促す、実効性ある

職場環境整備

アンケート調査では、家事・育児の分担について女性の6割弱が「自分が非常に多い」と回答し、実際に出産・育児を機に働き方を

変えた女性も6割を超える。しかし、「男性の育休取得を推奨する雰囲気がある」と感じる人は23%に留まっている。単に制度を作る

だけでなく、男女が継続的に育児を分担しキャリアを諦めずに済むような、「実効性」を伴った職場環境の整備を推進することが求め

られる。

子育てvsキャリア構築という

二項対立の解消に向けた

職場環境の整備

アンケート調査では、キャリアを求める女性が約35%、出産を機に不本意ながら働き方を変えた人は約16%に留まる。しかし、インタ

ビューを深掘りすると「本当は続けたかったが両立は不可能だと思った」といった声が数多く聞かれ、キャリア継続を望みながらも、様々

な事情から現状を受け入れざるを得なかった「潜在的キャリア希望層」が存在することが伺える。「キャリアを諦めなくても子どもを持て

る」という選択肢を社会の標準として用意し、誰もが納得感を持って自身のキャリアを選択できる環境を整えることが求められる。

家事育児負担を軽減する社会

的サポートの選択肢拡充

アンケート調査では約2割が「配偶者以外に気軽に頼れる人がほとんどいない」と回答しており、インタビューでも、親や友人がいても

「実家が遠方」などの理由で、急な子どもの発熱時の看病や日常の家事といった物理的なサポートを頼めない実態が明らかになった。

このサポートの欠如と上記の男性が育休取得を推奨する雰囲気が醸成されていない状況は、女性への一方的な負担に直結し、キャ

リアの継続を断念させる原因となっている。家事代行やベビーシッターといった社会的なサービスの選択肢を増やすことが求められる

将来見通しが立つ

ライフデザイン支援

アンケート調査では、出産に対する障壁として約3割が「経済的見通しが立たないこと」を挙げている。しかし、インタビューでは多くの人

が将来の費用を具体的に把握しているわけではなく、漠然とした不安に支配されている実態が明らかになった。漠然とした不安が、本

来管理可能であったかもしれない経済的課題を、出産を遅らせるほどの心理的障壁へと変えてしまっていることが伺える。したがって、

子どもを持った後の生活や金銭面への解像度を高め、漠然とした不安を実行可能な計画へと転換させるための支援が求められる。

産むことを諦めないための

妊娠出産に向けた支援の拡充

インタビューでは女性のキャリア志向や、経済不安による共働き前提の考えから、出産検討の時期が遅くなり結果的に不妊治療等に

費用がかかり負担を抱えていることがわかった。出産に至るまでの不妊治療などの費用支援を拡充することで、金銭的理由から出産

を遅らせる・諦める層を減らす取組が求められる。
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施策の方向性｜③子供を持つことによる経済的負担に漠然とした不安を抱える夫婦

「さっぽろ未来創生プラン」が示す各施策を、育休取得や意識啓発といった点の支援に留めず、継続的な育児参

加やキャリア形成を線で支える、より実効性の高いものへと深化させることが求められる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策方向性 現状 ※ 「さっぽろ未来創生プラン3期」参照
対応方針

新設 維持 改善

夫婦の「継続的な育児参加」

を促す、実効性ある

職場環境整備

現在、男性の育児参加を推進する施策として男性の育児取得を推進する企業に対する実利上のメ

リット提示や父親への意識改革などが進んでおり高く評価できる。（ワークライフバランスに取り組む企

業への支援、父親による子育て推進事業）今後は、育休取得にとどまらず継続して育児に取り組め

る環境整備（残業の削減や多様な働き方の運用など）を行う企業への支援や意識改革に加え育

児・家事の具体的な知識の習得支援へと支援をシフトすることで「出産直後の一時的な育児参加」

から「継続的な育児参加」へ焦点を当てた支援への移行検討が必要ではないか。

- - ◎

子育てvsキャリア構築という

二項対立の解消に向けた

職場環境の整備

さっぽろ未来創生プランが掲げる「ワークライフバランスに取り組む企業への支援」では、子育て中の女性

や結婚・出産後も働き続けることを希望する女性をターゲットとした女性向け就労支援窓口を設置す

るなど、個人に対する支援も手厚い。在宅ワークなど両立のしやすさという観点からの就職支援に加え、

スキルやこれまでのキャリアを生かした就職支援という側面での支援の拡充が必要とされているのではな

いか。

- - 〇

家事育児負担を軽減する

社会的サポートの選択肢拡充

さっぽろ未来創生プランが掲げる「孤育てを防ぐ地域の子育て支援」は、子育ての援助を受けたい人と

援助したい人が会員組織をつくり地域全体で子育てを行うなど、女性の負担を軽減させる策として高く

評価できる。改善点として、自身の子どもを地域に預けることに対する罪悪感を払拭する仕掛けを行

い、利用率を更に高める工夫が必要とされている。

- - 〇

将来見通しが立つ

ライフデザイン支援

さっぽろ未来創生プランが掲げる「ライフデザイン意識の向上」が存在している。一方で、若者が抱えるの

は、子育て費用など将来コストへの漠然とした経済不安であり、意識の啓発だけでは払拭が難しい。

本来は、夫婦の家事負担と家計を可視化し、その不安を具体的な計画へと転換させる現実的方法

も必要。

- - ◎

産むことを諦めないための妊

娠出産に向けた支援の拡充

さっぽろ未来創生プランでは不妊治療への助成について記載があり、この点は評価できる。「切れ目の

ない支援」という理念から見れば、妊娠を望む全ての人の経済負担を包括的に支える必要性はあるが、

現実的な部分も踏まえたうえで広範な対象への拡充や現在設定している回数制限が妥当性について

今後検討が必要である。現状は、維持と評価。

- 〇 -

※ ◎ … 特に注力すべき施策の方向性
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・ 夫婦のみ

・ 第一子誕生

・ 第二子誕生以降

・ 道外転出者

・ 有識者インタビュー
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課題の全体像｜第一子誕生｜④家事・育児の役割分担、仕事との両立に悩む母親

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

育休の連続取得に伴う職場・心理的コスト
1

2
晩産化・高齢出産リスクによる時間的圧力と過剰不安

4
育休復帰後の制度的硬直性と現実ギャップ

3
第一子育児期の孤立と「二人目を持つ先行き」の見えなさ

子供一人の世帯は、経済的障壁のみならず、第一子育児期の育休・孤立・過酷な両立経験、高齢出産になる

不安から否定的な意識が募り、二人目の子供を持つ意思決定を阻む要因になっている

第二子の出産にあたり、抵抗なく育休を再取得することへの職場風土が醸成されていない。

育休後の職場復帰後に不安なくキャリアを継続できる環境も整っていない。

「高齢出産」に関する正確な情報やデータに触れる機会がなく、過剰に高リスクのイメージが先行している。

第一子を育児中の母親は、職場復帰すると、二人目の子供を持つ日常を知る機会が持てない。

行政の支援は、使ってみて初めて価値がわかる構造になっており、第二子を持った生活の見通しが立てられない。

保育サービスの不足ではなく、保育園入園から職場復帰までの制度そのものの在り方が、

親の負担を生んでいる可能性が高い。
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課題の詳細｜第一子誕生｜④家事・育児の役割分担、仕事との両立に悩む母親

二人目の子供を望んでも、育休の再取得に伴う職場への遠慮やキャリア不安で決断が遅れ、晩婚・晩産化によ

る「高齢出産」の不安に情報不足も重なり、決断までの検討期間が狭まっている

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

1.  育休の連続取得に伴う職場・心理的コスト

No 課題詳細 概要 調査結果

1-1 育休連続取得への職

場的・心理的ハードル

2025年4月から国による従業員300人超の企業

への育休公表の義務化が始まったばかりであり、

中小企業・実態レベルでの文化変容は、これから

であることが、課題の深刻さを維持させている。

【アンケート】非複数子世帯の「54.0%」が、「もう一人子どもを持つことを考えた場

合、経済的な不安が最も影響する」と回答。但し、年収400～600万円以上では

経済影響が急激に低下し、「経済以外の壁」の存在を示唆する。

【インタビュー】一人目の子供を出産後、より二人目が欲しい気持ちが強まったが、

職場での育休連続取得への遠慮や、復帰後すぐの再産休取得への心理的ハー

ドルを感じている。復帰後どの程度働いたら、また産休の取得が許されるのかと考

えてしまう（C：女性30代）

1-2 育休・職場復帰のタイミ

ングを巡る板挟み状態

早く職場復帰しなくては迷惑が掛かるという育休

再取得への「職場への遠慮」と、出産が遅れると

リスクが増すという「高齢出産への不安」が、同

時に時間的プレッシャーとなり、決断を先送りにす

る構造を生んでいる。

【インタビュー】入社5～6年目の仕事が最も楽しく勢いに乗る時期に出産・育休が

重なることへの抵抗感があった。キャリアを優先した結果、第一子出産が30代半

ばとなり、その後の不妊治療の難易度や第二子への意欲に大きく影響した（C：

女性40代）

【インタビュー】 あまり間を空けると高齢出産になってしまうことに不安を感じており、

板挟みの感情がある（C：女性30代）

2.  晩産化・高齢出産リスクによる時間的圧力と過剰不安

2-1 「高齢出産」という言葉

が与える心理的障壁

確率やデータによる医療的な事実ではなく、高齢

出産という言葉のイメージと周囲の「高齢出産は

大変」という声が、実際のリスク以上に作用して

いる可能性がある。

【インタビュー】高齢出産で第一子を産むことが、第二子を持つことをためらう理由と

なっている。自身の健康不安、障害児の確率が上がるという不安がある（C：女

性40代）

【インタビュー】病院のカルテに大きく『高齢出産』と記載されることや、その言葉が持

つ「リスク」「もう遅い」というイメージが第二子を諦める要因の一つになっている。

もっとポジティブ、あるいはフラットな表現に変更されることで、心理的なハードルが下

がる可能性はあるのではないか」（C：女性40代）

2-2 不妊治療を含む妊活に

必要な情報と経済的な

余力不足

晩産化が進む中で不妊治療を経由して第一子

を産む世帯が増加しており、そのまま第二子に向

かうための情報や経済的余力、また時間間的な

サポートが構造的に不足している。

【インタビュー】妊婦健診の補助が回数券方式のため、早産や管理入院、不妊治

療からの移行タイミングによって受診券が余ったり、足りなくなって自己負担が増え

たりする。回数ではなく、実際にかかった健診費用に対して一定額まで補填するよ

うな、柔軟な運用を望んでいる（C：女性40代）
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課題の詳細｜第一子誕生｜④家事・育児の役割分担、仕事との両立に悩む母親

第一子を育児中の母親は、職場復職後コミュニティが縮小し、想像以上に過酷な生活を実感することで、二人目

の生活像を描く余裕がなくなり、第二子の判断を先送りしがちである

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

3.  第一子育児期の孤立と「二人目を持つ先行き」の見えなさ

No 課題詳細 概要 調査結果

3-1 仕事復帰後の育児コ

ミュニティの断絶

保育園入園＝フルタイム復帰という流れの中で、

第一子育児期の親が横のつながりを築く時間・

機会が構造的に消失している。孤立した育児体

験が否定的な印象を強める。

【インタビュー】コロナ禍の影響や働くママが多くなっていることから、保育園の送り迎

えでも、他の親と雑談する機会がほとんどない。地域の保健センターの交流会も

平日のみ・0歳児向けなど期間が限定的で、仕事復帰後に気軽に悩みを共有で

きるコミュニティが築けないことに寂しさを感じている（C：女性40代）

3-2 行政の「産後に使って

初めてわかる」情報到

達の遅さ

希望と行動の乖離は経済的障壁ではなく、「育

児の大変さへの先入観」と「実現できないという

諦め」に起因している可能性が高い。

【インタビュー】SNSではネガティブな話題が炎上しやすく、育児に対して「大変そう」

「無理」という先入観が若い世代に植えつけられている現状を懸念している（C：

女性40代）

【アンケート】29歳以下、既婚（非複数子）のうち「できれば欲しい」「ぜひ欲しい」

と二子以上の希望を持つ割合は高い（特に女性では、既婚非複数子世帯で約

3/4が2人以上希望）。意向はあるが実現しない構造を示唆している。

3-3 SNSで広まる「育児は

大変」という過剰ネガ

ティブ情報

支援情報が「第一子を持つ前」「第一子育児の

初期」に届くよう設計されていれば、育児の見通

しが立ちやすくなり、第二子判断が前倒しになる

可能性がある。

【インタビュー】行政のサポートは、産前より産後に実際に利用してみてそのありがた

みを感じる（二人目出産の判断には好影響を与えている）」（C：女性40代）

【インタビュー】札幌市の公式サイト、子育て支援専用サイト、各区保健センターの

情報などが分散しており、非常に使いにくい（C：女性40代）

4. 育休復帰後の制度的硬直性と現実ギャップ

4-1 「慣らし保育明けに即フ

ルタイム復帰」という制

度的な硬直

「復帰後の現実が予想より過酷だった」という体

験は、二人目が生まれた後の生活への否定的な

シミュレーションに直結する。復帰直後の体験が

家族計画の判断に強く影響を与えている。

【インタビュー】札幌市は、保育園入園から職場復帰までの猶予が二週間と非常

に短い（他市では1～2ケ月の例もある）。慣らし保育が終わるのと同時にフルタ

イム復帰を強いられるため、親子ともに余裕がなく、制度の柔軟性を強く求めてい

る（C：女性40代）

4-2 「制度はあるが機能しな

い」在宅勤務、訪問型

サポートの不足

現実には、「在宅勤務×育児」という形が機能し

ておらず、訪問型サポートとのセットの整備が、仕

事と育児・家事を両立できる実感に直結する。

【インタビュー】制度として在宅勤務は認められているが、実際には具合の悪い子供

を抱えながらの仕事は至難の業。リモートワークを後押しするだけでなく、その間の

実質的なケアがセットでなければ両立は厳しい（C：女性40代）

【インタビュー】病児保育施設は慣れない場所に病気の子どもを預ける心理的、物

理的にハードルが高い。保育士や助産師といった有資格者が自宅に来て、家事や

育児を補助してくれる民間サービスへの利用助成を求めている（C:女性40代）
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施策の方向性｜第一子誕生｜④家事・育児の役割分担、仕事との両立に悩む母親

二人目の子供を持つ意思決定には、経済的負担の緩和だけでなく、職場の風土・制度、高齢出産に関する正し

い情報、産休明けの職場復帰した後の生活を見通せる施策が求められる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

【夫】40歳, 教員, 年収550万円

【妻】37歳, 市内の総合病院 ( 看護

師・時短勤務 ), 年収400万円

【子】3歳 ( 保育園児 )

分譲 ( 市内の3LDKマンション )

世帯年収950万円

道内の大学看護学部を卒業後、現在

の病院に就職。32歳で結婚し、34歳で

第一子 ( 現在3歳 ) を出産。1年間の

育休を経て時短勤務で復職した。夫は

協力的だが仕事が多忙で不在がち、

両親も遠方のため頼れないワンオペで

育児している状態である。仕事と育児

の両立に日々奮闘しており、心身とも

に余裕がない。理想は子供二人だが、

今の状況では難しいと感じている。

※ 本資料の画像はAIにて作成

抱える課題 目指すべき姿 ( CSF ) 施策の方向性

育休連続取得に伴う

職場・心理的コスト

「育休は一度きり」から「育休は

何度でも当然取れる」への

職場文化の転換

育休を再取得したいと思ったと

きに、職場の空気や制度の壁

を気にせず、そのタイミングで

判断できている状態

晩産化・高齢出産リスクによる

時間的圧力と過剰不安

第一子育児の中で「二人目を

持った先輩の日常」が自然に

届き、具体的な見通しを持って

判断できている状態

第一子育児期の孤立と

「二人目を持つ先行き」の

見えなさ

第一子育児中に「二人目を持

つ先行き」を体験・想像できる

機会の設計

育休復帰後の制度的

硬直性と現実ギャップ

「高齢出産＝リスク」という

過剰不安から「正確なデータに

基づく自己決定」への転換

高齢出産リスクに関する正確

な情報が届き、過剰な不安な

く年齢と向き合って家族計画を

立てられている状態

育休復帰後の「制度の崖」と

孤立を解消する緩衝期間と訪

問型サポートの整備

育休復帰後の生活が想定の

範囲に収まり、「これなら二人

目もなんとかなる」という実感を

持てている状態
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施策の方向性｜第一子誕生｜④家事・育児の役割分担、仕事との両立に悩む母親

一人目の子供の育児経験が、二人目の子供を検討するときの判断に強い影響を与えるため、職場文化の転換、

および制度の見直しで、子育ての負担を軽減する施策が求められる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策の方向性 対応方針

「育休は一度きり」から

「育休は何度でも当然取れる」

への職場文化の転換

• 育休を再取得するときの「職場への遠慮」は、制度の欠如ではなく職場文化の問題であるため、ワークライフバラン

スplus認証に「連続取得対応」の実績ステップを追加し、育休の連続取得に対応している企業を認定・公表し、

対応していない企業が採用市場で不利になるような施策が良いのではないか。

• また、育休取得者の代替要員の確保は、中小企業にとって実務的な障壁であり、行政が第二子の育休に上乗

せ助成することで、企業の障壁を下げることが考えられる。

「高齢出産＝リスク」という

過剰不安から「正確なデータに

基づく自己決定」への転換

• 30代後半～40代での出産は、統計上一定のリスクがあることは事実だが、現代医療の水準下でのリスクの実態

値と、「高齢出産＝リスク」というイメージの間には大きなギャップがあるのではないか。

• SNSや口コミ情報が、高齢出産の大変さを増幅する中で、中立的立場から出産を後押しするデータを届けられる

のは行政の強みを生かし、行政が年齢別出産リスクの実数や事例等の正確な情報やデータを発信する。

第一子育児中に「二人目を持

つ先行き」を体験・想像できる

機会の設計

• アンケートで希望する子供の数を聞くと、既婚・非複数子世帯の多くが2人以上を希望しており、意向と実現の間

の障壁がある。

• 第一子を育児している適切なタイミングに、複数子世帯の日常と利用可能な支援情報が、先回りで届く仕組み

を作ることで、二人目の子供を持つ判断すべき時期が過ぎる前に意思決定を後押しできるではないだろうか。

育休復帰後の「制度の崖」と

孤立を解消する緩衝期間と

訪問型サポートの整備

• 第一子の育休復帰直後は、制度的に最も負荷が集中し、この時期に想定より過酷だったという体験が蓄積する

と、二人目が生まれた後の生活イメージが否定的になる。一方、復帰後の生活が想定の範囲に収まった世帯で

は、二人目への意欲が維持されていることがインタビューで確認されている。

• 他都市で1～2ヶ月の緩衝期間が設けられている事例を踏まえれば、行政の意思決定により期間を変えることが

できるのはないだろうか。

• 訪問型の育児・家事サポートは、民間サービスは価格の高さから第一子世帯の多くが利用できていない。「自宅に

有資格者が来て育児を補助してくれる民間サービスへの助成を強く求めている」というインタビューの声は、施設型

サポートへの補完として、訪問型サポートを行政が支援することへの強い需要を示している。
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施策の方向性｜④家事・育児の役割分担、仕事との両立に悩む母親

第三期プランは、「第一子育児の充実」を全般的に想定しているが、「第一子から第二子への移行障壁」という特

定の課題局面を対象にした施策設計はない。特に「高齢出産への過剰不安」と「育休復帰後の制度の崖」はプラ

ンの想定外であり、新規性の高い領域である

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策方向性 現状 ※ 「さっぽろ未来創生プラン3期」参照
対応方針

新設 維持 改善

「育休は一度きり」から「育休

は何度でも当然取れる」への

職場文化の転換

第3期プランは、ワークライフバランスplus認証・育休取得者への企業助成・女性活躍推進を

想定済みである。ただしプランが対象とするのは「育休を（初めて）取りやすい職場文化づく

り」であり、「育休の連続取得」「復帰後の再取得への遠慮解消」という第一子特有の課題に

は踏み込んでいない。施策の対象を「連続取得・再取得」に絞り込む設計が、新規の方向性

である。

- - 〇

「高齢出産＝リスク」という過

剰不安から「正確なデータに

基づく自己決定」への転換

第3期のプランには、「晩産化」の問題認識および「高齢出産への過剰不安を解消する情報発

信」という視点は見当たらない。子育て支援全般のポジティブ発信（「子育て等の魅力の発

信」）はあるが、「30代後半・40代の出産に関するリアルで正確なデータの提供」という具体的

な内容は想定されておらず、新規の施策方向性である。

〇 - -

第一子育児中に「二人目を

持つ先行き」を体験・想像でき

る機会の設計

第3期プランは、「さっぽろ子育て情報サイト・アプリの利便性向上」「子育て等の魅力の発信

（子どもや子育ての良さ・喜びを幅広い世代で共有）」を想定しており、方向性の重なりはあ

る。しかし、プランの対象は子育て世帯全般への情報提供であり、「第一子世帯という特定ター

ゲットに、育休復帰というタイミングで、二人目を持つ具体的な先行きを先回りで届ける」という

設計の意図性と対象絞り込みが新規の方向性である。

- - 〇

育休復帰後の「制度の崖」と

孤立を解消する緩衝期間と

訪問型サポートの整備

第3期プランは、「病後児デイサービス事業・一時預かり事業の拡充」「区保育・子育て支援セ

ンターの運営」を想定しているが、これらはいずれも施設型サポートの充実である。

「育休復帰直後の段階的復帰」「訪問型サポートへの補助」「制度の崖を緩和する緩衝設計」

という視点はプランに存在せず、新規の方向性である。

〇 - -

※ ◎ … 特に注力すべき施策の方向性
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・ 独身継続 ( 男性 )

・ 独身継続 ( 女性 )

・ 夫婦のみ

・ 第一子誕生

・ 第二子誕生以降

・ 道外転出者

・ 有識者インタビュー
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課題の全体像｜第二子誕生以降｜⑤今後の経済的不安を抱きつつ、共働きでどうにかやりくりして生活している夫婦

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

子ども数に比例し累積される家計圧力
1

2
複数子育児による共働き継続の困難化

4
複数子により加速化する母親の育児ワンオペ化

3
複数子のニーズに対応できない育児サポート体制

複数子世帯が子育てで抱えている課題は、それぞれ独立しているものではなく、複数子の子育てに対する職場の

柔軟性不足と育児サポート体制の弱さが、共働きの断念と育児のワンオペ化の要因となり、さらに経済的負担が

悪化するといった、互いに連鎖・増幅し合う構造的スパイラルを形成している

子どもの数が増えるにつれて食費・生活費・教育費が多方面で累積的に増大し、次の出産意思を経済面から抑制する。

非複数子世帯との比較により、その増大が子ども数に連動する構造的なものであることが確認された。

子どもが一人から複数に増えることで保育・緊急対応の必要頻度と複雑さが倍増するが、

保育制度・病児保育・行政情報のいずれも複数子世帯の実態に即した設計になっていない。

子どもが増えるほど突発的な欠勤・育児対応の頻度が増し、正規雇用の維持が構造的に難しくなる。

一人目では成立していた共働きが、二人目・三人目を機に崩れる事例がインタビューで繰り返し確認された。

家事・育児の妻への偏在は一人目の段階から存在するが、子どもが増えるほどその絶対量が増加し、一人では限界を超える。

ワンオペの限界到達が追加出産意欲を消失させる点が、複数子固有の問題として確認された。



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

●

80

課題の詳細｜第二子誕生以降｜⑤今後の経済的不安を抱きつつ、共働きでどうにかやりくりして生活している夫婦

複数子世帯は、子どもが増えるほど削りにくい食費・教育費などの負担が増し、育児や緊急対応で時間も逼迫し、

支援情報を取得することまで負担化する

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

1. 子ども数に比例し累積される家計圧力

No 課題詳細 概要 調査結果

1-1 子ども数と連動して増

大する食費・教育費

複数子になるほど食費・教育費が顕著に増大し、

削減しにくい性質ゆえに負担意識が高まる

【アンケート】複数子世帯では、食費（54.0%）、学校教育費（25.7%）、学

校外教育費（26.2%）への負担意識が非複数子世帯を上回る

【インタビュー】子供が3人になると食費がすごく増えたと実感。大型車 ( 全員チャ

イルドシート対応 ) が必須で購入・維持費も家計を直撃した ( D:女性30代 )

1-2 年収が上がるほど顕在

化する教育費への不安

年収層によって性質が異なり、低年収では基本

支出への不安が先行し、高年収では学校外教

育費への投資意欲が高い分だけ不安も増大する。

【アンケート】9割近くの子育て世帯が将来の教育費を心配と回答

【アンケート】学校外教育費への負担意識は、年収800万円以上の複数子世帯

で顕著に上昇する

1-3 低年収層で急増する

「次の子」への経済的

不安

複数子か否かの分岐は主に世帯年収400～600

万円未満の層に存在する。

【アンケート】世帯年収400-600万円未満を境に複数子の割合が増加。200-

400万円未満では、子ども1人が「52.7%」と多数を占める

【アンケート】複数子世帯で「もう一人産む場合の経済的不安が判断を左右す

る」割合は、年収600万円未満で66%超

2. 複数子のニーズに対応できない育児サポートサービス

2-1 兄弟を同じ保育園に通

わせられないリスク

兄弟を別の園に通わせることによる送迎負担の増

大が、複数子世帯の時間的余裕をさらに削る。

【インタビュー】保育園入園の点数制・空き状況の不安定さが、兄弟同時入所へ

の不確実性を生む。兄弟が別々の保育園になった人もいた」（D：男性30代）

【インタビュー】認定こども園へ転園を決めたが、第二子が同じ園に入れるかどうか

不安があり、情報収集と調整で乗り切った（D：男性30代）

2-2 子どもが増えるほど頻度

が上がる緊急時対応

複数子世帯では子どもの突発的な体調不良の

頻度が高まるが、緊急対応サービスは実際には使

いづらい状態にある。

【インタビュー】ファミサポは、手続きが煩雑でマッチング・相性問題があり、登録した

が活用できず、結局親族に頼ることが多かった（D：女性40代）

【インタビュー】産後ケアは情報があっても、妊娠中・産後は思った以上にメンタル・

体力の負荷があり、予約・利用まで至らないことが多い（D：女性40代）

2-3 育児の渦中にある行政

情報の取得負担

育児が忙しい中、自ら情報を取りにいかないと行

政による支援情報を見つけられない。

【インタビュー】行政サービスや支援情報が、「自分から調べないと得られない」「プッ

シュ型で届かない」と感じている（D・C 複数名）
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課題の詳細｜第二子誕生以降｜⑤今後の経済的不安を抱きつつ、共働きでどうにかやりくりして生活している夫婦

子育て時間の増加で共働きが難しくなり、その結果、世帯収入が伸びず負担だけが増える悪循環に陥る。その中

で育児・家事の負担は母親に偏り、複数子ではワンオペ育児が限界に達してしまう

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

3. 複数子育児による共働き継続の困難化

No 課題詳細 概要 調査結果

3-1 複数子の突発的育児

対応が正規雇用の継

続を阻む

複数子になると子どもの体調不良・学校行事が

重複して突発的な欠勤が増加し、正規雇用では

対応しきれなくなる場面が増える。

【アンケート】共働きは全体の7割超だが、高所得の複数子世帯では「正規＋非正

規」の組み合わせが最も多い（非複数子は、双方正規が多い）

【インタビュー】二人目育休復帰後の職場は、子育てとの両立に理解がなく、休み

づらい雰囲気があった。それもあってパートにした（D：女性30代）

3-2 「いつでも戻れる」雇用

の安心感が二人目以

降の出産を後押し

職場の理解・柔軟性が、複数子出産の意思決

定に直接的な影響を与えることがインタビューから

明確に示されている。

【インタビュー】職場の理解が得られれば、もっとフルタイムで働けたかもしれないと

強く感じる（D：女性30代）

【インタビュー】夫婦とも公務員で育休の柔軟性が高く、子育てのハードルを下げた

（D：男性30代）

3-3 二人目以降の育休・産

休取得に集中する心理

的ハードル

育休の連続取得や、復帰後短期間で産休取得

することに強い心理的ハードルを感じるという声が

インタビューから複数確認されている。

【インタビュー】育休復帰後、「どの程度働いたら再び産休を取ってよいのか…」とい

う板挟みの感情がある（C：女性）

【インタビュー】あまり間を空けると高齢出産になってしまうという焦りもあり、二方向

から追い詰められる（C：女性）

4. 複数子により加速化する母親の育児ワンオペ化

4-1 子どもが増えるほど妻へ

の家事・育児負担が増

大

子供が増えても夫の仕事での拘束時間は変わら

ず、子供が増えた分だけ妻の家事・育児の負担

が増える。夫が自主的に動くわけではないので、

依頼するのも心理的負担となっている。

【インタビュー】家事・育児の分担は、体感7:3から8:2で妻の負担が多い（D：男

性30代・複数インタビューで共通）

【インタビュー】 夫の激務で平日はワンオペが基本。保育園の職場仲間や子育て

サロンが精神的な支えになっていた（D：女性30代）

4-2 複数子ワンオペの限界

到達

ワンオペ状態の経験が、追加出産の意欲を消失

させる要因の一つとなっている。

【インタビュー】夫の協力がない中での子供2人ワンオペは想像以上に壮絶だった。

さらに妊娠が判明し、パートへの切り替えを決断した（D：女性30代）

【インタビュー】業務量が多い職場との兼務で、子ども2人ワンオペで家も荒れてい

た。その時は子どもをもう一人なんて考えられなかった（D：女性30代）

4-3 近居の祖父母がいるか

どうかが複数子出産の

安心条件

近居の祖父母がいる世帯とそうでない世帯の間

に、複数子出産のハードルに大きな格差が生じて

いる。

【インタビュー】祖父母が近くに住んでおり、突発的な対応での心理的安心感が大

きかった（D：男性30代）

【インタビュー】高齢のため雪道の送り迎えまでは頼めなかった。現役で働いているた

め日常的なサポートはほぼない（D：女性40代）
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施策の方向性｜第二子誕生以降｜⑤今後の経済的不安を抱きつつ、共働きでどうにかやりくりして生活している夫婦

そのため、複数の子供がいる世帯では、子どもが増えることによって負担が増える食費や教育費への支援を拡充す

ることで悪循環を弱め、さらに、男性の育児参加を実現させるための仕組の検討と、複数子を想定した保育サービ

ス拡充で母親の時間的余裕を施策とすることが望ましいと思われる

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

【夫】39歳, ITエンジニア,年収600万円

【妻】38歳, メーカー ( 事務職・時短勤

務 )、年収380万円

【子】7歳( 小学生 ),  3歳( 保育園児 )

分譲 ( 市内の3LDKマンション )

世帯年収980万円

夫婦ともに札幌近郊出身。夫は転職

で年収が上がったことを機に結婚。共

働きで住宅ローンを返済しながら、7歳

と3歳の子供を育てている。

夫は育児に協力的なつもりだが、平日

は妻がワンオペ状態。保育料無償化や

医療費助成に助けられつつも、日々の

食費や冬の光熱費、将来の教育費を

考えると常に不安がつきまとう。NISAな

どで必死に資産形成をしているが、生

活はギリギリである。

抱える課題 目指すべき姿 ( CSF ) 施策の方向性

子ども数に比例し

累積される家計圧力

食・教育に対する

経済的支援の拡充

子どもが増えるほど受けられる支

援も増え、家計が安定して維持で

きている状態

複数子のニーズに対応できない

育児サポートサービス

育児の社会化による

公的サポートネットワークの

基盤整備

子どもが増えても保育・緊急対応

が確実・迅速に機能している状態

複数子育児による

共働き継続の困難化

複数子を持つ親が就労形態を落

とさず育児と仕事を両立できてい

る状態

複数子により加速化する

母親の育児ワンオペ化

「制度の整備」から

「制度が実際に使われる

職場文化」への転換

育児負担が夫婦・地域で分散さ

れ、母親が育児の限界に達してい

ない状態

「一子想定」から

「複数子標準」への

保育サービス再設計

※ 本資料の画像はAIにて作成

※ 本資料の画像はAIにて作成
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施策の方向性｜第二子誕生以降｜⑤今後の経済的不安を抱きつつ、共働きでどうにかやりくりして生活している夫婦

これまでの子育て支援策は、複数子の子育てによる課題に直面している母親への支援が少ない。課題の悪循環

を断ち切るためには、 「経済支援 × 職場改革 × サポート体制整備」を統合した多層的な施策のアプローチが不

可欠である

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策の方向性 対応方針

食・教育に対する

経済的支援の拡充

• 児童手当や第2子以降の保育料無償化は、アンケートおよびインタビューで「家計の生命線」「これがなければもっと苦しかった」と高く評価

されており、既存施策として確実に機能している。
• 一方で、アンケートでは、複数子世帯において特に食費と学校外教育費への負担意識が高く、インタビューでは「児童手当だけでは不足」

「物価・光熱費高騰も重なり家計が苦しい」という声が確認された。この2項目は、子ども数に比例して増大するにもかかわらず、既存の給

付対象外である。
• 行政としては、これら既存給付の「穴」を埋める形で、子どもが増えるほど増加する費用に対する支援拡充だと思われる。

「制度の整備」から

「制度が実際に使われる

職場文化」への転換

• 国・市ともにワークライフバランス改善や育休取得促進に向けた企業への働きかけを既に実施しているが、アンケートでは「残業短縮や休暇

取得に関する企業への働きかけ」への満足度は最も低い施策となっている。

• 市内企業の総務担当者によれば、周囲への遠慮・上司の固定観念・育休中の所得低下などを理由に、育休・時短等の制度は整備さ

れていても利用しにく実態があるという。また、有識者は、ワークライフバランスの各種認証制度も取得していても、実態が伴っていない可

能性を指摘している。一方で、インタビューでは、雇用の安心感が複数子を後押しすることが示されている。

• 行政としては、「働きかけ」という間接的アプローチから、認証取得と実態調査をセットで運用することで企業に行動改革を促すアプローチへ

の転換が必要となる。

「一子想定」から

「複数子標準」への

保育サービス再設計

• 保育料補助・子どもの医療費補助・各種手当は、アンケートで評価が高い既存施策となっており支援策として機能している。

• しかし、インタビューでは、「兄弟で別々の保育園になった」「ファミサポに登録したが使えなかった」「情報はプッシュ型で届かない」という声

が複数の対象者から共通して聞かれた。これらは、保育サービスの設計に問題がある。

• 複数子になると子どもの病気が連鎖しやすい、別々の保育園への送迎の必要性が生じる、複数子分の手続きが必要になる。など、現在

の保育サービスは、複数子世帯には利用しにくい点が残る。

• 行政が取り組むべきは、経済支援に加えて、複数子を標準として機能するサービスへと転換することである。

育児の社会化による

公的サポートネットワークの

基盤整備

• 家事育児支援サービス補助や住宅面の配慮は既存施策として存在しているが、アンケートでの評価は限定的である。インタビューでは、「子

ども2人ワンオペは想像以上に壮絶だった。」とあったように、複数子でのワンオペは限界であることが指摘されている。

• 有識者からは子どもが増えるほど塾・習い事の送迎負担が増大するという指摘があり、特に札幌では冬季の積雪により車での送迎が必

須となるため除雪・悪路走行の身体的負担が加わり深刻さが増す。

• 一方、インタビューでは近居の祖父母がいる世帯とそうでない世帯の間に複数子出産のハードルに大きな格差があるとの声があった。

• 行政としては、育児を家族・親族だけでなく地域・サービスが担える「社会化」の基盤整備が必要である。

< Confidential >
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施策の方向性｜第二子誕生以降｜⑤今後の経済的不安を抱きつつ、共働きでどうにかやりくりして生活している夫婦

第三期プランには、複数子に特化した施策の方向性は確認できない。合計特殊出生率が1.0を切っている状況に

おいては、複数子世帯への支援の優先度は低いと考えられるが、複数子世帯が無理なく子育てができる環境整

備をすることで、複数子世帯が減少による少子化リスクが高まることを考慮し、個別施策を検討する必要がある

施策方向性 現状 ※ 「さっぽろ未来創生プラン3期」参照
対応方針

新設 維持 改善

食・教育に対する

経済的支援の拡充

第三期プランには、「子育て世帯の経済的負担の軽減」として医療費助成・ひとり親支援・給食提供の在り

方検討が記載されている。しかしこれらはすべて一律型の軽減策であり、「子どもが増えるほど受けられる支

援も増える」という子ども数に比例した設計ではなく、また、複数子世帯の家計を圧迫している費用に対する

支援ではない。先進的な施策の方向性とはなるが、複数子への阻害要因を軽減する効果が見込まれる。

〇 - -

「制度の整備」から

「制度が実際に使われる

職場文化」への転換

第三期プランはワークライフバランスを実現するための認証制度や、育児休業取得者への企業助成、女性

活躍推進セミナーを明示的に記載しており、「職場における両立支援の充実」は施策の方向性として確認で

きる。しかし、制度を作っても実態が伴っていないという課題に踏み込んだ記載はなく、実態まで踏み込んだ

施策とすることで、ワークライフバランスを実感できる複数子世帯が増える可能性が高まる。

- - 〇

「一子想定」から

「複数子標準」への

保育サービス再設計

第三期プランは「病後児デイサービス事業・一時預かり事業の拡充」「区保育・子育て支援センター（ちあふ

る）の運営」を記載しており、サポート体制の充実は方向性として確認できる。

ただし、プランが想定しているのは「保育サービス全般の充実・拡充」であり、「現行体制が一子を想定した

サービス設計となっていることが複数子世帯に障壁を生んでいる」という課題への対応は見えない。

- - 〇

育児の社会化による

公的サポートネットワークの

基盤整備

第三期プランは「孤育て防止」「子育てサロン（ちあふる）の運営」「子育て経験者による家庭訪問」「ファミ

サポによる病児・病後児預かりの利用料補助」を記載しており、「育児を地域で支える」という施策の方向性

は確認できる。しかし、複数子世帯では、それらサービスを受けるための、移動（特に冬期間）に時間的負

担を感じていたり、サービス自体が受けにくく親の祖父母を頼っているのが実態である。安心かつ利便性の高

い事業を組み込んでいく必要がある。

- - 〇

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性
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課題の全体像｜道外転出者｜⑥ 将来は札幌で結婚・子育てしたいと考えている独身者

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

首都圏のキャリア人材が札幌Uターンを検討する際、年収とキャリアの後退懸念に加え、転職活動の費用負担、

そして、必要な情報に辿り着けない探索コストの高さが、具体的な行動を阻む大きな障壁となっている

キャリアの維持・向上を望む人材の期待と、求人市場のギャップ

Uターン活動における、経済的負担と情報探索コストの高さ

首都圏のキャリア人材が求める年収水準や職種と、札幌の求人市場が提供できる現実との間に大きなギャップが存在する。

この「年収減」と「キャリアダウン」という二重の懸念が、UIJターンを阻む障壁となっている。

都圏在住者が札幌で転職活動を行う際、面接のたびに発生する高額な交通費や宿泊費が直接的な経済的負担となる。加

えて、移住に関する情報も行政の情報は届いておらず、情報探索コストが発生し、スムーズなUターン活動の障壁となっている。

1

2

3
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課題の詳細｜道外転出者｜⑥ 将来は札幌で結婚・子育てしたいと考えている独身者

札幌へのUターンを検討するも、市の調査で最大の障害とされた「希望職種の求人不足」がキャリアダウン懸念を

増幅させている。さらに4人に1人が挙げた活動費用の負担が物理的な壁となり、移住者の7割が公的支援を利

用しなかった事実が示す情報不足も相まって、具体的な行動の障壁となっている。

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

1. キャリアの維持・向上を望む人材の期待と、求人市場のギャップ

No 課題詳細 概要 調査結果

1-1 他地域との札幌市に存

在する年収格差

札幌市の男性及び女性の年収や年収の上昇率

は東京や福岡と比較して低く、年収格差がある

状態。

【数値目標の整理】男性の実質額面年収について、札幌はどの年齢区分におい

ても東京や福岡と比較しても最も低き、上昇率も最も低い。

【数値目標の整理】女性においても男性と同様に、実質額面年収は、どの年齢

区分においても東京や福岡と比較しても最も低く、上昇率も最も低い。加えて、

30歳手前で年収のピークを迎えている。

1-2 UIJターンによるキャリア

ダウン懸念

道外でキャリアを積んだ人材にとって、札幌への

UIJターン転職がキャリアの停滞や後退につながる

という懸念が存在する。

【札幌市調査】UIJターンにおいて障害だと感じるものについて、「就職（転職を検

討したい業種や職種等の求人数が少ない）」が30.8%、「地元の就職先（転職

先）の雇用条件（年収・福利厚生等）があわない」が25.2%とキャリアに関連

する要因が過半を占める。

2. Uターン活動における、経済的負担と情報探索コストの高さ

2-1 UIJターン活動における

交通費・宿泊費の負担

首都圏に在住しながら札幌での転職活動を行う

際、面接のたびに発生する往復の交通費や宿泊

費といった直接的な「経済的コスト」が、Uターン希

望者にとって大きな物理的障壁となっている

【札幌市調査】、Uターンを検討する上での障害について、「就職（転職）活動に

かかる費用（交通費等）」と回答した人が「26.0%」にのぼる。

2-2 公的支援・生活情報に

関する認知不足

札幌市が提供する支援制度や、移住の判断材

料となるリアルな生活情報は、その存在自体がほ

とんど知られていない

【札幌市調査】移住に関する情報源として「友人・知人」が上位にあり、公的な情

報チャネルが十分に機能していない

【札幌市調査】移住者が活用した制度・サービスについて、７割が特になしと回答

している。
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施策の方向性｜道外転出者｜⑥ 将来は札幌で結婚・子育てしたいと考えている独身者

そもそも魅力的な仕事が見つからず、仮に見つけても転職活動での経済的負担や、点在する生活情報を集める

手間の大きさに直面することがわかった。このため、魅力あるキャリア機会の創出に留まらず、UIJターン活動にかか

る経済的負担の軽減、情報提供の一元化という総合的な支援が必要である

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

28歳, 男性, 独身, 札幌生まれ, 札幌

育ち,年収650万円

・大手コンサル企業のIT職

・都内在住

・賃貸 ( 都内1Kマンション ) 

東京の大手コンサルティング会社に就職して5

年。仕事では案件のリードを任されるようにな

り、成長を実感している。そろろそ結婚して家

庭を築きたい。将来、自分の子供は自然豊

かな環境で伸び伸びと育てたい と思い、地

元の札幌の求人を見ると、運用・受託色が

強く、本社級の裁量や年収を維持できるポス

トは稀で、給料も2～3割下がる可能性が高

い。道内で本社直轄のポジションに就き、リ

モートで東京案件に関われ、移住支援がある

なら踏み切れるが見つからない。Uターンの支

援情報も集めたいが、日々の忙しさに追われ、

何となく時間だけが過ぎている。

抱える課題 目指すべき姿 ( CSF ) 施策の方向性

キャリアの維持・向上を望む

人材の期待と求人市場の

ギャップ

高付加価値な

キャリア機会の創出

キャリア層の期待水準を満たす、

高付加価値ポジションが創出され

ている状態

Uターン活動における、経済的

負担と情報探索コストの高さ

Uターン希望者が「戻りたい」と思っ

たタイミングで、経済的・情報的な

障壁を感じることなく、円滑に行

動を起こせる状態

UIJターン活動に伴う

経済的負担を

軽減する仕組みの構築

点在する情報を集約し、

探索コストをゼロに近づける

情報基盤の整備

※ 本資料の画像はAIにて作成

継続的な関係構築による、将

来的なUターン候補者層の

拡大
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施策の方向性｜道外転出者｜⑥ 将来は札幌で結婚・子育てしたいと考えている独身者

キャリアや年収、情報収集、経済的負担が障壁となりUIJターンは選択されにくい。今後は、潜在層の段階から継

続的に関係を構築して将来の候補者を増やすとともに、UIJターンが検討の俎上に載る魅力的なキャリア機会を創

出する。さらに検討段階では情報・経済の両面から一体的に支援し、円滑な移住を実現する必要がある。

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

施策の方向性 対応方針

高付加価値な

キャリア機会の創出

• 札幌は男女ともにどの年齢区分においても東京や福岡と比較しても最も低き、上昇率も最も低い。加えて、UIJターン希

望者が求める職種や雇用条件を満たす求人が限定的である。

• UIJターン希望者の受け皿となるような高付加価値かつ年収水準の高い雇用を行政として創出する必要があると考えら

れる。

UIJターン活動に伴う

経済的負担を

軽減する仕組みの構築

• 首都圏に在住しながら札幌での転職活動を行う際、面接のたびに発生する往復の交通費や宿泊費といった直接的な

「経済的コスト」が、Uターン希望者にとって大きな物理的障壁となっている

• UIJターンを検討し始めた段階の人が、転職活動にかかる費用の観点から、具体的な行動を起こす前にUターンそのものを

断念することがないよう、初期段階における経済的負担を軽減する支援が求めらる。

点在する情報を集約し、

探索コストをゼロに近づけ

る情報基盤の整備

• 市の調査において移住者の約7割が支援制度等を「特に活用しなかった」と回答していることから、札幌市が提供する支

援制度やリアルな生活情報は、そもそもUIJターン希望者に十分に認知されていないという課題がある。

• 公的な情報チャネルが情報源として有効に機能していない現状を踏まえ、点在する情報を集約し、移住希望者が求める

情報を一元的に入手できる仕組みを構築する必要がある。

継続的な関係構築による、

将来的なUターン候補者

層の拡大

• 安定的なUターンの流れを創出するためには、移住を具体的に検討している顕在層へのアプローチだけでは不十分である。

• 将来的に札幌へ戻る可能性のある人材の母集団そのものを拡大するため、Uターンを具体的に考えていない潜在層の段

階から継続的に関係を構築し、将来の移住へとつなげる必要がある。

< Confidential >
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施策の方向性｜道外転出者｜⑥ 将来は札幌で結婚・子育てしたいと考えている独身者

第3期プランでは、産業競争力強化のため半導体等の企業誘致を掲げるとともにUIJターン促進に取り組んでいる。

しかし、転職活動中の直接的な経済支援や、点在する情報を集約し届ける利用者目線の仕組みが不足している。

そのため、既存の方向性は維持しつつも、具体的な手法の改善・拡充が求められる

施策方向性 現状 ※ 「さっぽろ未来創生プラン3期」参照
対応方針

新設 維持 改善

高付加価値な

キャリア機会の創出

第３期プランでは、次世代型産業を見据えた創業・開発支援と企業誘致として、半導体やIT

関連産業の集積促進を掲げている。これは、Uターン希望者が求める高付加価値なキャリア機

会の創出という方向性と合致してり、今後も継続的に取り組むべきである。

- ○ -

UIJターン活動に伴う

経済的負担を

軽減する仕組みの構築

第３期プランでは、道外からのUIJターンの促進を掲げ、職業紹介や移住支援金の受付等を

通じてUIJターン希望者の経済的不安を軽減することを目的としている。しかし、その具体策に

は、転職活動の過程で応募者が直面する交通費などの直接的な経済負担を軽減する視点

が欠けている。この負担は、候補者が具体的な行動を起こす上での大きな障壁となり得る。し

たがって、UIJターン促進という既存の取り組みの方向性は維持しつつ、活動段階における経済

的支援を新たに盛り込むといった内容の改善が必要。

- - 〇

点在する情報を集約し、

探索コストをゼロに近づける

情報基盤の整備

第３期プランでは、さっぽろ圏を支える多様な人材確保の一環として、道外からのUIJターン促

進を掲げ、職業紹介や移住支援金の受付等に取り組んでいる。一方で、市の調査によれば

移住者の約7割が関連制度を「利用しなかった」と回答しており、Uターン希望者からも住居や

日々の暮らしに関する情報提供の充実を求める声が挙がっているため、既存の取り組みは維

持しつつも、その届け方を抜本的に見直す改善が必要である。

- - ○

継続的な関係構築による、将

来的なUターン候補者層の拡

大

第3期未来創生プランでは関係人口創出の重要性が示され、「GO! LOCAL」等の事業が実

施されているものの、これらは主に圏域内での関係深化に主眼が置かれてる。、将来のUターン

移住促進という目的により効果的につなげるためには、現在の取り組みを改善・拡充し、首都

圏等に在住する札幌出身者や関心層といった「道外からの関係人口」を創出・拡大していく

施策をより一層強化すべきである

- - ○

※ ◎ … 特に注力すべき施策の方向性

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性
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・ 第一子誕生

・ 第二子誕生以降

・ 道外転出者

・ 有識者インタビュー
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有識者インタビュー｜北海道大学大学院教育学研究院 駒川 智子 教授

< Confidential >

インタビュー実施概要

プロフィール

◼ 専門領域：

労働社会学

◼ 研究テーマ：

職場におけるジェンダー関係の考察

◼ 研究の内容を表すキーワード：

労働、雇用管理、ジェンダー、ホワイトカラー

北海道大学大学院教育学研究院 駒川 智子 教授インタビュイー

対面、オンライン（Microsoft Teams）｜約76分形式・時間

札幌市の特性をふまえた課題把握し、専門家から施策の方向性を検証する実施目的

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

◼ 研究の詳細な内容：

研究課題は、ホワイトカラー職場での人材育成とキャリア形成に関する問題を、

ジェンダー視角を用いて明らかにすること。

具体的には、雇用管理と労働のあり方に着目し、なぜキャリア格差や長時間労

働などの問題が生じるのか、どうすれば是正することができるのかについて研究を

行っている。

企業（経営者や人事担当者）、管理職、男性・女性労働者へ調査を実施し、

企業はどのような経営方針と人材育成施策のもとで労働者を採用・配置・育成・

評価・処遇しているのか、働く人々はいかなる意識を持っているのかを考察する。

そして、制度や職場文化に潜む問題を明らかにし、改善方法を理論的・実証的

に提示する。研究を通じて、企業での優れた人材育成、公正でやりがいのある職

場づくり、男女がともに仕事と家庭を大切にできる社会の実現、を目指す。
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有識者インタビュー｜北海道大学大学院教育学研究院 駒川 智子 教授

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

インタビューサマリー

インタビューメモ

調査項目 回答内容

男
性
育
休
・
父
親
参
加

• 男性の長時間労働が、家庭内の役割分担と意思疎通の阻害要因になっている。

• 育休を取りたい意向は高いが、阻害要因は、収入減、評価が下がる懸念、周囲への負担である。

• 職場の上司による育休取得の勧奨、制度説明の徹底、業務再配分と引継ぎの設計を上司の評価と連動させることが

有効である。

• 特に中小企業では、代替要員の不在がボトルネックである。代替人件費の補助、短時間・在宅代替の活用設計が必

要である。

• 「子供が生まれるなら稼がねば」と男性だけに言わないなど、社会的メッセージの見直しも必要である。

• 男性の育児、および男性

育休取得を阻害する要因

は、どのようなものだとお考

えか

✓ 出生低下の根因は複合的で 出産後の将来像の不確実性（キャリア、子育て費用 等）と男性の長時間労働が大きく作用している。

✓ 地域特性として、意欲的な若年女性は道外流出し、札幌に残る層は、性別による役割分担の意識を内面に持っており、良い母、良い妻であろうとし、他者の評

価を気にする傾向が強い。夫からの感謝や会話の有無が生活の満足度を左右する。冬季の送迎負担も仕事と家庭の両立に影響している。

✓ 教育費等の将来コスト不安が大きい。札幌は支店経済で単身赴任で働く人が多く長時間労働が常態化している。その結果、女性の昇進機会が狭まる。

✓ 男性育休は意向が高い一方で、収入が減ることや評価が下がる懸念、また周囲への負担が阻害要因である。上司の取得勧奨と制度説明、業務再配分・引

継ぎの設計を上司評価に連動させることが有効。中小・少人数現場では代替人件費補助や短時間/在宅代替の設計が必要。

✓ 「子供が生まれるならもっと稼がないと」と言った社会的メッセージの是正が必要。（男性の育児参画を前提とする声掛けへ）。

✓ 道内は、DX/在宅勤務の導入が進んでおらず、出社前提が勤怠が残る。リモート勤務できる環境は、組織トップのコミットメントのもと全社で設計・導入すべき。

✓ 札幌は、女性の意思決定層が少なく、ロールモデルが見当たらない。行政人事も長時間労働や広域への異動が女性のキャリア進展を阻害している。

✓ 認証制度は、「準備プロセス（データ把握・体制整備）→取得→継続監査と改善」の実装が肝要。公共調達加点や取引基準化など市場インセンティブと連動

させて実効性を高める。焦点は、女性限定でなく、時間・場所の柔軟化（短時間・フレックス・在宅）を全従業員に展開するDEIへ。

✓ 仕事と家庭の両立は、人生のフェーズで仕事に重心を置くときと家庭に重心を置くときで変わる。夫婦の合意形成と定期的な対話の時間確保が鍵で、長時間

労働はこれを阻害。ロールモデルは、夫婦ペアのストーリーで可視化する。
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人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

調査項目 回答内容

札
幌
・
北
海
道
の

特
性

• 意欲的な女性は、大学段階で道外に出る傾向がある。札幌に残る、また札幌に来る層は、性別による役割分担を相

対的に内面に抱えている傾向がある。

• 「良い母・良い妻」規範の影響が強く、外部の評価（他者の目）を重視しやすい。

• 生活の満足度は表層的には高めに出ても、深掘りすると「でも…」が多い。夫の感謝、対話の有無が満足度を左右する。

• 冬季の子供の送迎負担が重く、就業の選好（非正規・残業なし）にも影響している。

• 札幌特有の要因（冬季コ

スト、産業構造、寒冷地

特有の生活負担）は、出

生行動や男女の役割分担

に、どう影響しているか

ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
労
働
の
示
唆

• 北海道は、 出社前提の勤務など、デジタル化、在宅勤務の導入が弱い傾向である。

• リモート勤務は、勤務時間の長くなるリスクがあり、タスク定義、評価、労働時間管理の設計が不可欠である。

• リモートの導入には、組織トップのコミットメントと全社設計が前提で部分的な導入は混乱を生む。

• 北海道は、都道府県版ジェンダーギャップで最下位圏である。（経済・教育・行政分野が低位）

• 女性の意思決定層（社長、管理職、行政管理職）が少なく、ロールモデルが見当たらない。

• 行政人事も広域異動や長時間労働の部署がネックとなり、女性のキャリア進展が遅れがちである。

• 認証の「準備プロセス」（データ把握・体制整備）が重要で取得後の実態伴走と継続的な監査が効果を生む。

• 認証の効果を高めるには、市の調達加点、取引基準化など市場インセンティブと連動させることが有効である。

• 女性のみに限定せず、時間・場所の柔軟（時短、フレックス、在宅）というDEIの柱で、全従業員に展開する。

• 政令市との比較において、

札幌市の「合計特殊出生

率」が低い要因は、労働・

ジェンダーの視点から、どの

ようにお考えでしょうか

仕
事
と
家
庭
の
両
立

• 家庭における家事・育児の分担が、常に50:50が最適とは限らない。人生のフェーズにより、仕事重心を置くときと、家庭

に重心を置くときの可変であることが前提である。

• 重要なのは「夫婦での合意形成」と「定期的な話し合いの時間」確保することであり、長時間労働はそれを阻害する要

因である。

• ロールモデルを提示するには、単独事例ではなく、「夫婦ペアのストーリー」と「チームの支え方」まで可視化することが有効

である。

• 大学での父親役割、育休学習などは、若年男性の「自分ごと化」する機会づくりとして効果が大きい

• 家庭における家事・育児負

担は、5:5がベターとお考え

でしょうか

• 両立のロールモデルが必要

なのではないか
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有識者インタビュー｜札幌市立大学 原 俊彦 名誉教授

< Confidential >

インタビュー実施概要

プロフィール

◼ 専門領域：

人口社会学、家族社会学、情報社会学、

シミュレーション、人口減少社会

◼ 所属学会：

日本家族社会学会、日本社会学会、日本人口学会

◼ 略歴：

(財) エネルギー総合工学研究所 (主任研究員) を経て

(株) 研究開発コーディネーター を設立 (代表取締役)。

その後、北海道東海大学国際文化学部助教授、

同教授を経て、2006年より現職。

日本人口学会会長も務める (2014年6月-2017年6月)

Ph.D. (社会学、フライブルグ大学)

札幌市立大学 原 俊彦 名誉教授インタビュイー

対面、オンライン（Microsoft Teams）｜約96分形式・時間

札幌市の特性をふまえた課題把握し、専門家から施策の方向性を検証する実施目的

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

◼ 研究テーマ：

少子高齢・人口減少社会における社会保障のあり方

◼ 研究概要：

一連の人口モデルから得られる知見をベースに、産業・経済・労働・

環境・行政など諸分野のシュミレーションモデルとの相互接続が可能

な、汎用型人口モデルの開発を進めて行くとともに、市町村・都道

府県・国単位・地球レベルでの「人口減少社会」への政策的対応を

提案する。

◼ 著書：

『Super brain思考は一瞬 』 (1984年、らんbooks) 

『日本株式会社の崩壊』  (1987年、自由國民社)

『狩猟採集から農耕社会へ』 (2001年、勉誠出版)

『縮減する社会-人口減退とその帰結』 (翻訳書) (2011年, 原書

房)

『統計の世界－物の見方・考え方・心構え』 (2011年、原書房) 等
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有識者インタビュー｜札幌市立大学 原 俊彦 名誉教授

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

インタビューサマリー

インタビューメモ

調査項目 回答内容

成
果
指
標

• TFRは、政策で大きく動かせず、短期に改善するのは非現実的である。

• 20～29歳の道外転出超過は、転出抑制より「転入拡大」で動かしやすい指標である。

• 外国人・留学生の受入と定着を軸に、「社会増」を図るべきである。

• 数値目標 (合計特殊出生

率、20-29歳の道外転出

超過数) のうち相対的に動

かしやすいのはどちらか

✓ TFRは、政策で大きく動かせず、数値目標に固執すべきでない。押上げに必要な早婚化は非現実的で、指標管理の見直しが必要である。

✓ 近年のTFRは、回復しても「1.14程度」が上限とみる。短期はTFR依存を避け、別軸（社会増・生活質）で成果を設計すべきである。

✓ 人口減対策の最優先は「社会増」であり、転出抑制より転入拡大、とりわけ25～39歳と外国人・留学生の定着に資源集中すべきである。

✓ 札幌の外国人比率は低すぎる。受入れと就労定着のエコシステム整備、企業側の受入能力強化を早急に進めるべきである。

✓ 人口減は、日本人の自然減を外国人の転入超過でどこまで相殺できるかの問題であり、国籍・年齢別の精緻なモニタリングが要である。

✓ 「自然増」の即効策は、第二子以降である。病児・当日・短時間等の受け皿柔軟化と固定費の恒常軽減、多子コミュニティ形成を中核とすべきである。

✓ 子育てリスクの過度な強調は、逆効果を招く。発信は慎重にし、文化的物語による価値転換は長期で臨むべきである。

✓ 若年層の不安は、結婚・子育てに対する不安より、自己将来への漠然不安が強い。「洗脳」的介入は不適切で、価値の潮目を待つ姿勢が要である。

✓ 女性流出が少子化の主因とする説明は誤りである。転入出の構造変化を踏まえ、単純因果の言説を改めるべきである。

✓ 純移動の改善要因は、物価・競争・地場雇用など複合である。転入増と転出減の内訳を精査し、拙速な解釈を避けるべきである。

✓ 札幌は、サービス都市の質向上と高付加価値雇用、外資誘致を両輪とし、冬季移動性改善を含む都市の魅力強化を図るべきである。

✓ 高等教育は無償化すべきであり、奨学金負担は家族形成の阻害要因である。国レベルの制度改革を促すべきである。
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人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

調査項目 回答内容

優
先
す
べ
き
課
題

• 「① 若者流出」は、転入拡大による社会増で突破すべきである。

• 「② 未婚・晩婚化」を前倒しすることは、政策で動かしにくい。

• 「③ 第一子」は、ワークライフバランス等が必要だが、効果は漸進的である。

• 「④ 第二子以降」は、即効性のある重点領域である。

• 若年層の主たる不安は、結婚や子育て費用に対する不安よりも、自分の将来への漠然不安である。

• 子育て支援を過度に強調することは、リスクを可視化し逆効果となり得るため、発信は慎重であるべきである。

• 結婚・子育てに対する欲求が強くない場合は、子育て負担や費用の不透明感が意思決定を阻害する。

• 第二子以降では、固定費の恒常軽減と将来費用の見える化が有効である。但し、子育て負担を軽減することによる出

生の押上げ効果は限定的である。

( 結婚 )

• 偶発的で自然な出会いの場の常設化が有効である。偶発性の高い自然な出会いの常設空間を整備すべきである。

• 奨学金問題は、国の抜本改革が必要である。

• キャリア機会の創出は重要だが、地場の企業では限界があるため、外資企業や本社機能の誘致を視野に入れるべき

である。

( 第一子 )

• ワークライフバランス、産前産後、育児初期の下支えは必要だが、出生押上げ効果は小さい。

• 「制度の崖」「孤立」「病児対応」「分担偏り」は、実在の課題であり、対応強化は必要である。但し、TFR押上げへの直

接効果は限定的であり、KPI改善と割り切るべきである。

( 第二子以降 )

• 継続的な固定費軽減は必要だが、複数子を持つ意思決定の主因にはなりにくい。

• 多子世帯が孤立しないコミュニティ設計・相互扶助の仕組みを中核に据えるべきである。

• ①若者流出, ②未婚・晩

婚化, ③第一子, ④第二

子以降の4つ壁のうち札幌

市が優先的に突破すべき

壁はどれか

• 人口行動において、「実際

の経済負担」と「将来費用

が見通せないことによる不

安」は、どのように影響する

か、またどちらへの対応を優

先すべきか

• 人口学的な観点から、「結

婚」「第一子」「第二子以

降」の各段階で、札幌市が

優先的に対応すべき要因

は何か
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人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性

< Confidential >

調査項目 回答内容

本
テ
ー
マ
に
関
す
る
助
言

• 仮説は妥当であるが、地場の企業の受入能力は弱く、札幌市の単独では限界がある。

• 外資を含むグローバル企業の誘致と国家レベルの産業政策が必要である。

• 併せてサービス都市としての都市魅力を底上げすべきである。

• 近年の構造とコロナ要因を踏まえ、回復してもコロナ前の水準の「約1.14」程度が妥当である。

• 人口置換水準への回復は非現実的であり、別軸の成果設計に転換すべきである。

• TFRへの固執をやめ、社会増の最大化と第二子以降重視へ舵を切るべきである。

• 外国人・留学生の受入と定着を恐れず進め、評価系は純移動・年齢別出生率に再設計すべきである。

• 道内の広域圏で役割分担し、札幌はハブとして吸引力を高めるべきである。

• 若者流出は、UIJターン施

策とともに「高付加価値な

雇用」「本社機能・研究開

発機能の企業誘致」「キャ

リア機会の創出」が重要で

はないか

• 札幌市のTFR「0.96」という

現状から、政策で回復可

能なTFRは、どのあたりと思

われるか

• 本テーマについて、札幌市

に向けて助言いただけるか



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

企業｜株式会社サッポロドラッグストアー

105



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

●

106

有識者インタビュー｜株式会社サッポロドラッグストアー

< Confidential >

インタビュー実施概要

企業概要

社名 ： 株式会社サッポロドラッグストアー

創業 ： 1983年（昭和58年）12月

本社所在地： 〒060-0908 札幌市東区北8条東4丁目1番20号

事業内容 ： 地域医療対応型ドラッグストアチェーンの営業、運営

事業所 ： 店舗：ドラッグストアフォーマット180店（うち調剤併設22店）、インバウンドフォーマット10店 、

調剤専門薬局9店（2025年5月15日現在）

従業員数 ： 3,466名（うち正社員1,070名（2025年5月15日現在）

西岡様（労務・制度推進担当）、安部様（広報・店舗運営経験者）

門間様（広報）※ 3歳児を育てながら時短勤務の当事者
インタビュイー

オンライン（Microsoft Teams）｜約65分形式・時間

札幌市の人口減少問題の施策検討のため、企業が抱える課題の把握、および行政支援のニーズを聴取する実施目的

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性
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有識者インタビュー｜株式会社サッポロドラッグストアー

< Confidential >

インタビューサマリー

✓ 仕事と家庭の両立の風土醸成は途上である。会社方針として男性育休を推進しているが、取得は十分とは言えない。

✓ 男性育休の阻害要因は、①有休で代替しがち、②収入減への懸念、③代替要員不足と周囲負担忌避、④店長層の責任感と不在時の業務対応に不安を

抱えている。非役職の方が取得しやすいと言える。

✓ 一般従業員の残業は多くない傾向。店長は45時間超は稀だが、欠員・資格者不在時に一時的増加することもある。

✓ 性別によるバイアスは少ない一方、「母は忙しい」という先入観が残り、女性側だけが多忙視されがちである。

✓ 子育てによる突発休は取りやすい部署もあるが、恒常的バックアップ体制は弱く、休んだ分の業務は、追って自分でフォローするのが基本である。

✓ 行政の子育て支援（産後ケア、一時預かり、子育てサロン等）は、使い方が分かりにくく、情報を取得する余裕もない。産前からの知ることができるような発信

が望まれる。同世代ママと情報交換する機会も乏しく、等身大の実例にも触れにくい。

✓ 女性の店長も増えているが、「店長×時短」での復帰は、店舗の営業時間や突発対応を鑑みると、実際には困難である。

✓ 産前からの行政支援のプッシュ周知、企業チャネルを通した情報伝達など、情報を届ける方法に工夫が必要。育休等の取得者本人だけでなく「周囲の支え方」

も含む好事例の発信や、子育てのポジティブ発信、育休・時短利用者に不利益が被らないような制度が必要である。

✓ 店舗ではベテランパートのピア支援が有効。ロールモデルの可視化に加え、制度の具体的な使い方やチーム対応手順が知りたい。

インタビューメモ

調査項目 回答内容

男
性
育
休
の
現
状

• 取得者は、増加傾向だが十分とは言えない。

• 役職の正社員は店長がカバーしやすく比較的取りやすい一方、店長層は二の足を踏みやすい。

（代表的な阻害要因）

• 有休で代替しようとする傾向にある。

• 育休期間に収入が減ることを懸念する。

• 代替要員の不足、周囲負担を懸念する。

• 店長層の責任感と不在時の対応不安が勝る。

• 男性が育休を取得しやす

い雰囲気はあるか

• 男性育休の取得率と平均

取得期間はどのくらいか

• 男性育休の取得を阻む要

因はあるか

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性
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調査項目 回答内容

労
働
時
間

• 一般従業員は、平均すると残業は多くない。

• 店長の45時間超は、ほぼないと思うが、病気などによる急な欠員や登録販売者の資格者の欠勤を補う際に一時的な

増加はある。

• 目に見えにくいが、仕事を持ち帰り作業している人もゼロではない可能性もある。

• 残業時間はどのくらいか

働
く
母
親
の
就
業

• 子育て経験のある上司が複数いる部署では、突発休に理解があり休みやすい。

• 当日の業務はチームでカバーできるが、休んだ分の自分の業務遅延は自己フォローが基本で、恒常的なバックアップ体制

は未整備である。

• 制度はあるものの「どう使えば両立に繋がるか」が不明瞭である。自身の「仕事と家庭の重み付け」の葛藤が大きい。

• 産後ケア、一時預かり、子育てサロン等の行政支援制度の情報は届きにくく、産後に病院で初めて知る。産前から知れ

るよな周知の仕組みがあると良い。

• 同世代ママとのゆっくりした情報交換の機会が乏しく、等身大の実例に触れる余裕がない。

• 近年、女性の店長は増えつつあるが、産休・育休後に「店長×時短」で復帰する例は少ない。理由としては、営業時間

の長さ、突発対応（クレーム等）の時間外発生、家庭との両立の現実的に負荷が大きい。本社や別ポジション等での

復帰が現実的。

• 「女性だからできない」という露骨なバイアスは少ない印象である。但し、「母である女性は忙しい」という先入観は残存す

る。（家庭内の実態に関わらず女性側だけが多忙視されがち）

• 家庭都合への配慮はあるか

• 産前・産後休業、育児休

業の制度は整っているか

• 出産前後に離職や配置転

換、キャリアの中断が生じて

いるか

• 職場に女性に対するアンコン

シャスバイアスはあるか

行
政
へ
の
ニ
ー
ズ

• 育休による所得減を補償してくれると嬉しい。

• 資格者不足時の外部リリーフ支援など代替要員確保や店舗支援があるとよい。

• 産前からのプッシュ型で支援情報を提供知れるようになってほしい。（産後ケア、一時預かり、病児保育、ファミサポ等）

• 企業内のチャネル（社内ポータル、人事経由等）で行政情報の発信すると、情報が届きやすいのではないか。

• 「育休取得者本人」だけでなく、「周囲のチームがどう支えたか」を含む、好事例の発信してくれいると助かる。

• 子育ての楽しさや喜びなどポジティブな発信をすることが、若年層の結婚・出産の動機形成を後押しすると思う。

• 本テーマに関して企業の視

点からあると嬉しい行政支

援は、どのようなものか

人口減少対策に関する施策の方向性｜施策の方向性
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これまでの「数値目標 (KGI)」「成果指標 (KPI)」「事業 (打ち手)」には、論理的な繋がりが薄いものが多いため、

今後に向けて三者の因果関係やロジックが明確になるよう再整理すべきである

人口減少対策に関する施策の方向性｜成果指標の管理

< Confidential >

さっぽろ未来創生プラン ( 1期、2期 ) より、これまでの「数値目標」「成果

指標」、および「事業」を精査したところ、これら三者には論理的な繋がりが

薄いものが多く、各事業が数値目標の達成に寄与しているか、また 成果

指標が適切に効果を測れているか を十分に分析することが困難な状態

であることが判明した。( 評価不能 )

また、数値目標に対して 成果指標が多過ぎることによる管理不全 を起

こしている状態であると見られる。( 管理不能 )

このままで今後も様々な事業 (打ち手) を実施しても、その効果や必要性

が明確にならず、改善すべきポイントも見えにくい状況が続いてしまう と推

察する。

従って、今後正しく 成果指標と事業の効果的な分析と評価 を行い、実

施結果に対する説明責任を果たすには、三者の 因果関係やロジックを

明確 になるよう、そのあり方を根本的に見直すべきである。

そして、各指標の効果測定方法を整え、継続的な評価と改善をしていく

ための 管理方法を整えるべき である。

これまでの成果指標管理と今後に向けた提言

数値目標

成果指標

成果指標

成果指標

成果指標

成果指標

成果指標

成果指標

成果指標

成果指標

事業

事業

事業

事業

事業

事業

事業

事業

事業

➢ 結果が一瞬で判断できる 定量的かつ具体的な数値目標 か。

➢ それぞれの成果指標が改善することで、なぜ数値目標が達成されるか、その

因果関係は明確 か。

➢ 一つの「数値目標」に対して、3～7程度の「成果指標」を目安とし、過不足の

ない粒度 か。( 成果指標が多すぎて管理不能になっていないか、少なすぎて

打ち手 (事業) が見えなくなっていないか )

➢ 各事業の 現場で管理・改善が可能 な成果指標か。

➢ 事業で どの成果指標を、どの方向に、どの程度動かすのか の目標は明確か。

三者のあり方を見直す観点

※三者の繋がりを示すロジックツリーのイメージ

事業

事業

事業
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重要成功要因の役割

数値目標とKPIの因果関係（ロジックモデル）を強固なものとするためには、数値目標の達成に向けた課題を解

消する「重要成功要因（CSF）」を定義することで、実効性のあるKPI体系を構築することが望ましい

< Confidential >

1. 課題から目標への「変換機能」

KGI達成を阻害要因をを、解決された後の「実現すべき状態」へ変換

し、言語化することで、「最終的にどのような状態を創出・維持すべき

か」という明確なゴールを共有できる。

( 具体例 )

課題が「30代女性の賃金が停滞している」であれば、CSFとして「長期的な

職歴形成と賃金向上が可能であることが、実態として示されている状態」と

いう課題解決後の状態を定義する。

2. 実行・運用する施策の「判定・選別機能」

各部署が立案した施策に対し、それを本当に実行・運用すべきかを客

観的に判定するための基準となることで、前例踏襲や実施すること自

体が目的となっている施策を排除し、KGI達成に直結する施策に集

中させることができる。

( 具体例 )

「女性向け就労セミナーの開催」という施策案が出た場合、「この施策を実

行・運用すれば、前述のCSFの実現に直接寄与するか問う。

3. KPの「測定対象の規定機能」

KPIが「何を測るための数値か」を厳密に規定することで、行政側の都

合（測定しやすさなど）による指標設定を防止し、住民や地域経済

の実態変化を客観的に測定・統制することができる。

( 具体例 )

前述のCSFに対し、KPIとして「30代女性の平均給与上昇幅」を設定する。

KGIから直接KPIを設計する場合、KPIに関連する事業が、事業の推

進など「手段の目的化」が生じやすい。

また、既存のKPIをKGIに関連付けた場合は、 KPIの改善されても、

KGIの課題が解消されたかどうか判別できないこと。

そのため、KGIと現状の差分から「課題」を特定し、その課題が解消さ

れた状態である「重要成功要因（CSF）」を定義することが、論理的

なKPI体系の前提条件となる。 

＜ KPI体系の構築手順 ＞

重要成功要因設定の効果

目指すべき最終的な

成果 ( アウトカム ) を設定する

KGI達成を阻害する

構造的要因を整理

課題を解決し、KGI達成のため

に実現すべき状態を定義

CSFの達成度を客観的に

測定するKPIを設定

20代の道外転出超過数の縮小

就労環境の格差、希望する業
界・職種の不足など

希望職種の受け皿となる企業が

市内に存在し、若者に仕事と生

活のバランスが良いと認識されて
いる状態

20代の平均所得、20代のワーク

ライフバランスの満足度など

（例）

人口減少対策に関する施策の方向性｜成果指標の管理

( 具体例 )

課題が「30代女性の賃金が停滞している」であれば、CSFとして「長期的な

職歴形成と賃金向上が可能であることが、実態として示されている状態」と

いう課題解決後の状態を定義する。

( 具体例 )

「女性向け就労セミナーの開催」という施策案が出た場合、「この施策を実

行・運用すれば、前述のCSFの実現に直接寄与するか問う。

( 具体例 )

前述のCSFに対し、KPIとして「30代女性の平均給与上昇幅」を設定する。
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参考｜基本目標①｜KPI体系例

さっぽろ未来創生プランでは、20代の道外転出超過数抑制の阻害要因である、若者が求める就業機会とのミス

マッチに言及しているが、KPIは産業振興やまちづくりの指標が中心で、課題解消状況が判断しにくい体系である

< Confidential >

テーマ 20-24歳 ( 新卒就職期 ) の流出抑制 25-29歳 ( 初期就労・転職期 ) の流出抑制 30代女性の労働環境改善

課題

希望する業種・職種の雇用数や選択肢の不足、

および大都市圏に対する賃金水準の劣後
就業数年後の賃金やキャリアアップ機会不足に

対する不安

女性に対する不透明な評価基準や働きにくい労

働環境が存在、30代以降の賃金停滞と出産

後の就業継続率低下

重要成功

要因

( CSF )

就職期の学生にとって、希望職種の受け皿とな

る企業が市内存在している状態

市内企業の求人情報やUIターン支援が充実して

おり、市内で仕事と子育て等の生活の調和が札

幌での働く価値と認識されている状態

市内企業において、30代以降も長期的なキャリ

ア形成と賃金向上が可能であることが実態とし

て示されている状態

KPI

➢ 新卒の初任給（首都圏比）

➢ 市内高等教育機関卒業者の市内就職率

➢ 市内における特定業種*の新規求人数（転

出者の就職先から設定）

➢ 25～29歳の市内への転入数

➢ 市内20代就業者における「自身の仕事と生

活の調和が実現できている」と回答した人の

割合

➢ 第1子出産前後の女性の就業継続率

➢ 30代女性の正規雇用率、平均給与

➢ 市内企業における女性管理職割合

プラン

評価

• 第1期・第2期では、企業誘致や特定産業の

売上拡大等、マクロ経済施策による雇用の

「総量」拡大をKPIとして設定した点は評価でき

る。一方で、新卒時の希望職種との不一致と

いう固有課題を特定・解消する構造に欠ける。

• 第3期では、貴市が注力するGXやAI等、次世

代産業への投資を通じた高付加価値な雇用

創出をKPIとした点は長所である。しかし、依然

として特定産業の売上などのKPIに留まり、就

労環境の質的改善を測る指標が不足している。

• 第1期・第2期では、観光産業等の売上が拡

大しても、それが企業内部の労働環境の改善

に連動する因果関係が弱く、初期就労後の転

出超過を抑制する効果が限定的である。また、

UIターンを対象としたKPIが不足している。

• 第3期においても、新卒時と転職時の流出構

造の違いを切り分けて管理できない。また、特

定産業の成長が従業員の待遇改善に直結し

ているかを検証する仕組みが欠落している。

• 第1期・第2期では、「ワーク・ライフ・バランス

plus認証企業数」や女性向け就労支援窓口

の登録者数等、手段の測定が継続されている

等のKPIが設定されているが、実際の女性の離

職率低下や賃金上昇に結びついているかを検

証する指標が存在しない。

• 第3期でも、女性特有のキャリア停滞という構

造的課題の解決状況を図るKPIが設定されて

いない。

人口減少対策に関する施策の方向性｜成果指標の管理
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参考｜基本目標②｜KPI体系例

さっぽろ未来創生プランでは、合計特殊出生率向上の阻害要因である、未婚率や就労環境等に言及しているが、

KPI体系は、課題を踏まえた指標は設定されておらず、子育て世代に限定した指標の設定も少ない

< Confidential >

テーマ 婚姻機会の創出と未婚化対策 所得・労働環境の是正と両立支援 子育て費用の負担軽減

課題

未婚率が高く、結婚を希望する層に対する適切

な出会いの機会が不足している
正規・非正規の所得格差、企業規模間の労働

環境の格差により、共働きによる就業継続と育

児の両立が困難である

教育・食費等に加え、寒冷地特有の光熱費や

住居費の負担が重く、複数子を持つことの経済

障壁となっている

重要成功

要因

( CSF )

公的・民間を問わず適切な出会いの機会が社

会全体で提供され、婚姻を希望する層が障壁な

く活動を遂行できる状態

企業規模や雇用形態に関わらず適正な所得水

準が確保され、男女ともに就業継続と育児を両

立できる労働環境が市内企業全体で実稼働し

ている状態

教育費および札幌特有の負担に対する不安が

軽減され、経済的理由で第2子以降の出産を

断念しない環境が構築されている状態

KPI

➢ 30～34歳の未婚率

➢ 市内の年間婚姻件数

➢ 20代の結婚希望率

➢ 男女育児休業取得率

➢ 20～30代の正規雇用率

➢ 子育て世代で「自身の仕事と生活の調和が

実現できている」と回答した人の割合

➢ 第2子以上の出生数

➢ 子育て世代理想の子ども数を持てない理由と

して「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」

と回答する割合の低下

プラン

評価

• 第1期・第2期では、出生率低下の要因である

「未婚化」に対する実態指標（未婚率や婚姻

件数）がほぼ欠落している。

• 第3期においても、市民の心理的安全性や幸

福度の測定へ移行しているが、婚姻という具体

的な行動変容や実態を客観的に評価する指

標が設定されていない。

• 第1期・第2期では、家事・育児負担の分散を

KPIした点は評価できる。しかし、正規・非正規

の所得格差や、有給の取得しやすさ等のを直

接測定するKPIが不足している。

• 第3期においても、出生を阻害する物理的要

因（労働環境や所得不足）の是正状況を

客観的に測定するKPIが不足している。

• 第1期・第2期では、待機児童の削減、産前・

産後ケア事業の利用状況等、孤立化を防ぐイ

ンフラ提供状況を測定・推進した点は評価でき

る。一方で、子育て費用の負担が増加に対す

る軽減が限定的で、KPIが設定されていない。

• 第3期でも、同様の状況である。

人口減少対策に関する施策の方向性｜成果指標の管理
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札幌市の人口減少対策に資する数値目標 (KGI) および成果指標 (KPI) を設定し、各事業の成果を定量的に

可視化するとともに、目標達成を阻む要因を俯瞰的かつ横断的に特定できる管理体制の構築が必要である

人口減少対策に関する施策の方向性｜成果指標の管理

有配偶率
合計特殊

出生率

数値目標

参考｜数値目標①｜合計特殊出生率の改善

( 自然増減 )

第一子

有配偶出生率

「婚活」を意識せずとも、日常の中で自分のライフスタ

イルを理解してくれる相手と自然に出会える機会が十

分にある状態

結婚・育児にかかる現実的なコストと行政支援の全

体像が手元にあり、「今の自分でも大丈夫」という根

拠のある自信を持てている状態

「結婚後も今の自分のキャリア・生活が継続・発展で

きる」という具体的なモデルが見えており、結婚が「制

限」ではなく「拡張」として認識されている状態

結婚相手に「家事を平等に担い、キャリアを共に支え

る」意識と行動が備わっていることが、パートナー選択の

現実的な条件として機能している状態

経済的なゆとりと安定したキャリアの見通しが、若者

の漠然とした不安を解消し、結婚を前向きな選択肢

として描ける状態

▸混合型交流イベント｜年間参加者数

▸ さっぽろ結婚支援センター｜成婚数・利用者数

▸子育てコストシミュレーター｜利用数

▸未婚女性向けライフプランセミナー｜参加者数

▸正規雇用転換支援｜助成利用件数

▸市公式SNSロールモデル発信｜リーチ数・保存数

▸既婚共働きロールモデル交流会｜参加者数

▸男性育休取得率・定時退社率｜公表企業数

▸WLBplus認証企業｜男性育休実取得率

▸若者向けライフデザインセミナー｜参加者数

▸社会人キャリアメンター制度｜マッチング件数

▸結婚祝い金・引越補助｜利用件数

▸奨学金返済支援 ( 定住促進 )｜利用件数

性別問わず産休・育休制度が利用でき家事育児偏

在によるキャリア断絶を懸念しなくてよい状態

子育て費用の現実的収支が明確になり将来家計に

見通しが立つ状態

単に「休める」だけでなく、復帰後も給与の高さや仕事

の内容を重視し職を選択できる状態

必要な産後ケア・医療サービスに経済的・心理的負

担なくアクセスできる状態

▸WLB認証｜スコアカード公表企業数

▸管理職向け育休研修｜実施企業数

▸育休中リスキリングプログラム｜参加者数

▸子育てキャリアロールモデル｜発信リーチ数

▸ ライフデザインブック｜配布数・活用率

▸ カップル向けライフデザインセミナー｜参加組数

▸不妊治療費助成｜利用件数

▸ プレコンセプション検診助成｜利用件数

▸卵子凍結費用助成｜利用件数

< Confidential >

③
夫
婦
の
み

②
独
身
女
性

女性 男女共通男性

①
独
身
男
性
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札幌市の人口減少対策に資する数値目標 (KGI) および成果指標 (KPI) を設定し、各事業の成果を定量的に

可視化するとともに、目標達成を阻む要因を俯瞰的かつ横断的に特定できる管理体制の構築が必要である

人口減少対策に関する施策の方向性｜成果指標の管理

第二子以上

有配偶出生率

数値目標

参考｜数値目標①｜合計特殊出生率の改善

高齢出産リスクの正確な情報が届き過剰な不安なく

家族計画を立てられる状態

第一子育児中に「二人目を持った先輩の日常」が届

き具体的見通しを持てる状態

育休復帰後の生活が想定範囲に収まり「二人目もな

んとかなる」と思える状態

子どもが増えるほど支援も増え家計が安定して維持

できる状態

育休を再取得したいときに職場の空気を気にせず判

断できる状態

▸高齢出産正確情報 SNS発信リーチ数

▸産婦人科連携・説明標準化｜参加医療機関数

▸先輩親マッチングプログラム｜参加組数

▸育休復帰後プッシュ通知｜開封率・支援利用率

▸段階的復帰制度 (14日ルール改善 )｜適用件数

▸訪問型サポート補助 ( 第一子世帯限定 )｜利用件数

▸子ども数比例給付 ( 食費・教育費 )｜利用世帯数

▸給食費無償化・学校外教育費補助｜適用世帯数

▸育休連続取得対応認定企業数・公表数

▸第二子育休｜市独自上乗せ助成件数

< Confidential >

子どもが増えても保育・緊急対応が確実かつ迅速に

機能している状態

複数子を持つ親が就労形態を落とさず育児と仕事を

両立できている状態

育児負担が夫婦・地域で分散され母親が育児の限

界に達していない状態

▸兄弟優先入園枠制度化｜適用件数

▸病児保育当日対応・ファミサポ｜当日マッチング件数

▸WLBplus認証企業への実態調査｜実施企業数

▸複数子世帯向け育休上乗せ給付｜利用件数

▸複数子世帯向け家事代行クーポン｜利用件数

▸冬季複数子送迎補助｜利用件数

⑤
第
二
子
以
降

④
第
一
子

女性 男女共通男性
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札幌市の人口減少対策に資する数値目標 (KGI) および成果指標 (KPI) を設定し、各事業の成果を定量的に

可視化するとともに、目標達成を阻む要因を俯瞰的かつ横断的に特定できる管理体制の構築が必要である

人口減少対策に関する施策の方向性｜成果指標の管理

道外

転出者数

道外転出

超過数

数値目標

参考｜数値目標②｜道外転出超過数の縮小

Uターン数

市内に若者が求める魅力的な産業・企業が十分に

存在し、地元で挑戦し、成長できるというキャリア展望

を具体的に描ける状態

▸先端産業・本社機能誘致｜案件数

▸第二本社・開発拠点｜新設件数, 創出予定ポスト数

▸高付加価値求人｜供給量

都会へ挑戦した後に、札幌に戻ることを検討した際に

前向きに考えられるような状態

▸ Uターン就職者｜住宅賃貸初期費用補助件数

▸ Uターン者向け奨学金返済支援｜利用件数

▸専門職Uターン特別給付金｜利用件数

< Confidential >

( 社会増減 )

①
独
身
男
性

①
独
身
男
性

女性 男女共通男性

キャリア層の期待水準を満たす、高付加価値ポジ

ションが創出されている状態

Uターン希望者が「戻りたい」と思ったタイミングで、

経済的・情報的な障壁を感じることなく、円滑に

行動を起こせる状態

⑥
道
外
転
出
者

▸採用予算確保済みポジション数

▸ ジョブ型採用プロセス導入企業数

▸ リモート/ハイブリッド可能なポジション数/比率

▸情報サイト利用者に占める道外在住者比率

▸ オンライン相談枠 ( 夜間/土日 ) ｜提供数、充足率

▸ お問合わせ｜相談件数 ( 新規/累計 ) 、一次解決率

▸情報閲覧→会員登録→面談予約→応募｜転換率

▸完全オンライン選考による現地渡航ゼロ件数・比率
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成果指標 (KPI) については、上位指標、数値目標 (KGI) への寄与度を評価し、実績に基づき指標の妥当性・精

度を検証したうえで、継続・見直し・廃止を判断する。これらを定期的に評価・改善する運用管理が必要である

人口減少対策に関する施策の方向性｜成果指標の管理

< Confidential >

成果指標名 1.1.1 結婚したい人の割合

成果指標の

設定意図

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●

担当課 ●●●● 課

関連数値目標 出生数

関連成果指標 合計特殊出生率 － 有配偶率
関連成果指標

への寄与度 ◎

関連事業

●●●●事業 目標 ● % 結果 ● %

●●●●事業 目標 ● % 結果 ● %

●●●●事業 目標 ● % 結果 ● %

●●●●事業 目標 ● % 結果 ● %

対象期間 令和●年●月～令和●年●月 ( ●期 )
※成果の詳細な数字は、別紙 「【成果指標管理】（別紙）さっぽろ未来創生プラ

ン.xls」 参照

振り返り

コメント

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●

次期に向けた

評価
継続 or 廃止

最終更新日 ●●●●年●月●日

参考｜成果指標 (KPI) 管理フォーマット
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調査・分析

(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

(2) 子育てに係る費用の経年変化の整理・分析

(3) アンケート調査の実施・分析

(4) インタビュー調査の実施・分析
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(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

ア 数値目標の整理

イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

エ その他必要と考えられる事項の調査
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国内の合計特殊出生率は、働き方改革や消費税増税が重なった2019年を起点に下落トレンドに転じ、2022年

のインフレがそのトレンドを決定づけた。経済的負担増と将来不安が少子化圧力となっていることが示唆される。札

幌市の合計特殊出生率も全国と同様のトレンドで低下している。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

120

合計特殊出生率（TFR：Total Fertility Rate）

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

0.0

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.14

1.30

1.08

1.26

1.02

1.20

0.96

全国

1.42

1.16

1.45

1.33

1.18

1.15

0.90

1.44

1.16

1.09
1.12

1.36

1.43

1.16

1.42

札幌市

-0.27

-0.26

働き方改革・消費税アップ
アベノミクス・

地方創生
コロナ

ウクライナ侵攻

• アベノミクスや地方創生の政策が本格化した2015年にTFRが一時的に回復したが、2018年に2014年のTFRを下回り、それまでの効果が消えた。

• 働き方改革による残業制限や消費税アップが開始された2019年にはTFRは一気に低下した。

• さらに、2022年のロシアによるウクライナ侵攻により、エネルギーや穀物の供給懸念により、インフレの加速と共に、TFRは一段と低下した。

出所：総務省「国勢調査（2015年、2020年）」、厚生労働省「人口動態調査」、各自治体の少子化レポート
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2015年から2020年にかけて都市部でTFRが低下した要因は、有配偶出生率低下の影響が大きい。札幌市など

有配偶率が改善しても、経済的・環境的要因により子供を持つことを躊躇する夫婦が増加している可能性がある

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

< Confidential >

指定都市のTFR低下の要因分析（2015年、2020年）

121

都市名

2015年 2020年 差分（2020年ー2015年）

①合計特殊

出生率 

②15-49歳

女性有配偶率

③有配偶

出生率

④推計完結

出生児数

①合計特殊出

生率 

②15-49歳

女性有配偶率

③有配偶

出生率

④推計完結

出生児数

①合計特殊

出生率 

②15-49歳

女性有配偶率

③有配偶

出生率

④推計完結

出生児数

全国 1.45 49.1% 8.0% 1.61 1.33 47.9% 7.3% 1.46 ▲ 0.12 -1.2% -0.7% ▲ 0.15

札幌市 1.18 44.2% 7.5% 1.50 1.09 44.3% 6.7% 1.34 ▲ 0.09 0.1% -0.8% ▲ 0.16

仙台市 1.30 47.0% 8.1% 1.62 1.17 45.8% 7.2% 1.44 ▲ 0.13 -1.2% -0.9% ▲ 0.18

さいたま市 1.42 50.8% 7.5% 1.51 1.30 49.8% 7.1% 1.43 ▲ 0.12 -1.0% -0.4% ▲ 0.08

千葉市 1.37 50.0% 7.0% 1.40 1.24 47.2% 6.6% 1.33 ▲ 0.13 -2.8% -0.4% ▲ 0.07

東京都区部 1.21 42.4% 8.6% 1.71 1.10 41.2% 7.8% 1.55 ▲ 0.11 -1.2% -0.8% ▲ 0.16

横浜市 1.38 50.5% 7.4% 1.47 1.25 48.1% 6.8% 1.36 ▲ 0.13 -2.4% -0.6% ▲ 0.11

川崎市 1.43 49.6% 8.4% 1.68 1.26 47.3% 7.5% 1.50 ▲ 0.17 -2.3% -0.9% ▲ 0.18

相模原市 1.33 47.7% 7.3% 1.46 1.23 46.3% 6.8% 1.37 ▲ 0.10 -1.4% -0.5% ▲ 0.09

新潟市 1.37 48.2% 7.7% 1.55 1.30 48.4% 7.1% 1.41 ▲ 0.07 0.2% -0.6% ▲ 0.14

静岡市 1.43 49.0% 7.6% 1.52 1.32 47.7% 7.0% 1.40 ▲ 0.11 -1.3% -0.6% ▲ 0.12

浜松市 1.61 52.1% 8.3% 1.65 1.44 50.6% 7.2% 1.43 ▲ 0.17 -1.5% -1.1% ▲ 0.22

名古屋市 1.42 47.0% 8.4% 1.67 1.34 47.0% 7.9% 1.57 ▲ 0.08 0.0% -0.5% ▲ 0.10

京都市 1.24 40.8% 8.3% 1.67 1.15 40.5% 7.6% 1.52 ▲ 0.09 -0.3% -0.7% ▲ 0.15

大阪市 1.26 41.9% 8.7% 1.74 1.17 39.8% 8.4% 1.68 ▲ 0.09 -2.1% -0.3% ▲ 0.06

堺市 1.54 48.9% 8.0% 1.60 1.44 48.1% 7.4% 1.48 ▲ 0.10 -0.8% -0.6% ▲ 0.12

神戸市 1.37 44.6% 8.2% 1.63 1.27 46.1% 7.2% 1.45 ▲ 0.10 1.5% -1.0% ▲ 0.18

岡山市 1.49 47.1% 8.7% 1.75 1.41 47.0% 8.0% 1.60 ▲ 0.08 -0.1% -0.7% ▲ 0.15

広島市 1.52 49.7% 8.3% 1.65 1.42 49.6% 7.5% 1.50 ▲ 0.10 -0.1% -0.8% ▲ 0.15

北九州市 1.59 46.8% 9.0% 1.80 1.47 47.6% 8.0% 1.61 ▲ 0.12 0.8% -1.0% ▲ 0.19

福岡市 1.33 42.0% 9.4% 1.88 1.20 42.0% 8.4% 1.67 ▲ 0.13 0.0% -1.0% ▲ 0.21

熊本市 1.56 46.1% 9.5% 1.91 1.51 46.7% 8.7% 1.75 ▲ 0.05 0.6% -0.8% ▲ 0.16

注記：推計完結出生児数は、有配偶出生率に20年（初婚平均年齢30歳から49歳までの有配偶期間）を乗じたもの

出所：総務省「国勢調査（2015年、2020年）」（不詳補完結果）
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初婚平均年齢（妻）全国・主要都市別

妻の初婚平均年齢は、全国では2017年の29.3歳を底に、直近では29.8歳まで上昇している。主要都市は、ほぼ

横ばいではあるが、札幌市は、2020年以降、上昇し、晩婚化が進んでいる

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

< Confidential >
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出所）厚生労働省「人口動態調査」姻件数（当該年に結婚生活に入り届け出たもの），夫－妻の結婚生活に入ったときの年齢（各歳）；夫妻の平均婚姻年齢，初婚－再婚・都道府県（特別

区－指定都市再掲）別
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若者が結婚しない理由

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

< Confidential >

• 男女ともに「適当な相手にめぐりあわない」が 最も多く、次いで「自由さや気楽さを失いたくない」「まだ必要性を感じない」が多くなっている。

• 男性では、「結婚資金が足りない」が多くなっている。

• その他、第16回調査では、 「今は、趣味や娯楽を楽しみたいから」が男女ともに増加している。

出所：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（独身者調査）

若者層の未婚化は、独身生活の充実により結婚の価値低下が本質的な課題である。一方、近年の物価高騰に

よる所得への影響が、男性が挙げる結婚資金が足りないという経済的懸念をさらに深化させている可能性がある。
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第１子出生時の平均年齢（母）全国・主要都市別

また、第1子出生時の平均年齢は、初婚年齢の高齢化に伴い、全国で上昇している。なお、上昇幅は、横浜市・

横浜市で十に+0.5歳となっており、初婚年齢からの経過年数は変わっていない

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

< Confidential >
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出所）厚生労働省「人口動態調査」出生順位別にみた都道府県（特別区－指定都市再掲）別父母の平均年齢
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第2子出生時の平均年齢（母）全国・主要都市別

第2子出生時の平均年齢は、全国や（東京都）特別区部、大阪市、札幌市で2015年より+0.6歳以上の上昇

しており、第2子の晩産化の傾向がみられる

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

< Confidential >
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出所）厚生労働省「人口動態調査」出生順位別にみた都道府県（特別区－指定都市再掲）別父母の平均年齢
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晩婚・晩産の要因の1つとして、高学歴の女性による社会進出が進んでいることが考えられる。女性の大学への進

学率は上昇傾向にある

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

128

大学(学部)への進学率（全国）

• 女性は、男性より低いが、近年、その差は縮小傾向にある。

出所：文部科学省「学校基本調査」（大学(学部)への進学率(過年度高卒者等を含む））

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

50

55

60

65

0

54.8

47.1

55.0

47.9

55.3

48.8

55.7 56.0

50.4

57.1

50.6

57.4

51.3

59.0

53.1

60.0

54.1

男性

女性

49.8

（％）







© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

●

131

子どものいる家庭の就業状況（母）全国・主要都市別

母親の就業形態においても、正規化は進んでおり、2017年から10％以上、上昇している。特に、札幌市と横浜市

は、専業主婦と非正規の割合が減り、正規の割合が増えている

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

< Confidential >
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7%22%35%36%
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非正規の職員・従業員

その他

2017年 2023年

出所）総務省「就業構造基本調査 」妻の就業状態・仕事の主従，妻の従業上の地位・雇用形態，夫の育児の有無・頻度，世帯の家族類型別世帯数（「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子

供と親から成る世帯」のうち６歳未満の子供のいる世帯）－全国，全国市部，都道府県，都道府県市部，政令指定都市
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育児参加割合と頻度（父親） 全国・主要都市別

女性の正規職員・従業員化が進んでいることを背景に、父親の育児参加率は全国的に上昇している。また、参加

頻度も1日あたり2時間以上の割合が20％程度上昇している。しかし、札幌市は、主要都市の中で、育児参加率

が横ばい程度であり、母親の育児負担が高くなっていることが示唆される

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜合計特殊出生率の分析

< Confidential >

出所）総務省「就業構造基本調査 」妻の就業状態・仕事の主従，妻の従業上の地位・雇用形態，夫の育児の有無・頻度，世帯の家族類型別世帯数（「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子

供と親から成る世帯」のうち６歳未満の子供のいる世帯）－全国，全国市部，都道府県，都道府県市部，政令指定都市
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●

20代の人口が減少している中で、首都圏への転出超過数は2014年比で拡大。就職期の20-24歳が全体の約8

割を占める構造は変わらないが、近年、第二新卒・キャリアアップを図る25ー29歳の男性の転出が顕著である

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜20代転出超過数

133

全国の首都圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）への20代転出超過数

• 首都圏への20代の転出超過数は、コロナによって一時的に減少したものの、増加の一途である。

• 20ー24歳の新卒就職層が男女ともに多く、20代の転出超過数の約8割を占める。

• 近年、25－29歳の男性の転出が増えている。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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地方都市における若年層の首都圏流出は、コロナ禍前の水準への回帰しつつあるが、その回復スピードには地域

差が生じている。札幌市は、戻りや緩やかであり、転出の抑制あるいはタイムラグが生じている

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜20代転出超過数
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地方都市からの首都圏への20代転出超過数

• 熊本を除く、各地方都市では、コロナ前の水準に戻りつつあるが、札幌はやや戻りが弱い。

• 福岡市は、2019年のピークに近い水準まで戻っている。

• 一方、熊本は、コロナ明けに関わらず、転出超過数が1000人以下と低水準で、かつ、低下傾向にある。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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●

一方、各自治体の圏内からの転入超過状況は異なる。福岡市や仙台市は、広域経済圏（九州・東北）からの

若年層吸引力は強化・維持しているの対し、札幌市は道内人口の減少に伴い、転入が頭打ち状態となっている

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜20代転出超過数
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地方都市の圏内における20代の転入超過状況

• 札幌は、道内から就職や転職等を契機とした20代の転入が4000人を超えているが、減少傾向である。

• 仙台は、札幌と異なり増加傾向にあり、底堅い。

• 福岡は、波があるものの、強い増加傾向にある。

注記：圏内の定義は次のとおりとする。札幌圏内は北海道、福岡圏内は九州7県、仙台圏内は、東北6県

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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●

結婚・出産のタイミングである30-34歳においても首都圏への転出超過状況に変わりはないが、札幌市や福岡市

は、Uターンの影響もあり、転出超過状況が改善されている。福岡は、2020年以降、転入超過に転じている

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜20代転出超過数
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地方都市からの首都圏への30-34歳の転出超過数

• 30－34歳も、札幌・仙台・広島は、首都圏への転出超過となっている。

• 一方、福岡は、コロナをキッカケに転入超過になっている。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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●

札幌と福岡との差は、キャリア形成期にあたる25-29歳男性と就職期の20-24歳女性の定着力にある。キャリア

アップを目指す若手人材を受け止める産業の質において、札幌市が福岡市より劣後している可能性がある

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜20代転出超過数
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札幌・福岡の首都圏の20代転出超過状況比較

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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• 札幌は、 男女ともに、20－24歳の就職期の若者の流出が多く、女性の方がその傾向は強い。 また、男女ともに、25－29歳においても、 20－24歳の

半数程度の若者が転出している。

• 福岡も、札幌と同様の傾向だが、札幌と比較すると20－24歳女性の流出数が少なくなっている。また、女性の25-29歳の転出超過数は20-24歳と比

較すると47%の減少にとどまっているが、男性の減少幅は63％に上る。25-29歳のキャリア形成期ではより男性の方が市内に留まりやすいことが分かる。
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●

札幌市の男性年収は全世代で東京・福岡を下回るが、特に、結婚・子育てが集中する30ー34歳に格差がある。

キャリア志向層の流出と、札幌の残った男性の資金を理由とした未婚化・少子化を引き起こす要因となっている

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜20代転出超過数
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実質額面年収（男性）

• 東京は、どの年齢区分においても、福岡、札幌より高く、上昇率が高い。しかし、2014年と比較すると、物価上昇のため、実質年収は低下している。

• 札幌は、どの年齢区分においても、一番低く、上昇率も最も低い。結婚・出産などのライフイベントのある30ー34歳での年収の低さが際立っている。

注記：2014年と2023年の比較にあたり、2014年の名目賃金に対して各都市の「消費者物価指数（2020年基準、総合）」の上昇率を乗じた。また、2023年の消費者物価地域間物価差指数（全国平

均＝100）で除し地域間の物価水準差を補正。東京は東京都、福岡市は福岡県、札幌市は北海道の賃金で試算

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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札幌市の女性年収は、東京や福岡と異なり、30歳手前で賃金カーブがピークを迎える。キャリア志向を持つ女性

の市外流出要因である一方、自立した生活や子育てを希望する若年層にも将来不安を引き起こす要因である

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ア 数値目標の整理｜20代転出超過数
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実質額面年収（女性）

• 東京は、どの年齢区分においても、福岡、札幌より高く、上昇率が高い。しかし、2014年と比較すると、物価上昇のため、実質年収は低下している。

• 札幌は、どの年齢区分においても、一番低く、上昇率も最も低い。さらに、30歳手前で年収のピークを迎えている。

注記：2014年と2023年の比較にあたり、2014年の名目賃金に対して各都市の「消費者物価指数（2020年基準、総合）」の上昇率を乗じた。また、2023年の消費者物価地域間物価差指数（全国平

均＝100）で除し地域間の物価水準差を補正。東京は東京都、福岡市は福岡県、札幌市は北海道の賃金で試算

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

ア 数値目標の整理

イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

エ その他必要と考えられる事項の調査
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基本目標①

141 < Confidential >

Ⅰ
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事業の活動目標における平均達成率（20～29歳の道外への転出超過数） ｜産業の基盤づくり・競争力強化

競争力強化の事業は食料品・バイオ産業を中心に高い達成率を維持した一方、産業基盤づくりの事業は製造業の新技術開発

や開業率で低達成が続き、テーマ全体として成果にばらつきが生じた。誘致事業は、通期で活動目標を通期で達成している。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

KPI No 事業群の関連KPI
1期 2期 通期（1+2期合算）

達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率

A01 IT・コンテンツを活用して高付加価値をつけようと思っている企業の割合 2 3 66.7% 6 9 66.7% 8 12 66.7%

A02 グローバル化への取組を行っている企業の割合 3 4 75.0% 1 2 50.0% 4 6 66.7%

A03 新製品・新技術の開発や新分野進出に取り組むと答える企業の割合 3 4 75.0% N/A N/A N/A 3 4 75.0%

A04
新製品・新技術の開発や新分野進出に取り組むと答える企業(製造業）の割

合
N/A N/A N/A 1 3 33.3% 1 3 33.3%

A05 誘致施策を活用した立地企業数（累計） 2 2 100.0% N/A N/A N/A 2 2 100.0%

A06 PR活動等により立地した企業数（累計） 0 0 0.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0%

A07 開業率 2 2 100.0% 3 5 60.0% 5 7 71.4%

A08 札幌を含めた広域経済圏の輸出額 3 5 60.0% N/A N/A N/A 3 5 60.0%

A09 食料品製造業の製造品出荷額 1 1 100.0% 5 5 100.0% 6 6 100.0%

A10 食料品製造業の粗付加価値額 2 2 100.0% N/A N/A N/A 2 2 100.0%

A11 バイオ産業の売上高 1 2 50.0% 1 1 100.0% 2 3 66.7%

• 事業数が最も多い「IT・コンテンツを活用して高付加価値をつけようと思っている企業の割合（A01）」は通期12件で達成率66.7%と安定している

が、1期・2期ともに同率であり改善も悪化もしていない。

• 食料品製造業関連の事業のうち、「食料品製造業の製造品出荷額（A09）」と「同粗付加価値額（A10）」に関する全事業で活動目標を達

成している。しかし、新製品・新技術開発への取組（A04）は33.3%と最低水準にとどまる。

• 「開業率（A07）」は1期100%から2期60.0%へ低下し、通期71.4%となっている。

• 「グローバル化への取組（A02）」は1期75.0%から2期50.0%へ低下している。

• 誘致関連事業（「誘致策を活用した立地企業数（A05）」「PR活動等により立地した企業数（A06）」）は事業数は少ないが、活動目標を通

期で達成している。
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事業の活動目標における平均達成率（20～29歳の道外への転出超過数） ｜働きやすい環境づくり・人材育成・確保

働きやすい環境づくり・人材育成確保に関する事業群において、活動目標の達成状況が不十分であるのは、事業の大半を占める

「市内新規学卒者の道内就職割合」の達成率は2期で急落したためである。また、ワークライフバランスや首都圏からのUIターン・ク

リエイティブ産業育成の指標も低達成にとどまっている。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

KPI No 事業群の関連KPI
1期 2期 通期（1+2期合算）

達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率

A15 仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合 N/A N/A N/A 2 4 50.0% 2 4 50.0%

A16 札幌市ワークライフバランスplus認証企業数 N/A N/A N/A 2 2 100.0% 2 2 100.0%

A17 医療・福祉産業の従業者数 1 2 50.0% N/A N/A N/A 1 2 50.0%

A18 クリエイティブ産業の従事者数 0 1 0.0% N/A N/A N/A 0 1 0.0%

A19 女性相談窓口の新規登録者のうち、就職活動に結びついた人数 0 0 0.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0%

A20 市内新規学卒者の道内就職割合 4 5 80.0% 9 17 52.9% 13 22 59.1%

A21 20～29歳の首都圏からの転入者数 0 1 0.0% 2 4 50.0% 2 5 40.0%

• 最多事業数は「年間来客数（A23）」の通期28件だが、達成率は1期60.0%から2期23.1%へ急落し、通期42.9%にとどまった。

• 「観光地としての総合満足度（A22 ）」も1期75.0%から2期33.3%へ大幅に低下し、通期42.1%である。

• 「国際会議の開催件数（A24）」は通期28.6%と低く、1期・2期ともに低達成が続いており、コロナ禍とは別の要因だと考えられる。

• 全9指標のうち通期100%を達成したのは「札幌駅交流拠点都市計画決定（A29）」と「電気自動車普及台数（A30）」の2つに関連する事業

のみだが、いずれも総事業数1件と事業数が少ない。同様に、「避難場所運営研修への参加人数（A28）」の１事業のみだが、活動目標は達成

できていない。
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事業の活動目標における平均達成率（20～29歳の道外への転出超過数） ｜地域の魅力づくり

地域の魅力づくりに関する事業群は、最多事業数を抱える観光関連の事業がコロナ禍の影響もあり2期に達成率が急落したこと

が主要因で、総じて活動目標の達成において不十分な結果に終わった。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

KPI No 事業群の関連KPI
1期 2期 通期（1+2期合算）

達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率

A22 観光地としての総合満足度 3 4 75.0% 5 15 33.3% 8 19 42.1%

A23 年間来客数 9 15 60.0% 3 13 23.1% 12 28 42.9%

A24 国際会議の開催件数 1 3 33.3% 1 4 25.0% 2 7 28.6%

A25 札幌市内での総観光消費額 2 3 66.7% 3 8 37.5% 5 11 45.5%

A26 ウィンタースポーツ実施率 N/A N/A N/A 1 4 25.0% 1 4 25.0%

A27 主要文化芸術施設の利用者数 N/A N/A N/A 3 8 37.5% 3 8 37.5%

A28 避難場所運営研修への地域住民の参加人数 N/A N/A N/A 0 1 0.0% 0 1 0.0%

A29 札幌駅交流拠点内の再開発に係る都市計画決定件数（累計） N/A N/A N/A 1 1 100.0% 1 1 100.0%

A30 燃料電池自動車・電気自動車の市内普及台数 N/A N/A N/A 1 1 100.0% 1 1 100.0%

• 最多事業数は「年間来客数（A23）」の通期28件だが、達成率は1期60.0%から2期23.1%へ急落し、通期42.9%にとどまった。

• 「観光地としての総合満足度（A22 ）」も1期75.0%から2期33.3%へ大幅に低下し、通期42.1%である。

• 「国際会議の開催件数（A24）」は通期28.6%と低く、1期・2期ともに低達成が続いており、コロナ禍とは別の要因だと考えられる。

• 全9指標のうち通期100%を達成したのは「札幌駅交流拠点都市計画決定（A29）」と「電気自動車普及台数（A30）」の2つに関連する事業

のみだが、いずれも総事業数1件と事業数が少ない。同様に、「避難場所運営研修への参加人数（A28）」の１事業のみだが、活動目標は達成

できていない。
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Ⅱ
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事業の活動目標における平均達成率（合計特殊出生率） ｜結婚・出産・子育ての切れ目のない支援

結婚・出産・子育ての切れ目のない支援に関する事業群は、活動目標の達成が全般的に後退した。最多事業数を持つ「子ども

を生み育てやすい環境だと思う市民の割合」の達成率は2期で大幅低下し、保育サービス関連事業も2期に急落した。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

• 「子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の割合（B01）」は最多の通期21件を占め、達成率は1期85.7%から2期57.1%へ低下し、通期

66.7%となった。

• 「妊娠・子育ての悩み相談体制整備（B02）」は、達成率が83.3%と比較的高水準となっている。

• 「ひろば型子育てサロンの年間相談件数（B03）は、2期のみ実施で達成率は100%だが、総事業数1件である。

• 「保育所等待機児童数（B04 ）」は、1期の達成率は100%だったが、2期は0.0%へと悪化した。同じく、保育関連の「希望に応じた保育サービス

利用割合（B05）」も1期の達成率は60.0%だったが、2期に28.6%へ低下した。

KPI No 事業群の関連KPI
1期 2期 通期（1+2期合算）

達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率

B01 子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の割合 6 7 85.7% 9 14 64.3% 15 21 71.4%

B02
妊娠・出産や子育ての悩みについて相談相手や情報収集手段があり、相談等に

より不安や負担が軽減されている人の割合
5 6 83.3% N/A N/A N/A 5 6 83.3%

B03 ひろば型子育てサロンにおける年間相談件数 N/A N/A N/A 1 1 100.0% 1 1 100.0%

B04 保育所等待機児童数 2 2 100.0% 0 4 0.0% 2 6 33.3%

B05 希望に応じた保育サービスを利用することができた人の割合 3 5 60.0% 2 7 28.6% 5 12 41.7%
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事業の活動目標における平均達成率（合計特殊出生率） ｜子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実

子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実に関する事業群は、２期に総事業数が増えたためか、活動目標の達

成が全般的に大きく後退した。1期に高達成率を示した子どもの意欲・意識に関する事業が2期に急落している。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

KPI No 事業群の関連KPI
1期 2期 通期（1+2期合算）

達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率

B06－07 難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦している子どもの割合（小5） 5 5 100.0% 3 7 42.9% 8 12 66.7%

B09－11 将来の夢や目標をもっている子どもの割合（小5） 1 2 50.0% 2 6 33.3% 3 8 37.5%

B12 授業や校務にICTを効果的に活用できる教員の割合 1 1 100.0% N/A N/A N/A 1 1 100.0%

B13 子どもが、自然、社会、文化などの体験をしやすい環境であると思う人の割合 8 9 88.9% N/A N/A N/A 8 9 88.9%

B14 近所や地域とのつながりのある子どもの割合 N/A N/A N/A 0 1 0.0% 0 1 0.0%

B15-17 いじめなどの不安や悩みを身近な人などに相談する子どもの割合（小5） 3 3 100.0% 4 12 33.3% 7 15 46.7%

• 「難しいことに挑戦する子どもの割合（B06-07）」は、1期の達成率が100%から2期42.9%へ急落し、通期66.7%となった。

• 「自然・社会・文化体験環境があると思う人の割合（B13）」は、１期のみの事業だが達成率は88.9%と高水準だった。

• 「ICTを活用できる教員の割合（B12）」は、1期のみの事業で、100%達成後に事業が終了している

• 「近所や地域とのつながりがある子どもの割合（B14）」は、２期のみの1事業だったが、活動目標を達成できていない。

• 「いじめ等の悩みを相談できる子どもの割合（B15-17）」は、1期の達成率は100%だったが、2期33.3%へ大幅に低下した。
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事業の活動目標における平均達成率（合計特殊出生率） ｜子育てを支える社会の形成

子育てを支える社会の形成に関する事業は、2期に事業数（1期25事業→2期5事業）が急減し、活動目標の達成率も低下し

た。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

• B18（仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合）は、達成率が1期100%から2期66.7%へ低下した。

• B21（市内社会的養護体制における「家庭的養育環境」の割合）は、1期のみの事業で、達成率は100%だった。

• B19-20（母子・父子家庭の生活不安割合）は、１期のみの事業で、達成率は20.0%と低水準だった。

• B24（「父親と母親がともに子育ての担い手」と答えた保護者の割合）は、2期のみ実施だったが、達成率0.0%であった。

• B23（困難を有する若者の自立支援機関利用・就労訓練参加割合）は、１期のみの事業で、達成率が75.0%と比較的高い。

KPI No 事業群の関連KPI
1期 2期 通期（1+2期合算）

達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率 達成数 総事業数 達成率

B18 仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合 4 4 100.0% 2 3 66.7% 6 7 85.7%

B19－20
今後の生活（経済的・子育て等）に不安のある母子・父子家庭の割合（母

子）
1 5 20.0% N/A N/A N/A 1 5 20.0%

B21 市内社会的養護体制における「家庭的養育環境」の割合 3 3 100.0% N/A N/A N/A 3 3 100.0%

B22 障がいのある子どもにとって地域でくらしやすいまちであると思う保護者の割合 2 5 40.0% N/A N/A N/A 2 5 40.0%

B23
困難を有する若者が自立に向けて支援機関を利用し、職業訓練への参加や進路

決定をした割合
6 8 75.0% N/A N/A N/A 6 8 75.0%

B24 「父親と母親がともに子育ての担い手である」と答えた保護者の割合 N/A N/A N/A 0 2 0.0% 0 2 0.0%
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新設KPIを設定すべき事業群

KPI未設定の事業の中には、「女性就労・若者定着系」「出会い・婚活支援系」「子ども・子育て環境系」など人口減少対策に資

する事業が存在する。数値目標に対する事業効果をモニタリングしやすくなるよう、事業目的に沿ったKPIを新設することが望ましい。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

対象事業 人口減少対策事業とする根拠 新設KPI案 KPIを新設する理由

女性就労・

若者定着系

【第1期】さっぽろ国際人材育成事業、

留学生誘致促進事業、女性起業家

育成事業、子育てママ再就職支援事

業、女性社員の活躍応援事業

• アンケート（若者調査）では「雇用の安定」が定住意向と最も有意

な正の相関を示している。また、アンケート（女性調査）では独身正

規女性の約4割がキャリアアップ機会に男女差を感じている。女性が

市内でキャリアを描けるかが定住の分岐点となっている

• 留学生の市内就職・定着は即戦力人口の確保かつ転出超過の数

値改善に直結するが、定着率の測定指標が存在しない

• 女性の市内起業・就業継続は転出抑制と所得基盤強化の両面で

育児後の就労復帰支援は女性の市内定着を促進する。インタビュー

（夫婦のみ・女性30-34歳）は「転職後1年未満で育休が使えず出

産検討が先送りになった」と指摘しており、就労継続支援が出産意

向にも波及する構造が確認されている

• 職場の女性活躍環境の整備が市内就業継続の前提条件となるが、

活動量のみの把握にとどまり定着効果が可視化されていない

20～29歳女性の

市内就業継続率

現行「道内就職割合」は就

職時点の量的指標にとどまり、

定着効果を測定できない

出会い・

婚活支援系

【第1期】出会いの場創出事業

【第2期】若者出会い創出事業

• 出会いの創出→交際→婚姻→出産という因果経路で、合計特殊

出生率に貢献する可能性がある

• 本調査のアンケートにおいて、「出会いの少なさ」は未婚の障壁の上位

となっている

20～30代の

婚姻率

現行KPI体系に婚姻率が存

在しない

子ども・

子育て環境系

【第1期】児童会館の地域多世代交流

機能の拡充、地域子育て支援拠点事

業、地域子育て支援事業、

【第2期】保育人材確保緊急対策事業、

乳児院等多機能化推進事業

• 子育て拠点は「追加出産の意思決定を支える環境」として機能する

可能性がある

• 保育士確保→保育サービスの質・量向上→就労継続支援→追加

出産意向という因果経路で、合計特殊出生率に貢献する可能性が

ある

• 多機能化により保育の選択肢が広がることで、出産後の就労継続

不安が低減し、追加出産の意思決定環境が整う

第二子以上の

有配偶出生率

複数子を測る指標が現行

KPIに存在しない
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別計画で管理すべき事業群（1/3）

下記事業群は、合計特殊出生率の向上または20代の道外への転出超過数の削減を主たる目的として設計された事業ではない

と考えられる。人口減少対策の関連事業として、別計画でモニタリングすることが適切だと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

対象事業テーマ 人口減少対策事業とする根拠 対象事業

産業振興系 産業基盤の強化等を目的とした事業群であり、重

要な取組であるが、産業振興計画で継続・評価す

ることが適切である。

No.59 都心商業魅力アップ事業

No.65 おもてなし・人材育成事業

No.162 医療関連産業集積促進事業

No.173 産業振興ビジョン改定

No.178 みんなの商店街集客力アップ事業

No.179 みんなの商店街大作戦事業

No.180 みんなの商店街人材育成事業

No.181 大谷地流通業務団地高度化検討事業

No.189 札幌スタイル推進事業

No.192 里山活性化推進事業

No.193 農業基盤整備事業

No.207 道内地域活性化連携推進事業

No.212 さっぽろ夢農業人育成支援事業

子ども関連・

社会的養護系

学校教育環境の整備・困難を抱える子ども・家庭

への支援等を目的とした事業群であり、重要な取

組であるが、子ども・福祉施策関連の計画で継続・

評価することが適切である。

No.137 学校施設改築事業

No.352 家庭と連携した食育推進事業

No.354 高校改革支援事業

No.359 少人数学級の拡大

No.360 ひとり親家庭学習支援ボランティア事業

No.369 学校施設改築事業

No.370 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

No.380 子どもの補聴器購入費等助成事業の拡充

No.381 医療的ケア児等の支援体制構築事業

No.382 子どもの心の診療ネットワーク事業

No.383 障がい児地域支援マネジメント事業

No.384 子どもの貧困対策計画改定

No.387 児童養護施設等入所児童への大学進学等奨励給付事業

No.388 特別奨学金支給事業
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別計画で管理すべき事業群（2/3）

下記事業群は、合計特殊出生率の向上または20代の道外への転出超過数の削減を主たる目的として設計された事業ではない

と考えられる。人口減少対策の関連事業として、別計画でモニタリングすることが適切だと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

対象事業テーマ 人口減少対策事業とする根拠 対象事業

健康・高齢者・

介護系

市民の健康寿命延伸・高齢者の社会参加支援

等を目的とした事業群であり、重要な取組であるが、

高齢化対策・健康づくり関連の計画で継続・評価

することが適切である。

No.72 就業サポートセンター等事業

No.73 高齢者の社会参加支援の在り方検討

No.133 高齢社会に向けた地域活動の担い手創出事業

No.221 シニアワーキングさっぽろ開催事業

No.222 シルバー人材センター運営費補助事業

No.282 健康推進事業

No.283 働く世代への健康増進アプローチ研究事業

No.284 食育推進事業

No.285 受動喫煙対策推進事業

No.286 地域団体・学校・企業と連携した食育事業

No.287 ぽっぴぃはっぴぃプラン～区民・大学とつくる「きたまち」すこやか事業

No.288 生活に密着したウォーキング普及事業

No.289 白石健康づくり推進事業

No.290 食とノルディックウォーキングを合わせた健康寿命延伸事業

No.291 地域主体の健康づくり普及啓発事業

No.292 区役所を拠点とした生活習慣の改善による介護予防事業

No.293 清田区健康アップ推進事業

No.294 冬も楽しむウォーキング推進事業

No.295 「エコロコ！やまべェ誰でも体操」普及事業

No.296 だれでも・いつでも・なんどでもノルディックウォーキング事業

No.297 住んでてますます「ていねっていいね」健康長寿事業

No.298 高齢者の社会参加支援推進事業

No.299 札幌シニア大学運営事業

No.300 公立夜間中学設置検討事業

No.301 基幹型地域包括支援センター設置事業

No.302 在宅医療・介護連携推進事業
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別計画で管理すべき事業群（3/3）

下記事業群は、合計特殊出生率の向上または20代の道外への転出超過数の削減を主たる目的として設計された事業ではない

と考えられる。人口減少対策の関連事業として、別計画でモニタリングすることが適切だと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

< Confidential >

対象事業テーマ 人口減少対策事業とする根拠 対象事業

都市基盤・インフラ・

環境系

新幹線延伸推進・市街地再開発・公園整備・まち

づくり等を目的とした事業群であり、重要な取組で

あるが、都市整備計画関連の計画で継続・評価す

ることが適切である。

No.50 北海道新幹線推進事業

No.55 札幌駅交流拠点まちづくり推進事業

No.56 地下鉄さっぽろ駅魅力アップ事業

No.57 民間投資を活用した市街地再開発事業等の推進

No.58 札幌創世1.1.1区北1西1地区市街地再開発事業

No.132 地域コミュニティ形成促進事業

No.134 とよひらまちづくりパートナー事業

No.135 南区若い力を活かしたまちづくり事業

No.138 地域交流拠点まちづくり推進事業

No.255 冬季オリンピック・パラリンピック基金造成事業

No.278 空き家対策事業

No.280 冬のみちづくりプラン推進事業

No.281 冬みち地域連携事業

No.304 地域交流拠点等まちづくり推進事業

No.305 創成川通機能強化検討調査事業

No.306 北海道新幹線推進事業

No.307 水素エネルギー利活用事業

No.309 防災を兼ねた自立分散エネルギー普及推進事業

No.310 安全・安心な公園再整備事業

No.311 公園造成事業

No.312 地域に応じた身近な公園整備事業

No.313 地域と創る公園機能再編・再整備事業

No.314 公園の官民連携推進事業

No.315 第４次札幌市みどりの基本計画策定及び関連調査事業

No.316 みどり豊かなまちづくり支援事業

防災・安全系 避難所整備・防犯・防火等を目的とした事業群で

あり、重要な取組であるが、防災計画で継続・評

価することが適切である。

No.131 中央区避難所運営体制づくり取組支援事業

No.136 安全・安心なまちづくり総合戦略事業

No.276 避難場所環境整備事業

No.279 安全・安心なまちづくり総合戦略事業
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(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

ア 数値目標の整理

イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

エ その他必要と考えられる事項の調査
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基本目標 ❶

- 産業の基盤づくり

- 産業の競争力強化

- 働きやすい環境づくり

- 人材育成・確保

- 地域の魅力づくり
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KPI達成率（20～29歳の道外への転出超過数）

20～29歳の道外への転出超過数（KGI）のKPI達成率は、2021年度から年々向上し、各KPIは概ね9割以上となっているが、

KGIの達成度はコロナ禍期間以外は低迷し、産業振興や労働環境・地域の魅力づくりの成果が若年層の流出抑制に波及してい

ない。現行KPI体系がKGIと因果的に連動しておらず、指標設計自体の見直しが必要であると思われる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

< Confidential >

20～29歳の道外への転出超過数 人材育成・確保

産業の基盤づくり

競争力強化

地域の魅力づくり働きやすい環境づくり

※テーマ別のKPI達成率は、関連するKPI達成率の平均値。詳細は、人口減少対策指標一覧を参照

• 「競争力強化（152.1%）」は目標を大幅に超過達成している。また、「地域の魅力環境づくり（98.9%）」や「働きやすい環境づくり（99.4%）」

も目標値にほぼ到達している。

• 「人材育成・確保（90.2%）」や「産業の基盤づくり（87.3%）」も年々達成度は向上している。
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KPI達成率（20～29歳の道外への転出超過数）｜産業の基盤づくり

企業誘致に関するKPIは順調に改善しているが、地域内の企業の事業強化（高付加価値、新規事業創出、外部市場の開拓）

に関するKPIは、実績の伸び悩みや低下が見られる。地域内部の産業基盤を底上げには課題が残る結果となっている。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

< Confidential >

KPI 単位
目標

実績 達成率

1期 2期 1期 2期

1期 2期 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

A01
IT・コンテンツを活用して高付加価値をつけよ

うと思っている企業の割合
％ 18.2 33.0 15.3 19.1 20.6 22.2 24.9 31.2 29.9 28.7 28.6 29.3 84.1% 104.9% 113.2% 122.0% 136.8% 94.5% 90.6% 87.0% 86.7% 88.8%

A02
グローバル化への取組を行っている企業の割

合
％ 37.5 45.0 13.2 10.1 11.9 11.7 12.2 8.6 5.7 6.1 5.6 4.6 35.2% 26.9% 31.7% 31.2% 32.5% 19.1% 12.7% 13.6% 12.4% 10.2%

A03
新製品・新技術の開発や新分野進出に取り

組むと答える企業の割合
％ 70.0 ー 58.1 49.4 46.0 43.6 46.3 ー ー ー ー ー 83.0% 70.6% 65.7% 62.3% 66.1% ー ー ー ー ー

A04
新製品・新技術の開発や新分野進出に取り

組むと答える企業(製造業）の割合
％ ー 65.0 ー ー ー 57.3 60.4 60.2 54.8 60.9 61.9 56.8 ー ー ー ー ー 92.6% 84.3% 93.7% 95.2% 87.4%

A05 誘致施策を活用した立地企業数（累計） 社 160 ー 125 138 146 161 173 ー ー ー ー ー 78.1% 86.3% 91.3% 100.6% 108.1% ー ー ー ー ー

A06 PR活動等により立地した企業数（累計） 社 ー 75 ー ー ー ー ー 16 27 74 106 134 ー ー ー ー ー 21.3% 36.0% 98.7% 141.3% 178.7%

A07 開業率 ％ 7.3 6.0 ー 16.6 ー 4.8 5.1 5.3 4.8 4.1 4.2 4.3 ー 227.4% ー 65.8% 69.9% 88.3% 80.0% 68.3% 70.0% 71.7%

A08 札幌を含めた広域経済圏の輸出額 億円 3,143 ー 3,076 2,468 2,328 2,360 2,127 ー ー ー ー ー 97.9% 78.5% 74.1% 75.1% 67.7% ー ー ー ー ー

• IT活用意欲（A01）の実績値は第1期に増加して目標を達成したものの、第2期は横ばいで推移しており、未達の状態が続いている。

• 新製品・新技術の開発意欲（A03、A04）や開業率（A07）の実績値は、全期間を通じて当初値から横ばいまたは微減傾向にあり、目標達成

率も下回って推移している。

• 誘致施策を活用した立地企業数（A05）およびPR活動等による立地企業数（A06）の実績値は、期間後半にかけて増加している。設定された

目標値に対しても、期間後半において達成率100%を大きく超過している。

• グローバル化への取組（A02）や広域経済圏の輸出額（A08）の実績値は、当初値から低下傾向であり、達成率も低迷している。
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KPI達成率（20～29歳の道外への転出超過数）｜競争力強化

企業誘致・バイオ・食料品製造など事業規模の拡大に関するKPIは概ね目標を達成し、成果があったと評価できる。一方、健康

医療関連産業の商談会成約金額は達成率26%と大幅に未達であり、取引創出の実効性に課題が残る。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

< Confidential >

KPI 単位
目標

実績 達成率

1期 2期 1期 2期

1期 2期 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

A09 食料品製造業の製造品出荷額 億円 2,314 2,700 2,384 2,331 2,419 2,580 2,556 2,388 2,413 2,529 2,818 未公表 103.0% 100.7% 104.5% 111.5% 110.5% 88.4% 89.4% 93.7% 104.4% 未記入

A10 食料品製造業の粗付加価値額 億円 927 ー 958 894 886 940 939 ー ー ー ー ー 103.3% 96.4% 95.6% 101.4% 101.3% ー ー ー ー ー

A11 バイオ産業の売上高 億円 617 730 460 490 527 947 984 958 967 1,042 1,158 1,110 74.6% 79.4% 85.4% 153.5% 159.5% 131.2% 132.5% 142.7% 158.6% 152.1%

A12
（健康医療関連産業の）

商談会での成約金額
千円 31,638 ー 25,152 29,928 124,180 21,390 8,200 ー ー ー ー ー 79.5% 94.6% 392.5% 67.6% 25.9% ー ー ー ー ー

A13 札幌市内のIT産業売上高 億円 3,797.53 ー ー 3,685.843,859.414,030.81 ー ー ー ー ー ー ー 97.1% 101.6% 106.1% ー ー ー ー ー ー

• 食料品製造業の出荷額（A09）および粗付加価値額（A10）、IT産業の売上高（A14）の実績値は、当初値から順調な増加傾向を示して

いる。設定された目標値に対しても、概ね達成率100%前後で推移しており、目標を達成している。

• バイオ産業の売上高（A11）の実績値は、第1期後半から急激な増加となった。目標の達成度についても、第2期においては全年度で目標値を大

幅に超過して達成している。本指標群の中で、実績の拡大および目標達成の進捗が最も良好である。

• 健康医療関連産業の商談会成約金額（A12）の実績値は、2017年度のみ突発的に増加したものの、その後の実績は当初値を下回る水準ま

で大きく低下している。
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KPI達成率（20～29歳の道外への転出超過数）｜働きやすい環境づくり

札幌市ワークライフバランスplus認証企業数は目標を大幅に超過達成しているが、仕事と生活の調和を実感している市民の割合

は達成率約57%にとどまり、全期間を通じて未達が続いている。制度導入という企業側の取組が、市民の実感に波及していない

可能性があり、企業の制度整備と従業員の実態改善の間に乖離があると考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

< Confidential >

KPI 単位
目標

実績 達成率

1期 2期 1期 2期

1期 2期 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

A14
仕事と生活の調和がとれていると思う人の割

合
％ ー 70.0 ー ー ー 47.1 39.2 41.6 38.6 34.3 39.6 39.8 ー ー ー ー ー 59.4% 55.1% 49.0% 56.6% 56.9%

A15 札幌市ワークライフバランスplus認証企業数 社 ー 800 ー ー ー 328 465 609 764 884 1,001 1,135 ー ー ー ー ー 76.1% 95.5% 110.5% 125.1% 141.9%

• 札幌市ワークライフバランスplus認証企業数（A15）は、第2期において設定された目標値を上回り、最終的に達成率140%を超える超過達成と

なっている。

• 仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合（A14）の実績値は、当初値（約47%）から低下傾向にあり、以降は30%台後半から40%前後

で停滞している。目標達成度についても、設定された目標値に対して達成率50～60%台にとどまっており、全期間を通じて未達の状態が続いている。
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KPI達成率（20～29歳の道外への転出超過数）｜人材育成・確保

人材育成・確保に関するKPIは、首都圏からの若年層流入は期間後半において実績が低下し未達に転じている。さらに、新規学

卒者の域内定着や特定層（女性等）の就職支援に関するKPIも総じて目標未達であり、KPIに紐づく事業の実効性に課題があ

る結果となっている。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

< Confidential >

KPI 単位
目標

実績 達成率

1期 2期 1期 2期

1期 2期 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

A16 医療・福祉産業の従業者数 人 120,000 ー ー 127,350 ー ー ー ー ー ー ー ー ー 106.1% ー ー ー ー ー ー ー ー

A17 クリエイティブ産業の従事者数 人 38,630 ー ー 35,934 ー ー ー ー ー ー ー ー ー 93.0% ー ー ー ー ー ー ー ー

A18
女性相談窓口の新規登録者のうち、就職活

動に結びついた人数
人 1,000 1,000 ー ー ー 471 395 377 382 563 778 931 ー ー ー 47.1% 39.5% 37.7% 38.2% 56.3% 77.8% 93.1%

A19 市内新規学卒者の道内就職割合 ％ 65.0 65.0 58.1 57.2 58.5 58.4 55.4 54.5 58.0 59.2 56.0 55.6 89.4% 88.0% 90.0% 89.8% 85.2% 83.8% 89.2% 91.1% 86.2% 85.5%

A20 20～29歳の首都圏からの転入者数 人 4,000 4,000 3,539 3,557 3,757 3,706 3,722 4,101 4,180 4,054 3,812 3,684 88.5% 88.9% 93.9% 92.7% 93.1% 102.5% 104.5% 101.4% 95.3% 92.1%

A16 医療・福祉産業の従業者数 人 120,000 ー ー 127,350 ー ー ー ー ー ー ー ー ー 106.1% ー ー ー ー ー ー ー ー

• 市内新規学卒者の道内就職割合（A19）の実績値は、当初値から低下・停滞しており、目標未達である。また、女性相談窓口からの就職活動

移行数（A18）は期間後半にかけて増加傾向を示したものの、最終的な達成率は90%台にとどまり、期間内での目標達成には至っていない。

• 20～29歳の首都圏からの転入者数（A20）の実績値は、第2期前半にかけて増加し、一時的に目標値（4,000人）を超過達成したがコロナ禍

による移動制限等が主な原因である。そのため、2021年度以降は、2015年水準まで低下傾向に転じている。

• なお、医療・福祉産業およびクリエイティブ産業の従業者数（ A16,A17）は、実績数が少ないため参考値扱いとする。
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KPI達成率（20～29歳の道外への転出超過数）｜地域の魅力づくり

地域の魅力づくりに関するKPIは二極化している。観光消費額・総合満足度・都市基盤整備は概ね目標水準に達しており順調と

評価できる。一方、国際会議の開催件数は達成率36%、主要文化芸術施設の利用者数は当初値をも下回る72%にとどまって

おり、MICEおよび文化・スポーツ分野には課題が残る。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

< Confidential >

KPI 単位
目標

実績 達成率

1期 2期 1期 2期

1期 2期 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

A21 観光地としての総合満足度 ％ 36.1 40.0 20.6 24.6 27.6 26.8 29.9 32.4 41.4 41.4 72.1 66.4 57.1% 68.1% 76.5% 74.2% 82.8% 81.0% 103.5% 103.5% 180.3% 166.0%

A22 海外客の平均滞在日数 泊/人 1.36 ー ー 1.20 1.20 1.33 1.39 ー ー ー ー ー ー 88.2% 88.2% 97.8% 102.2% ー ー ー ー ー

A23 年間来客数 万人 1,628 1,800 1,365 1,388 1,527 1,585 1,526 571 789 1,311 1,454 1,526 83.8% 85.3% 93.8% 97.4% 93.7% 31.7% 43.8% 72.8% 80.8% 84.8%

A24 国際会議の開催件数 件 120 130 107 115 116 109 102 2.0 0.0 23.0 43.0 47.0 89.2% 95.8% 96.7% 90.8% 85.0% 1.5% 0.0% 17.7% 33.1% 36.2%

A25 札幌市内での総観光消費額 億円 5,985 7,000 5,440 5,229 5,561 5,780 5,215 1,808 2,183 3,195 4,921 6,941 90.9% 87.4% 92.9% 96.6% 87.1% 25.8% 31.2% 45.6% 70.3% 99.2%

A26 ウィンタースポーツ実施率 ％ ー 25.0 ー ー ー 21.0 18.6 20.5 19.5 18.9 20.9 21.4 ー ー ー ー ー 82.0% 78.0% 75.6% 83.6% 85.6%

A27 主要文化芸術施設の利用者数 人 ー 2,310,000 ー ー ー 1,852,823 2,312,199 786,906 961,522 1,497,678 1,653,953 1,672,018 ー ー ー ー ー 34.1% 41.6% 64.8% 71.6% 72.4%

A28
避難場所運営研修への地域住民

の参加人数
人 ー 900 ー ー ー 366 282 475 761 761 1,038 1,035 ー ー ー ー ー 52.8% 84.6% 84.6% 115.3% 115.0%

A29
札幌駅交流拠点内の再開発に係

る都市計画決定件数（累計）
件 ー 3 ー ー ー 1 1 1 2 3 3 3 ー ー ー ー ー 33.3% 66.7% 100.0% 100.0% 100.0%

A30
燃料電池自動車・電気自動車の

市内普及台数
台 ー 1,200 ー ー ー 582 814 797 849 1,078 1,354 1,567 ー ー ー ー ー 66.4% 70.8% 89.8% 112.8% 130.6%

• 観光地としての総合満足度（A21）の実績値は当初値から継続して増加し、達成率も最終的には160%を超えた。また、海外客の平均滞在日

数（A22）の実績値も増加傾向を示し、期間内に目標を達成している。

• 年間来客数（A23）および札幌市内での総観光消費額（A25）の実績値は、コロナ禍により急落したものの、その後は回復・増加傾向にある

• 国際会議の開催件数（A24）の実績値も回復傾向にはあるが、当初値の水準には至っておらず、目標未達である。

• ウィンタースポーツ実施率（A26）の実績値は、当初値から低下した後に微増しているものの、全体としては横ばいで推移しており、目標未達である。

• 主要文化芸術施設の利用者数（A27）の実績値も回復傾向にはあるが、当初値をも下回り、目標未達である。

• 避難場所運営研修への参加人数（A28）、再開発に係る都市計画決定件数（A29）、次世代自動車の普及台数（A30）は、全KPIが期

間内に目標を達成している。
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基本目標 ❷

- 結婚・出産・子育ての切れ目のない支援

- 子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実

- 子育てを支える社会の形成

162 < Confidential >
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KPI達成率（合計特殊出生率）

子育て・保育環境の整備に関するKPIは高水準を維持している一方、『子育てを支える社会の形成』は2020年以降に急落し低水

準にある。行政による環境整備は出産の必要条件に過ぎず、市民の意識変容・社会規範の転換という十分条件を満たす施策

設計に根本から見直す必要があると考えらえる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理
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合計特殊出生率 結婚・出産・子育ての

切れ目のない支援

子どもへの支援の充実/

子どもが健やかに育つ環境の充実

子育てを支える社会の形成

• 合計特殊出生率の目標達成率とテーマ別KPIの推移を比較すると、傾向は二極化している。

• KPIの「子どもへの支援の充実/子どもが健やかに育つ環境の充実」および「結婚・出産・子育ての切れ目のない支援」の2項目は、全期間を通じて

90%以上の高い水準を維持、または向上している。

• 「子育てを支える社会の形成」は、2019年度から2020年度にかけて約30ポイントも急落した。その後も低迷が続いている。

※テーマ別のKPI達成率は、関連するKPI達成率の平均値。詳細は、人口減少対策指標一覧を参照
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KPI達成率（合計特殊出生率） ｜結婚・出産・子育ての切れ目のない支援

結婚・出産・子育ての切れ目のない支援に関するKPIは、行政が提供する環境・インフラ整備は目標達成している。一方で、市民

が「子どもを生み育てやすい」と実感している割合は低下しており、目標未達である。インフラ整備は機能しているが、市民が出産・

子育てを前向きに選択する意思決定には経済的不安の解消、職場文化の変容等の支援が必要であることが示唆される。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理
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KPI 単位
目標

実績 達成率

1期 2期 1期 2期

1期 2期 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

B01
子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の

割合
% 75.0 80.0 55.9 56.1 54.4 50.9 46.6 47.6 41.4 36.8 38.5 38.0 74.5% 74.8% 72.5% 67.9% 62.1% 59.5% 51.8% 46.0% 48.1% 47.5%

B02

妊娠・出産や子育ての悩みについて相談相手

や情報収集手段があり、相談等により不安や

負担が軽減されている人の割合

% 60.0 ー 60.2 57.3 83.3 81.6 86.7 ー ー ー ー ー 100.3% 95.5% 138.8% 136.0% 144.5% ー ー ー ー ー

B03 ひろば型子育てサロンにおける年間相談件数 件 ー 3,000 ー ー ー 2,447 2,436 2,476 3,476 3,388 4,312 3,931 ー ー ー ー ー 82.5% 115.9% 112.9% 143.7% 131.0%

B04 保育所等待機児童数 人 0 0 8 7 0 0 0 0 0 0 0 0 88.4% 89.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

B05
希望に応じた保育サービスを利用することがで

きた人の割合
% 75.0 80.0 62.5 58.3 60.7 67.3 77.9 85.1 82.6 78.9 84.1 87.8 78.1% 72.9% 75.9% 84.1% 97.4% 106.4% 103.3% 98.6% 105.1% 109.8%

• 子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の割合（B01）の実績値は、低下傾向にあり、第2期後半には30%台にまで低下している。目標の達成

度についても、40～50%台にとどまっており、全期間を通じて未達の状態が続いている。

• 妊娠・出産や子育ての悩みについて相談・情報収集により不安が軽減されている割合（B02）および、ひろば型子育てサロンにおける年間相談件

数（B03）の実績値は、当初値から増加している。目標の達成度についても、設定された目標値を大きく上回り、超過達成している。

• 保育所等待機児童数（B04）の実績値は、0人を実現し、以降もその水準を維持している。また、希望に応じた保育サービスを利用することができ

た人の割合（B05）の実績値も、増加傾向にあり、2期には目標値をを超過達成している。
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KPI達成率（合計特殊出生率） ｜子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実

子どもの挑戦意欲・夢や目標・相談行動に関するKPIは概ね90%前後の高水準で推移しており、支援の充実は一定の成果を上

げている。一方、子どもが体験をしやすい環境だと思う割合や地域とのつながりのある子どもの割合は目標未達が続いており、施

設・制度整備が体験機会や地域コミュニティの実態的充実に結びついていない点が課題として残る。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理
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KPI 単位
目標

実績 達成率

1期 2期 1期 2期

1期 2期 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

B06
難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦してい

る子どもの割合（小5）
％ 76.0 78.0 72.3 72.5 74.2 77.3 74.9 75.0 71.3 69.6 69.6 71.3 95.1% 95.4% 97.6% 101.7% 98.6% 96.2% 91.4% 89.2% 89.2% 91.4%

B07
難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦してい

る子どもの割合（中2）
％ 72.0 72.0 66.7 67.4 68.8 71.4 67.6 65.7 65.3 62.7 63.0 66.3 92.6% 93.6% 95.6% 99.2% 93.9% 91.3% 90.7% 87.1% 87.5% 92.1%

B08
難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦してい

る子どもの割合（高2）
％ 67.0 67.0 61.4 61.2 62.9 66.2 66.3 65.8 67.5 66.3 63.6 68.2 91.6% 91.3% 93.9% 98.8% 99.0% 98.2% 100.7% 99.0% 94.9% 101.8%

B09
将来の夢や目標をもっている子どもの割合

（小5）
％ 89.0 86.0 84.6 83.9 84.3 85.2 81.0 82.3 79.7 78.6 75.3 79.6 95.1% 94.3% 94.7% 95.7% 91.0% 95.7% 92.7% 91.4% 87.6% 92.6%

B10
将来の夢や目標をもっている子どもの割合

（中2）
％ 77.0 72.0 69.4 68.6 68.9 68.2 68.3 66.1 64.5 63.9 67.7 72.5 90.1% 89.1% 89.5% 88.6% 88.7% 91.8% 89.6% 88.8% 94.0% 100.7%

B11
将来の夢や目標をもっている子どもの割合

（高2）
％ 79.0 76.0 76.0 71.9 72.2 75.0 75.1 72.4 71.6 72.7 70.0 74.4 96.2% 91.0% 91.4% 94.9% 95.1% 95.3% 94.2% 95.7% 92.1% 97.9%

B12
授業や校務にICTを効果的に活用できる教員

の割合
％ 77.0 ー 69.8 71.6 72.4 71.1 73.6 ー ー ー ー ー 90.6% 93.0% 94.0% 92.3% 95.6% ー ー ー ー ー

B13
子どもが、自然、社会、文化などの体験をしや

すい環境であると思う人の割合
％ 65.0 ー 61.1 56.9 56.8 52.7 60.1 ー ー ー ー ー 94.0% 87.5% 87.4% 81.1% 92.5% ー ー ー ー ー

B14 近所や地域とのつながりのある子どもの割合 ％ ー 60.0 ー ー ー 47.8 47.8 39.0 41.1 36.9 57.0 53.9 ー ー ー ー ー 65.0% 68.5% 61.5% 95.0% 89.8%

B15
いじめなどの不安や悩みを身近な人などに相

談する子どもの割合（小5）
％ 95.0 96.0 92.5 93.8 93.9 93.5 93.9 94.1 94.1 94.1 94.2 92.2 97.4% 98.7% 98.8% 98.4% 98.8% 98.0% 98.0% 98.0% 98.1% 96.0%

B16
いじめなどの不安や悩みを身近な人などに相

談する子どもの割合（中2）
％ 88.0 90.0 82.9 84.6 86.5 88.1 88.9 88.9 88.4 89.4 90.5 90.9 94.2% 96.1% 98.3% 100.1% 101.0% 98.8% 98.2% 99.3% 100.6% 101.0%

B17
いじめなどの不安や悩みを身近な人などに相

談する子どもの割合（高2）
％ 86.0 90.0 83.1 87.7 88.8 87.9 90.2 91.6 92.4 94.1 94.2 95.3 96.6% 102.0% 103.3% 102.2% 104.9% 101.8% 102.7% 104.6% 104.7% 105.9%

• 難しいことでも失敗を恐れないで挑戦している子どもの割合（B06～B08）の実績値は概ね60～70%台、達成率も90%前後の高い水準を維持し

て推移している。

• 将来の夢や目標をもっている子どもの割合（B09～B11）の実績値は70～80%台、達成率も90%台の高水準を維持している。

• いじめなどの不安や悩みを身近な人などに相談する子どもの割合（B15～B17）の実績値は増加傾向にあり、小学校は目標値にわずかに届かな

いものの92～94%の高い実績水準を維持し、中学校および高校2年生においては設定された目標値を超過達成している。

• 教員のICT活用割合（B12）の実績値は、当初値から増加傾向にあるものの、目標未達である。

• 子どもが体験をしやすい環境であると思う割合（B13）の実績値は、下落傾向にあったが最終年度で上昇し、達成率も約90%まで回復した。

• 地域とのつながりのある子どもの割合（B14）の実績値は、当初値から低下または低い水準で横ばいに推移しており、目標未達である。
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KPI達成率（合計特殊出生率） ｜子育てを支える社会の形成

子育てを支える社会の形成に関するKPIは、特定の支援対象者（一人親、特別な支援を必要とする子ども・若者）に対する支

援は一定の成果を上げている。しかし、市内全体で、仕事と生活の調和や父親の子育て意識は停滞あるいは悪化しており、行政

の直接介入が届きにくい意識・文化領域に課題が残る。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

< Confidential >

KPI 単位
目標

実績 達成率

1期 2期 1期 2期

1期 2期 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2015 2021 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

B18
仕事と生活の調和がとれていると思う人の割

合
65.0 70.0 43.1 50.5 49.8 47.1 39.2 41.6 38.6 34.3 39.6 39.8 66.3% 77.7% 76.6% 72.5% 60.3% 59.4% 55.1% 49.0% 56.6% 56.9%

B19
今後の生活（経済的・子育て等）に不安の

ある母子・父子家庭の割合（母子）
％ 80.0 ー 86.7 80.6 91.2 80.3 81.9 ー ー ー ー ー 92.3% 99.3% 87.7% 99.6% 97.7% ー ー ー ー ー

B20
今後の生活（経済的・子育て等）に不安の

ある母子・父子家庭の割合（父子）
％ 80.0 ー 80.0 72.5 82.6 77.8 75.4 ー ー ー ー ー 100.0% 110.3% 96.9% 102.8% 106.1% ー ー ー ー ー

B21
市内社会的養護体制における「家庭的養育

環境」の割合
％ 45.0 ー 52.9 62.5 65.8 70.0 70.7 ー ー ー ー ー 117.6% 138.9% 146.2% 155.6% 157.1% ー ー ー ー ー

B22
障がいのある子どもにとって地域でくらしやすい

まちであると思う保護者の割合
％ 60.0 ー 41.7 35.3 40.3 25.0 46.7 ー ー ー ー ー 69.5% 58.8% 67.2% 41.7% 77.8% ー ー ー ー ー

B23

困難を有する若者が自立に向けて支援機関を

利用し、職業訓練への参加や進路決定をした

割合

％ 60.0 ー 43.3 43.9 46.3 55.4 35.3 ー ー ー ー ー 72.2% 73.2% 77.2% 92.3% 58.8% ー ー ー ー ー

B24
「父親と母親がともに子育ての担い手である」

と答えた保護者の割合
％ ー 60.0 ー ー ー 47.6 47.6 44.7 46.7 46.3 52.6 50.0 ー ー ー ー ー 74.5% 77.8% 77.2% 87.7% 83.3%

B25
子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の

割合
% 75.0 80.0 ー ー ー 50.9 46.6 47.6 41.4 36.8 38.5 38.0 ー ー ー ー ー 59.5% 51.8% 46.0% 48.1% 47.5%

• 仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合（B18）の実績値は、30%台後半から40%前後で停滞している。目標達成度についても、設定さ

れた目標値に対して達成率50～60%台にとどまっており、全期間を通じて未達の状態が続いている。

• 今後の生活に不安のある母子家庭の割合（B19）および父子家庭の割合（B20）の実績値は、当初値から低下している。目標の達成度につい

ても、ほぼ目標を達成している。

• 「家庭的養育環境」の割合（B21）および、障がいのある子どもにとって地域でくらしやすいまちであると思う割合（B22）の実績値は、改善傾向

にあり、「家庭的養育環境」の割合（B21）は目標を超過達成している。

• 困難を有する若者の進路決定割合（B23）の実績値は、モニタリング最終年度である2019年度に急落し、目標も未達である。

• 「父親と母親がともに子育ての担い手である」と答えた割合（B24）の実績値は、当初値から数%の微増にとどまっており、目標未達である。一般

の保護者層における子育ての意識変容は、想定された水準に達していない。

• 子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の割合（B25）の実績値は、2020年度を境に低下傾向に転じている。設定された目標値に対する乖離

も拡大しており、目標未達となっている。
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(1) さっぽろ未来創生プラン (第1、第2期) の

人口減少対策に関する施策の分析

ア 数値目標の整理

イ 事業ごとの活動指標や成果指標の整理

ウ 年度ごとのプランのKPIの達成度の整理

エ その他必要と考えられる事項の調査
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相関性の検証

KPIが改善しているにも関わらず、数値目標（KGI）の改善に繋がっていない。第1期から蓄積された実績データを

活用し、KGIとKPIの間の相関性を検証し、より精度の高いKPI設計を行う必要がある。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査
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20～29歳の

道外への転

出超過数

合計

特殊出生率

相関性検証の必要性

※KPIは各数値目標に関連する通期KPIの改善率の平均値

• 数値目標と関連KPI群の改善率の相関性は低い。

• 20～29歳の道外への転出超過数の改善率は、関連KPI群の改善率

との差が大きい。

• 合計特殊出生率は、1期および2期ともに、数値目標と関連KPI群の

改善率は逆転している。

検証方法

S
te

p
➊

S
te

p
❷

論理上の相関性を確認

KPIの改善がKGIの改善に作用する経路が存在するか、介在要因があ

るか否かを確認する

• 介在要因がない → 強

• 介在要因が2個以内 → 中

• 介在要因が3個以上 → 弱

「強」：20～29歳の首都圏からの転入者数

転入者数の増加

↓（介在要因なし）

転出超過数の改善

「強」：20～29歳の首都圏からの転入者数

出荷額の拡大

↓（介在要因①：売上拡大が雇用拡大に繋がるか）

雇用の維持・拡大

↓（介在要因②：非正規比率が高く低賃金という構造的特性）

20代が求める賃金・職種の充足

↓（介在要因③：充足された雇用に20代が就業するか）

20代の定着

↓

転出超過数の改善（KGI）

統計上の相関性を確認

KPIとKGIの実績の相関係数を確認する。KPIがKGIの先行指標の場合、

改善効果がKGIに反映されるまでに時間差がある。そのため、タイムラグ

を踏まえて相関係数を確認する。
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基本目標 ❶

- 産業の基盤づくり

- 産業の競争力強化

- 働きやすい環境づくり・人材育成・確保

- 地域の魅力づくり
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産業の基盤づくり｜論理上の相関性

「産業の基盤づくり」KPIにおける論理上の相関性は、企業立地・創業（開業率・立地企業数）のみが中程度、企業のイノベー

ション意欲・経済圏拡大はいずれも弱いと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査
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区分 テーマ 対象KPI
論理上の

相関性
評価

産業の

基盤づくり

企業のイノベーション意欲 • IT・コンテンツを活用して高付加価値をつけようと思って

いる企業の割合

• グローバル化への取組を行っている企業の割合

• 新製品・新技術の開発や新分野進出に取り組むと答

える企業の割合

• 新製品・新技術の開発や新分野進出に取り組むと答

える企業(製造業）の割合

弱

「高付加価値化→職種・賃金水準の充足→20代定着」という

経路が想定される。ただし、取組意欲から雇用の質への転換まで

複数段階の介在要因が存在する。

企業立地・創業による

雇用の規模拡大

• 開業率

• 誘致施策を活用した立地企業数（累計）

• PR活動等により立地した企業数（累計）
中

「雇用枠の絶対数拡大→20代転出抑制」という経路が想定さ

れる。

ただし、創出雇用が20代の求める職種・賃金水準を満たすか否

かという介在要因が1段階存在する。

経済圏 • 札幌を含めた広域経済圏の輸出額

弱

「地域経済規模拡大→雇用枠の拡大→20代転出抑制」という

経路が想定される。ただし、売上増加から労働分配率向上を経

て若年層賃金に転換されるまで複数段階の介在要因が存在す

る。
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産業の基盤づくり｜統計上の相関性

統計的な相関性が認められるのは、「 IT・コンテンツを活用して高付加価値をつけようと思っている企業の割合」「誘致施策を活用

した立地企業数（累計）」の2つである。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査
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KPI 期間

先行

指標

可能性

相関係数r（タイムラグ別）
統計上の

相関性
評価

＋0年 ＋1年 ＋2年 ＋3年 ＋4年 ＋5年

IT・コンテンツを活用して高付加価値

をつけようと思っている企業の割合
通期 ○ 0.63 0.49 0.09 -0.04 -0.05 -0.36 中

タイムラグ0～1年の短期的にr=0.49（中程度）の正

の相関が確認され、タイムラグが長くなると相関性が弱く

なるなど一貫性がある

グローバル化への取組を行っている企

業の割合
通期 ○ -0.46 -0.05 0.38 0.36 -0.19 -0.15 ー

コロナによる移動制限の影響が大きくなるタイムラグ2～

3年だけ弱い相関を示している、疑似相関と考えられる。

タイムラグが正負で逆転を繰り返しており、相関性は認

められない

新製品・新技術の開発や新分野進

出に取り組むと答える企業の割合
1期 ○ -0.42 -0.24 -0.44 -0.74 -0.56 0.37

ー

（負）

タイムラグ4年目までに負の相関で、タイムラグ5年目での

み正の弱い相関が出ているが、正負が逆転するなど一

貫性を欠くことから、相関性は認められない

新製品・新技術の開発や新分野進

出に取り組むと答える企業(製造

業）の割合

2期 ○ -0.16
ー

（負）
r=－0.16であり正の相関は認められない。

誘致施策を活用した立地企業数

（累計）
1期 ○ 0.07 0.65 0.67 0.49 0.25 -0.33 中

タイムラグ1～3年で中程度の正の相関が確認される。

企業が誘致施策を活用して立地した後、採用活動・雇

用定着が軌道に乗るまでに1～2年程度を要すると考え

ると、タイムラグ期間としては妥当である

PR活動等により立地した企業数

（累計）
2期 ○ -0.99

ー

（負）
r=－0.99であり正の相関は認められない。

開業率 通期 ○ -0.06 -0.05 -0.46 -0.45 0.92 0.99
ー

（負）

タイムラグ3年目までに、正の相関は認められない

なお、タイムラグ4～5年で高い相関が出ているが、開業

率の3年分の実績値がなく、算出された相関係数は統

計的な有意性を欠いているため参考値として扱う

札幌を含めた広域経済圏の輸出額 1期 ○ -0.45 -0.51 -0.39 -0.56 -0.55 0.31
ー

（負）

タイムラグ4年目までに負の相関で、タイムラグ5年目での

み正の弱い相関が出ているが、正負が逆転するなど一

貫性を欠くことから、相関性は認められない
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産業の競争力強化｜論理上の相関性

「産業の競争力強化」KPIは、論理上、いずれも弱い論理的相関性だと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査
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区分 テーマ 対象KPI
論理上の

相関性
評価

産業の

競争力強化

食料品製造業の

競争力強化

• 食料品製造業の製造品出荷額

• 食料品製造業の粗付加価値額 弱

「地域経済基盤の維持→雇用枠の確保→20代定着」という経

路が想定される。ただし、労働集約型で非正規比率が高く、20

代が求める職種・賃金水準への転換という介在要因が複数段

階存在する。

バイオ産業の競争力強化 • バイオ産業の売上高

• （健康医療関連産業の）商談会での成約金額 弱

「高付加価値産業の成長→専門人材の雇用枠の拡大→20代

定着」という経路が想定される。ただし、雇用が研究職・技術職

に限定され、産業全体の雇用創出力への転換という介在要因

が存在する。

バイオ産業の競争力強化 • 札幌市内のIT産業売上高

弱

「IT産業成長→若年層の就業機会拡大→20代定着」という経

路が想定される。ただし、拡大する売上が首都圏大手からのニア

ショア受託に依存する場合、賃金水準の向上という介在要因が

断絶する可能性がある。
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産業の競争力強化｜統計上の相関性

統計的な相関性が認められるのは、「食料品製造業の製造品出荷額」「食料品製造業の粗付加価値額」「バイオ産業の売上」

で統計上のみである。論理上の相関性と一致している。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

KPI 期間

先行

指標

可能性

相関係数r（タイムラグ別）
統計上の

相関性
評価

＋0年 ＋1年 ＋2年 ＋3年 ＋4年 ＋5年

食料品製造業の製造品出荷額 通期 ○ -0.14 0.02 0.59 0.49 0.08 -0.26 弱

タイムラグ1～2年短期的にr=0.4前後の中程度の正の

相関が確認されるが、コロナ禍の期間の影響が大きいタ

イムラグ2～4年で相関係数が高くなる傾向があり疑似

相関の可能性もあり、統計上の相関性は弱い

食料品製造業の粗付加価値額 1期 ○ -0.49 0.54 0.51 -0.03 -0.04 0.35 弱

タイムラグ1～2年短期的にr=0.4前後の中程度の正の

相関が確認されるが、コロナ禍の期間の影響が大きいタ

イムラグ2～4年で相関係数が高くなる傾向があり疑似

相関の可能性もあり、統計上の相関性は弱い

バイオ産業の売上高 通期 ○ 0.28 0.39 0.44 0.12 -0.19 -0.47 弱

タイムラグ0～1年の短期的にr=0.4前後の中程度の正

の相関が確認され、タイムラグが長くなると相関性が弱く

なるなど一貫性がある

ただし、コロナ禍の期間の影響が大きいタイムラグ2～4

年で相関係数が高くなる傾向があり疑似相関の可能

性もあり、統計上の相関性は弱い

（健康医療関連産業の）商談会で

の成約金額
1期 ○ 0.67 -0.58 -0.58 0.56 0.59 0.02 ー

タイムラグによって相関係数が反転を繰り返しており、統

計上は、相関性は認められない

札幌市内のIT産業売上高 1期 ○ -0.78 -0.77 0.89 0.82 -0.93 -0.98 ー

KPIの実績値が3時点のみであり、算出された相関係数

は統計的な有意性を欠いているため参考値として扱う

（分析に使用しない）
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働きやすい環境づくり・人材育成・確保｜論理上の相関性

「働きやすい環境づくり・人材育成・確保」KPIにおける論理上の相関性は、「20～29歳の首都圏からの転入者数」が強、「特定

産業の従事者数拡大」「仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合」が中であると考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

区分 テーマ 対象KPI
論理上の

相関性
評価

働きやすい

環境づくり
ワークライフバランスの

実感

• 仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合

強

「労働環境の質向上→地方定着の選好→20代転出抑制/

転入促進」という経路が想定される。ただし、20～29代の道外

転出超過数に対しては転出の主因である雇用の質改善との

連動という介在要因が1段階存在する。

企業の

労働環境整備の

プロセス

• 札幌市ワークライフバランスplus認証企業数

中

「認証取得→働きやすい環境の整備→20代定着」という経路

が想定される。ただし、認証取得が実態を伴うか否かという介

在要因が1段階存在する。

人材育成

・確保
特定産業の

従事者数拡大

• 医療・福祉産業の従業者数

• クリエイティブ産業の従事者数 中

「雇用枠の絶対数拡大→20代転出抑制」という経路が想定

される。ただし、なお、現場層の賃金・雇用形態が20代の求め

る水準を満たすか否かという介在要因が1段階存在する。

就労支援窓口の

プロセス • 女性相談窓口の新規登録者のうち、

就職活動に結びついた人数
弱

「就労支援→市内就職→定着」という経路が想定される。た

だし、対象者が実際に市内に定着したかを測定しておらず、プ

ロセス指標に留まるという介在要因が存在する。

若年層の動態

• 市内新規学卒者の道内就職割合 中

「新卒の道内就職→転出抑制」という経路が想定される。ただ

し、「割合」指標のため分母となる卒業者総数の変動によって

実態と乖離するという介在要因が1段階存在する。

• 20～29歳の首都圏からの転入者数 弱

「首都圏からの転入→転出超過数の直接的な改善」という経

路が想定される。20～29代の道外転出超過数の構成要素で

ある転入数であるため、介在要因は存在しない。
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働きやすい環境づくり・人材育成・確保｜論理上の相関性

統計的な相関性が認められるのは、「 20～29歳の首都圏からの転入者数」のみである。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

KPI 期間

先行

指標

可能性

相関係数r（タイムラグ別）
統計上の

相関性
評価

＋0年 ＋1年 ＋2年 ＋3年 ＋4年 ＋5年

仕事と生活の調和がとれていると思う

人の割合
2期 ○ -0.24 ー r=－0.24であり正の相関は認められない

札幌市ワークライフバランスplus認証企

業数
2期 ○ 0.02 -0.35 -0.98 -0.95 -0.98 -1.00

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

医療・福祉産業の従業者数 1期 1.00 ー

KPIの実績値が2時点のみであり、算出された相関係数

は統計的な有意性を欠いているため参考値として扱う

（分析に使用しない）

クリエイティブ産業の従事者数 1期 1.00 ー

KPIの実績値が2時点のみであり、算出された相関係数

は統計的な有意性を欠いているため参考値として扱う

（分析に使用しない）

女性相談窓口の新規登録者のうち、

就職活動に結びついた人数
通期 ○ -0.50

ー

（負）
r=－0.50であり正の相関は認められない

市内新規学卒者の道内就職割合 通期 -0.25 -0.79 -0.35 0.21 0.07 -0.12
ー

（負）

非先行指標のため、タイムラグ0年で評価。r=−0.25であ

り相関は認められない

なお、コロナ禍による移動制限期間（2019～2021

年）の影響が反映されるタイムラグ+2～4年の相関係

数は、移動が難しいため、他期間より高くなっている

20～29歳の首都圏からの転入者数 通期 0.84 0.41 -0.09 -0.07 -0.05 -0.22 強

非先行指標のため、タイムラグ0年で評価。r=0.84と強

い相関が確認される

なお、コロナ禍による移動制限期間（2019～2021

年）の影響が反映されるタイムラグ+2～4年の相関係

数は、移動が難しいため、他期間より低くなっている
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地域の魅力づくり｜論理上の相関性

「地域の魅力づくり」KPIは、いずれも弱い論理的相関性だと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

区分 テーマ 対象KPI
論理上の

相関性
評価

地域の

魅力づくり

観光MICE • 観光地としての総合満足度

• 海外客の平均滞在日数

• 年間来客数

• 国際会議の開催件数

• 札幌市内での総観光消費額

弱

「観光消費拡大→関連産業の雇用枠拡大→20代定着」とい

う経路が想定される。ただし、創出される雇用の多くが労働集

約的・非正規であり、20代が求める職種・賃金水準への転換

という介在要因が複数段階存在する。

文化・スポーツ • ウィンタースポーツ実施率

• 主要文化芸術施設の利用者数 弱

「市民生活の質向上→地域への愛着→20代定着」という経

路が想定される。ただし、生活の質向上が経済的基盤・労働

環境の課題を代替するか否かという介在要因が複数段階存

在する。

まちづくり • 避難場所運営研修への地域住民の参加人数

• 札幌駅交流拠点内の再開発に係る

都市計画決定件数（累計）

• 燃料電池自動車・電気自動車の市内普及台数

弱

「都市機能高度化→居住環境の向上→20代定着」という経

路が想定される。ただし、再開発等が20代の雇用創出・賃金

上昇に転換されるか否かという介在要因が複数段階存在し、

地価上昇による転出加速という副作用の可能性もある。



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

●

KPI 期間

先行

指標

可能性

相関係数r（タイムラグ別）
統計上の

相関性
評価

＋0年 ＋1年 ＋2年 ＋3年 ＋4年 ＋5年

観光地としての総合満足度 通期 ○ 0.08 -0.07 -0.15 -0.08 0.02 -0.59 ー 全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

海外客の平均滞在日数 1期 ○ -0.88 0.59 0.92 0.06 -0.76 -0.76 ー

本KPIはコロナ禍による移動制限期間（2019～2021

年）の影響を大きく受ける。その影響が反映されるタイ

ムラグ+2～4年の相関係数のみ高くなっているため、疑

似相関の可能性が高い。

年間来客数 通期 ○ -0.90 -0.48 0.22 0.53 0.39 -0.45 ー 同上

国際会議の開催件数 通期 ○ -0.77 -0.33 0.19 0.40 0.45 0.55 ー

同上

なお、ラグタイム5年でr=0.55と中程度の相関が認めら

れるが、国際会議の開催件数が0件と激減しており、疑

似相関の可能性が高い

札幌市内での総観光消費額 通期 ○ -0.86 -0.40 0.26 0.47 0.45 0.32 ー 同上

ウィンタースポーツ実施率 2期 ○ -0.19
ー

（負）
r=−0.19と正の相関は認められない

主要文化芸術施設の利用者数 2期 ○ -0.92
ー

（負）
r=−0.92と正の相関は認められない

避難場所運営研修への地域住民の参

加人数
2期 ○ -0.01

ー

（負）
r=−0.01と正の相関は認められない

札幌駅交流拠点内の再開発に係る都

市計画決定件数（累計）
2期 ○ -0.14

ー

（負）
r=−0.14と正の相関は認められない

燃料電池自動車・電気自動車の市内

普及台数
2期 ○ -0.25

ー

（負）
r=−0.25と正の相関は認められない

178

産業の基盤づくり｜論理上の相関性

統計的な相関性が認められるKPIはなかった。観光MICE関連のKPIは、タイムラグ+2～4年の相関係数が特に高くなっている。こ

れは、コロナ禍による移動制限期間（2019～2021年）の影響が反映されているためであり、疑似相関だと考えら、相関性は認め

られない。また、文化スポーツ、まちづくり関連のKPIも、同様に統計上の相関性は認められなかった。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >
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基本目標 ❷

- 結婚・出産・子育ての切れ目のない支援

- 子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実

- 子育てを支える社会の形成

179 < Confidential >
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結婚・出産・子育ての切れ目のない支援｜論理上の相関性

「結婚・出産・子育ての切れ目のない支援」KPIにおける論理上の相関性は、「子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の割合」

が強、保育インフラ関連KPIが中、相談窓口関連KPIが弱だと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

区分 テーマ 対象KPI
統計上の

相関性
評価

結婚・出産・

子育ての

切れ目のな

い

支援

子育て環境の

総合的な実感
• 子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の割合 強

「出産阻害要因の総合的解消→出産行動」という経路が想

定される。この実感の向上は阻害要因が包括的に解消された

状態を直接測定しており、介在要因は存在しない。

相談窓口等による

心理的負担の軽減
• 妊娠・出産や子育ての悩みについて相談相手や情報収

集手段があり、相談等により不安や負担が軽減されて

いる人の割合

中

「孤立防止→心理的障壁の低減→出産意欲」という経路が

想定される。ただし、精神的悩みが解消されても経済的負担と

いう介在要因が1段階存在する。

• ひろば型子育てサロンにおける年間相談件数 弱

「孤立防止→心理的障壁の低減→出産意欲→合計特殊出

生率改善」という経路が想定される。ただし、精神的支援から

出産意欲、さらにTFR改善への転換まで複数段階の介在要因

が存在する。

保育インフラの

整備・利用状況
• 保育所等待機児童数

• 希望に応じた保育サービスを利用することができた人の割

合

中

「就労と育児の両立→就労継続→第2子出産」という経路が

想定される。ただし、保育料等の生活固定費の負担や親の働

き方自体が改善されない場合、次子出産への転換という介在

要因が1段階存在する。
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結婚・出産・子育ての切れ目のない支援｜論理上の相関性

統計的な相関性が認められるのは、「仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合」のみ統計上の相関性が認められる。論理

上の相関性はあると判断した保育インフラ関連KPIには、統計上の相関性は認められなかった。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

KPI 期間

先行

指標

可能性

相関係数r（タイムラグ別）
統計上の

相関性
評価

＋0年 ＋1年 ＋2年 ＋3年 ＋4年 ＋5年

子どもを生み育てやすい環境だと思う

市民の割合
通期 ○ 0.88 0.95 0.97 0.96 0.95 0.98 強 全てのタイムラグ別相関係数で正の相関が認められる

妊娠・出産や子育ての悩みについて相

談相手や情報収集手段があり、相談

等により不安や負担が軽減されている

人の割合

1期 ○ -0.74 -0.85 -0.87 -0.85 -0.77 -0.88
ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

ひろば型子育てサロンにおける年間相

談件数
2期 ○ -0.88

ー

（負）
r=−0.88と正の相関は認められない

保育所等待機児童数 通期 ○ -0.33 -0.44 -0.45 -0.53 -0.56 -0.62
ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

希望に応じた保育サービスを利用するこ

とができた人の割合
通期 ○ -0.82 -0.79 -0.80 -0.89 -0.89 -0.75

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない
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子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実｜論理上の相関性

「子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実」KPIは、いずれも弱い論理的相関性だと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

区分 テーマ 対象KPI
統計上の

相関性
評価

子どもへの

支援の充実/

子どもが

健やかに育つ

環境の充実

意欲・肯定感 • 難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦している

子どもの割合

• 将来の夢や目標をもっている子どもの割合 弱

「子どもの健全成長の可視化→親世代の出産意欲の心理的喚

起」という経路が想定される。ただし、心理的意欲の向上が出産

を阻害する直接的要因（経済・労働環境）を解消しない限り行

動に転換されないという介在要因が複数段階存在する。

教育・体験環境の

整備状況

• 授業や校務にICTを効果的に活用できる教員の

割合

• 子どもが、自然、社会、文化などの体験をしやす

い環境であると思う人の割合

弱

「教育の質向上→子育て環境の総合評価向上→出産意欲」と

いう経路が想定される。ただし、教育環境整備が本市特有の経

済的・物理的な子育て障壁を越えて出産意欲を喚起するか否か

という介在要因が複数段階存在する。

子どもの孤立防止・

相談ネットワーク

• 近所や地域とのつながりのある子どもの割合

• いじめなどの不安や悩みを身近な人などに相談

する子どもの割合
弱

「子どもの孤立防止→セーフティネットの確保→親世代の安心感

→出産意欲」という経路が想定される。ただし、子どもの相談環境

整備が親世代の出産意欲を心理的に喚起するか否かという介在

要因が複数段階存在する。
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子どもへの支援の充実・子どもが健やかに育つ環境の充実

統計的な相関性が認められるのは、「難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦している子どもの割合」「将来の夢や目標をもってい

る子どもの割合」のうち、小・中学生は統計上の中程度の相関性が認められる。「子どもが、自然、社会、文化などの体験をしやす

い環境であると思う人の割合」も相関性は認められる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

KPI 期間

先行

指標

可能性

相関係数r（タイムラグ別）
統計上の

相関性
評価

＋0年 ＋1年 ＋2年 ＋3年 ＋4年 ＋5年

難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦

している子どもの割合（小5）
通期 ○ 0.52 0.54 0.34 -0.09 -0.69 -0.83 中 複数のタイムラグにて弱～中程度の相関が認められる

難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦

している子どもの割合（中2）
通期 ○ 0.57 0.73 0.63 0.37 0.03 -0.57 中

複数のタイムラグにて弱～高程度の相関が認められる

相関性は相関係数の平均値から中程度とする

難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦

している子どもの割合（高2）
通期 ○ -0.59 -0.55 -0.78 -0.86 -0.88 -0.96

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

将来の夢や目標をもっている子どもの

割合（小5）
通期 ○ 0.83 0.96 0.90 0.87 0.73 0.61 強 全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められる

将来の夢や目標をもっている子どもの

割合（中2）
通期 ○ -0.05 0.69 0.98 0.96 0.92 0.82 強 タイムラグ1年以上で正の相関は認められる

将来の夢や目標をもっている子どもの

割合（高2）
通期 ○ 0.26 0.53 0.35 0.32 -0.03 -0.41 弱

タイムラグ1年のみ中程度の相関が認められるが、他のタ

イムラグの相関係数は総じて低い

授業や校務にICTを効果的に活用でき

る教員の割合
1期 ○ -0.63 -0.83 -0.78 -0.90 -0.81 -0.80

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

子どもが、自然、社会、文化などの体

験をしやすい環境であると思う人の割

合

1期 ○ 0.26 0.29 0.51 0.27 0.32 0.36 弱
タイムラグ2年のみ中程度の相関が認められるが、他のタ

イムラグの相関係数は総じて低い

近所や地域とのつながりのある子どもの

割合
2期 ○ -0.51

ー

（負）
r=−0.51と正の相関は認められない

いじめなどの不安や悩みを身近な人な

どに相談する子どもの割合（小5）
通期 ○ -0.03 -0.65 -0.67 -0.74 -0.73 -0.69

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

いじめなどの不安や悩みを身近な人な

どに相談する子どもの割合（中2）
通期 ○ -0.80 -0.82 -0.79 -0.82 -0.91 -0.97

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

いじめなどの不安や悩みを身近な人な

どに相談する子どもの割合（高2）
通期 ○ -0.86 -0.88 -0.90 -0.90 -0.88 -0.82

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない
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子育てを支える社会の形成｜論理上の相関性

「子育てを支える社会の形成」KPIにおける論理上の相関性は、 「仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合」および「子ども

を生み育てやすい環境だと思う市民の割合」が強、「父親と母親がともに子育ての担い手である割合」が中、特定困難層への福

祉的支援KPIは弱だと考えられる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

区分 テーマ 対象KPI
統計上の

相関性
評価

子育てを

支える

社会の形成

特定の困難を

抱える層への福祉的支援

• 今後の生活(経済的・子育て等)に不安のある母子・父子家庭の割

合

• 市内社会的養護体制における「家庭的養育環境」の割合

• 障がいのある子どもにとって地域でくらしやすいまちであると思う保護

者の割合

• 困難を有する若者が自立に向けて支援機関を利用し、職業訓練へ

の参加や進路決定をした割合

弱

「特定層への福祉的支援→当該層の生活安定」という経路が想

定される。ただし、対象が限定的であり、市全体のボリュームゾーン

である一般子育て世帯のマクロな経済圧力・労働環境改善への

波及という介在要因が複数段階存在する。

子育ての

ソフト的支援・意識

• 「父親と母親がともに子育ての担い手である」と答えた

保護者の割合 中

「育児負担の分散→出産意欲の向上→合計特殊出生率改善」

という経路が想定される。ただし、意識の向上が直ちに労働時間

削減・経済的余力の確保に転換されるか否かという介在要因が1

段階存在する。

労働環境と総合的実感 • 仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合

強

「労働環境の質向上→出産・育児選択の前提条件の充足→合

計特殊出生率改善」という経路が想定される。この実感の向上は

出産阻害要因を直接排除することに繋がるため、介在要因は存

在しない。

子育て環境の

総合的な実感

• 子どもを生み育てやすい環境だと思う市民の割合

強

「出産阻害要因の総合的解消→出産行動」という経路が想定さ

れる。この実感の向上は阻害要因が包括的に解消された状態を

直接測定しており、介在要因は存在しない。
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子育てを支える社会の形成｜論理上の相関性

統計的な相関性が認められるのは、「仕事と生活の調和がとれていると思う人の割合」「子どもを生み育てやすい環境だと思う市

民の割合」の2つが統計上の強い相関性が認められる。 「困難を有する若者が自立に向けて支援機関を利用し、職業訓練への

参加や進路決定をした割合」も弱い相関性は認められる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

KPI 期間

先行

指標

可能性

相関係数r（タイムラグ別）
統計上の

相関性
評価

＋0年 ＋1年 ＋2年 ＋3年 ＋4年 ＋5年

仕事と生活の調和がとれていると思う

人の割合
通期 ○ 0.65 0.77 0.82 0.73 0.63 0.51 強 全てのタイムラグ別相関係数で正の相関が認められる

今後の生活（経済的・子育て等）に

不安のある母子・父子家庭の割合

（母子）

1期 ○ -0.47 -0.58 -0.58 -0.54 -0.65 -0.55
ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

今後の生活（経済的・子育て等）に

不安のある母子・父子家庭の割合

（父子）

1期 ○ -0.33 -0.54 -0.49 -0.56 -0.58 -0.49
ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

市内社会的養護体制における「家庭

的養育環境」の割合
1期 ○ -0.56 -0.82 -0.83 -0.83 -0.80 -0.81

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

障がいのある子どもにとって地域でくらし

やすいまちであると思う保護者の割合
1期 ○ 0.01 -0.01 0.21 -0.08 0.04 0.06

ー

（負）
全てのタイムラグ別相関係数で正の相関は認められない

困難を有する若者が自立に向けて支

援機関を利用し、職業訓練への参加

や進路決定をした割合

1期 ○ 0.22 0.27 0.04 0.34 0.26 0.18 弱
全てのタイムラグ別相関係数でr=0.2～0.3程度の弱い

相関は認められる

「父親と母親がともに子育ての担い手

である」と答えた保護者の割合
2期 ○ -0.65

ー

（負）
r=−0.65と正の相関は認められない

子どもを生み育てやすい環境だと思う

市民の割合
2期 ○ 0.83 強 r=0.83と強い正の相関が確認される
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事業効果の検証

事業効果の検証は、人口減少対策の施策体系の課題を踏まえ、市民ニーズに合致していると考えられる事業有無を確認する方

法で実施する。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

目的

• 貴市が求める事業効果の検証は、下記2点の目的を達成するための

ものと理解している。

① どの事業が人口減少対策として効果をもたらしたか：20代の

道外流出抑制・転入増加に寄与した事業、 結婚・出産・第

二子出産の促進に寄与した事業

② 効果的な事業に共通する設計要件の整理： 今後の施策立

案における示唆を導出する

検証方法

市民ニーズの把握

市民アンケート・インタビュー結果、第3期さっぽろ未来創生プランから、

若者の流出抑制・転入増加・結婚・出産・第二子出産の促進する

ためのポイントを整理する。

市民ニーズに合致する事業整理

貴市から提供された人口減少対策の事業一覧に記載されている内

容から、市民ニーズに合致している事業をリストアップする。

事業効果のあった対象の特定

リストアップされた事業の中で、活動目標を達成している事業は、事

業効果があったと判断し、事業効果の定量化はしない。

検証するにあたっての課題

• ただし、分析するにあたっては、以下3点の分析上の限界がある。

1. 人口減少対策の施策体系は「事業⇔KPI⇔数値目標

（KGI）」である。そのため、KGIに対する事業効果の寄与を定

量化することは、施策体系の観点から困難である。

2. 合計特殊出生率・転出超過数などの数値目標は、経済環

境・全国的な少子化トレンド・物価上昇といった外部要因の
影響を大きく受けるため、 KGIの変動から事業の寄与分のみを

切り出すことは極めて困難である。

3. 現行プランでは、若者の流出抑制・転入増加・結婚・出産・
第二子出産といった行動変容を把握するためのKPが設定され

ていないため、KPIの観点からも事業効果の測定は困難である。

• 左記の検証課題を踏まえ、下記の手順で検証を行う。

S
te

p
➊

S
te

p
❷

S
te

p
❸
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20代転出抑制・転入促進のポイント

20代転出は就職・賃金格差が主因であり、質の高い雇用創出・賃金底上げに加え、道外在住者へのUIターン情報発信を強化

することが定住促進の鍵となる。

(1) さっぽろ未来創生プラン（第1、第2期）の人口減少対策に関する施策の分析｜エ その他必要と考えられる事項の調査

< Confidential >

Point①

20代の道外転出の主因は「就職」であり、市内大学生の地元就職希望

が叶っていない。札幌に集積する企業は労働集約型が多く、キャリア形

成の観点で首都圏と比較した際の魅力に欠ける可能性がある。

＜市民の声＞

• 市外移住希望者の転出理由は就労関連が半数。「より刺激のある環境で自己

成長したい」が上位（アンケートウ・若い世代）

• 「札幌に誘致される企業はコールセンターなどが多く質の面で魅力が低い。生産

性の高い質の良い企業を誘致すべき」（インタビューA・男性25～29歳）

• 「総務・会計・労務系の求人は関東圏が多い。札幌に拠点があっても本社が東

京の企業が多く、キャリアパスの面で首都圏優位を感じる」（インタビューA・女性

25～29歳）

Point①

札幌の賃金水準は全年代で東京・福岡を下回っており、特に結婚・子

育てが集中する30～34歳での格差が大きい。賃金水準の低さが定住

意向を直接下げている可能性が統計的にも示されている。

＜市民の声＞

• 札幌の実質年収は全年代で東京・福岡を下回り上昇率も最低。30～34歳男

性で東京569万円・福岡495万円に対し札幌430万円（数値目標の整理）

• 雇用の安定の満足度が定住意向と有意に正の相関（係数0.11、p<0.05）

（アンケートウ・若い世代）

• 「社会福祉法人に勤務しているが賃金が低くキャリアアップも見通せない。周囲

の友人も同様に給与への不満を口にしている」（インタビューA・女性25～29

歳）

Point①

道外在住の道内出身若年層の約4割がUターン意向を持つが、求人情

報・住居情報・冬季生活情報が不足しており転入に踏み切れていない。

支援制度は存在するが当事者に届いていない可能性がある。

＜市民の声＞

• 道外就職者の約4割がUターン意向あり。UIJターン障壁のトップは「住居の情報

提供・支援」35.2%、「求人が少ない」30.8%、「暮らしの便利情報（冬場コスト

等）」30.4%（さっぽろ未来創生プラン第3期）

• 移住者の7割が支援制度・サービスを「特に利用していない」。情報収集は「友

人・知人の口コミ」が最多（さっぽろ未来創生プラン第3期）

Point ❶ 就職機会の質・量の拡充 Point ❸

Point❷

UIJターン促進のための情報・住居支援

若年層の賃金水準の引き上げ


